
№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

1 本編 1 2 4 修正

図中「熊本市第８次総合計画」 図中「熊本市　８次総合計画」

2 本編 1 2 1 1 4 修正

　また、第８節に地域防災力の最大化　　　　　　　　　　　　　　  .
　に向けた考え方や確認しておくべき事項をとりまとめている。

　また、第８節に市・市民・事業者及び地域の防災組織の災害対応力強化
に向けた考え方や確認しておくべき事項をとりまとめている。

3 本編 1 2 1 3 5 修正

(1)　原子力災害対策計画
　原子力災害対策計画は、佐賀県玄海原子力発電所及び鹿児島県川内原子
力発電所に対して、平成23年3月11日の東日本大震災により福島県で発生
した東京電力福島第一原子力発電所の事故による原子力災害と同様の事故
が万が一に発生した場合に備えることが必要と考えられることから、本市
及び各防災関係機関がとるべき応急対策について定める。

(1)　原子力災害対策計画
　原子力災害対策計画は、九州内に存在する２原子力発電所（玄海原子力
発電所・川内原子力発電所）から、放射性物質の異常な放出が起った場
合、又はそのおそれがある場合等を想定し、「総則」、「防災活動体
制」、「災害予防計画」、「災害応急対策計画」、「災害復旧対策計画」
で構成する。

4 本編 1 2 3 1 6 修正

【削除】

5 本編 1 4 2 5 12 修正

放送報道関係(日本放送協会熊本放送局、株式会社熊本放送、株式会社熊
本日日新聞社、株式会社テレビ熊本、株式会社熊本県民テレビ、熊本朝日
放送株式会社、株式会社エフエム熊本　　　　　　　　　　　　 /
　)

放送報道関係(日本放送協会熊本放送局、株式会社熊本放送、株式会社熊
本日日新聞社、株式会社テレビ熊本、株式会社熊本県民テレビ、熊本朝日
放送株式会社、株式会社エフエム熊本、株式会社熊本シティエフエム)

6 本編 1 4 2 5 13 修正

　　　　　　熊本国際空港株式会社 空港運営権者熊本国際空港株式会社

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

7 本編 1 4 2 6 14 修正

社会福祉法人熊本市社会福祉協議会
【略】
株式会社熊本シティエフエム
　【災害予防】
　　１ 防災知識の普及に関すること
　　２ 災害時における放送・報道の確保対策に関すること
　【災害応急対策】
　　１ 気象予警報等の放送・報道周知に関すること
　　２ 避難所等における災害情報収集のための放送受信の確保に関する
　　　 こと
　　３ 災害時における広報に関すること
　【災害復旧】
　　１ 被災放送施設の復旧事業の推進に関すること

災害中間支援組織
　【災害応急対策】・【災害復旧】
　１　NPO やボランティア等の活動支援・調整に関すること
熊本商工会議所
【略 】

社会福祉法人熊本市社会福祉協議会
【略】
【追加】

【追加】

熊本商工会議所
【略 】

8 本編 1 5 1 3 17 修正

３ 気象
　本市は、内陸的な気象を示し、年平均気温の平年値（1991～2020年の30
年平均）は17.2℃で、夏の暑さ、冬の寒さはともに厳しく、気温の日較
差、年較差も大きい。
　年降水量の平年値（1991～2020年の30年平均）は約2000mmで、梅雨期の
6～7月が多く、特に梅雨末期には集中豪雨が発生し、大きな災害を引き起
こすこともある。

３ 気象
　本市は、内陸的な気象を示し、年平均気温（平年値：1991～2020年の30
年平均）は17.2℃で、夏の暑さ、冬の寒さはともに厳しく、気温の日較
差、年較差も大きい。
　降水量は年間2500mm前後　　　　　　　　　　　　　　　で、梅雨期の
6～7月が多く、特に梅雨末期には集中豪雨が発生し、大きな災害を引き起
こすこともある。

9 本編 1 5 2 2 18 修正

■熊本市の人口・世帯数の変化（各年10月1日現在） ■熊本市の人口・世帯数の変化（各年10月1日現在）
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

10 本編 1 5 2 3 18 修正

■地目別面積（令和5年1月1日現在） ■地目別面積（令和4年1月1日現在）

11 本編 1 6 1 1 19 修正

■平成28 年熊本地震における熊本市の被害状況
　　　　　　令和7年（2025年）3月31日現在

　死者数　90人（直接死6 人 関連死84人）

■平成28 年熊本地震における熊本市の被害状況
　　　　　　令和6年（2024年）3月31日現在

　死者数　88人（直接死6 人 関連死82人）

12 本編 1 6 1 1 21 修正

■熊本県内に被害をもたらした主な地震（県内の最大震度４以上）
2016.04.14　死者数275、重傷者数2,739、
（平成28）　住家全壊8,657、半壊34,489
2016.04.16　被害額3.8兆円（令和7年4月11日時点）
（平成28）

■熊本県内に被害をもたらした主な地震（県内の最大震度４以上）
2016.04.14　死者数273、重傷者数2,739、
（平成28）　住家全壊8,657、半壊34,489
2016.04.16　被害額3.8兆円（令和4年4月13日時点）
（平成28）

13 本編 1 6 2 24 修正

　【略】熊本市の被害は、死者90名、重傷者766名、家屋の全壊5,764棟、
半壊47,936棟にも及んだ。（令和7年3月31日現在）

　【略】熊本市の被害は、死者88名、重傷者766名、家屋の全壊5,764棟、
半壊47,936棟にも及んだ。（令和6年3月31日現在）
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

14 本編 1 7 1 1 25 修正

 本市に影響を与える活断層は、益城町付近を走る「布田川断層帯・日奈
久断層帯」と市内直下を走る「立田山断層」及び「水前寺山断層」の存在
が確認されている。
(1) 布田川断層帯・日奈久断層帯
　・布田川断層帯
　　布田川断層帯は、阿蘇郡南阿蘇村から上益城郡益城町木山付近を経
　て、宇土半島の先端に至る断層帯です。本断層帯は、概ね東北東−西
　南西方向に延び、全体の長さは約６４ｋｍ以上の可能性があります。
　布田川断層帯は、断層線の分布等から、阿蘇村から木山付近に位置す
　る長さ約１９ｋｍと推定される布田川区　間、木山付近から宇土市中
　心部に位置する長さ約２０ｋｍの可能性がある宇土区間及び宇土市住
　吉町から宇土半島北岸に沿って宇土半島先端に至る長さ約２７ｋｍ以
　上の可能性がある宇土半島北岸区間からなります。
出典：「布田川断層帯・日奈久断層帯」（地震調査研究推進本部）一部抜
粋
　・日奈久断層帯
　　日奈久断層帯は、上益城郡益城町木山付近から葦北郡芦北町を経
　て、八代海南部に至る断層帯です。本断層帯は、概ね北東−南西方向
　に延び、全体の長さは約８１ｋｍである可能性があります。日奈久断
　層帯は過去の活動時期から、益城町木山付近から宇城市豊野町山崎付
　近まで延びる長さ約１６ｋｍの高野−白旗区間、宇城市豊野町山崎か
　ら芦北町の御立岬付近に分布する長さ約４０ｋｍの日奈久区間及び御
　立岬付近から八代海南部に位置する長さ約３０ｋｍの可能性がある
　八代海区間に区分されます。
出典：布田川断層帯・日奈久断層帯（地震調査研究推進本部）一部抜粋
■「布田川断層帯」と「日奈久断層帯」

出典：布田川断層帯・日奈久断層帯の活断層位置と調査地点（地震調査研
究推進本部）
(2) 　立田山断層　は、明治22 年（1889 年）の熊本地震との関係につい
ても指摘されていた。【略】

　本市に影響を与える活断層は、これまで市内直下を走る「立田山断層」
と、益城町付近を走る「布田川・日奈久断層帯」　　　　　　　 の存在
が確認されており、
【追加】

 【図挿入】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.
　　　　　　　.
    「立田山断層」は、明治22 年（1889 年）の熊本地震との関係につい
ても指摘されていた。【略】
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

15 本編 1 7 1 1 25 修正

　

活断層図（都市圏活断層図）（国土地理院）一部加工（H29.10公開）

　

出典：都市圏活断層図（国土地理院）より引用（H29.10.29 公開）

16 本編 1 7 1 1 26 修正

(4) 主要活断層帯の長期評価の概要
　地震調査委員会では、主要な活断層や海溝型地震（プレートの沈み込み
に伴う地震）の活動間隔、次の地震の発生可能性〔場所、規模（マグニ
チュード）及び発生確率〕等を評価（長期評価）し、随時公表している。
【略】

　　　　　　　　　　　　　　　　.
　地震調査委員会では、主要な活断層や海溝型地震（プレートの沈み込み
に伴う地震）の活動間隔、次の地震の発生可能性〔場所、規模（マグニ
チュード）及び発生確率〕等を評価（長期評価）し、随時公表している。
【略】

17 本編 1 7 1 1 27 修正

■九州地域（評価対象地域）において評価対象とした活断層の分布

出典：活断層及び海溝型地震の長期評価結果一覧
（令和7年1月1日での算定）
　地震調査研究推進本部（令和7年1月15日公表）.

■九州地域（評価対象地域）において評価対象とした活断層の分布

出典：活断層及び海溝型地震の長期評価結果一覧
（令和6年1月1日での算定）
　地震調査研究推進本部（令和6年1月15日公表）

18 本編 1 7 1 1 28 修正

■主要活断層帯の長期評価の概要 【算定基準日：令和7年(2025年)1月1
日】

　【略（表)】

出典：活断層及び海溝型地震の長期評価結果一覧
（令和7年1月1日での算定）
　地震調査研究推進本部（令和7年1月15日公表）

■主要活断層帯の長期評価の概要 【算定基準日：令和6年(2024年)1月1
日】

　【略（表)】

出典：活断層及び海溝型地震の長期評価結果一覧
（令和6年1月1日での算定）
　地震調査研究推進本部（令和6年1月15日公表）
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

19 本編 1 7 1 2 28 修正

　【略】「立田山断層」の4地震を対象とし、以下に被害想定を記載す
る。
※上記の「布田川・日奈久断層帯」は、平成25年2月の区分見直しによ
　り、布田川断層帯と日奈久断層帯に二分し、さらに布田川断層帯を布
　田川区間・宇土区間・宇土半島北岸区間、日奈久断層帯を高野－白旗
　区間・日奈久区間・八代海区間に区分されている。この被害想定にお
　いては、調査時点の断層帯及び活動区分で記載する。

　【略】「立田山断層」の4地震を対象とし、以下に被害想定を記載す
る。
【追加】

20 本編 1 7 1 6 33 修正

(2) 各地震の特徴
　地震動解析による４地震10 ケースの最大震度分布を資料編に示す。
　各地震で以下のような特徴が見られる。
ア　布田川・日奈久断層帯（中部・南西部連動型）
　断層の一部が直下にある南区の南方で、震度6強から震度7の強い揺れを
示す。その他、中央区、北区、東区、西区では震度5弱から震度6弱とな
る。
　一方、沿岸部では震度3 から4 と比較的低い揺れとなっている。
　これは、有明粘土が堆積し　　　　　　　　　　　 　　　、揺れが伝
わりにくいためと思われる。
【略】

(2) 各地震の特徴
　地震動解析により、　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　/
　各地震で以下のような特徴が見られる。
.ア　布田川・日奈久断層帯（中部・南西部連動型）
　断層の一部が直下にある南区の南方で、震度6強から震度7の強い揺れを
示す。その他、中央区、北区、東区、西区では震度5弱から震度6弱とな
る。
　一方、沿岸部では震度3 から4 と比較的低い揺れとなっている。
　これは、沿岸部の表層地質が埋め立て等の人工改変地であり、揺れが伝
わりにくいためと思われる。
【略】

21 本編 1 7 1 6 33 修正

(3) 急傾斜地崩壊危険度
　県が急傾斜地崩壊危険箇所として指定している急傾斜地危険箇所に対
し、急傾斜地の高さや勾配、地盤等の状況から、危険度ランク別に分類
し、この危険度ランクと震度の大きさ、及び斜面の整備率から、地震によ
る崩壊危険度を予測した。
　各地震の急傾斜地崩壊危険箇所数を合成した、市域で想定される最大の
崩壊危険箇所の分布と、その箇所数を資料編に示す。
　最大震度が高い南区の南方や、西区に、急傾斜地崩壊危険箇所が多く分
布している。
【資料編】3-3-5　熊本市の急傾斜地崩壊分布図

【追加】

22 本編 1 7 1 6 33 修正

(4) 液状化危険度
　「液状化」は、地下水位が高く、砂を多く含むような軟弱な地盤におい
て、「地震に伴う振動により液体のような泥水状態となる現象」である。
　本調査では、先に実施した地震動の予測結果と地質データから、液状化
の可能性を示す指標（ＰＬ値）を算出し、液状化の可能性を判定した。
各地震のＰＬ値の最大値を合成した、市域で想定される最大の液状化可能
性の分布と、その面積を資料編に示す。
　表層地層が、埋め立て等の人工改変地や、白川・緑川等の河川沿いにあ
る比較的近年の堆積物層の箇所で、液状化の可能性が高くなっている。
【資料編】3-3-6　熊本市の液状化分布図

【追加】

　第１部第７節第１項８(1)を転記。
　　※図は資料編へ転載
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

23 本編 1 7 1 7 34 修正

(5) 津波浸水深　　　　　.
　【略】
　布田川・日奈久断層群（中部・南西部連動型）と南海トラフを合成し
た、市域で想定される浸水範囲及び浸水深分布と、その面積、最大浸水深
等を資料編に示す。
　熊本市では、西区と南区の沿岸地域において、市域の約6％にあたる範
囲で浸水することとなる。

　【図削除】※資料編へ転載

【資料編】3-3-7　熊本市の津波浸水分布図

７ 津波シミュレーション
　【略】
　布田川・日奈久断層群（中部・南西部連動型）と南海トラフを合成し
た、市域で想定される浸水範囲及び浸水深分布と、その面積、最大浸水深
等を次　　に示す。
　熊本市では、西区と南区の沿岸地域において、市域の約6％にあたる範
囲で浸水することとなる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.

24 本編 1 7 1 7 34 修正

熊本市の津波浸水想定
　項目　津波の推移　　3.0
　　　　 （T.Pm）

※資料編へ転載

熊本市の津波浸水想定
　項目　最大津波高　　3.4
　　　　 （T.Pm）
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

25 本編 1 7 1 8 35 修正

７ 想定被害
【削除】　※第１章第７節第１項６(4)に転記

　
　【図削除】※資料編へ転載

(1) 建物被害
　【略】
(2) 人的被害
　【略】
(3) ライフライン被害
　【略】
(4) 交通施設被害
　【略】
(5) 生活支障
　【略】
(6) 災害廃棄物
　【略】
(7) 災害時要援護者の被災・生活支
　【略】

８ 想定被害
(1) 液状化
　【略】

(2) 建物被害
　【略】
(3) 人的被害
　【略】
(4) ライフライン被害
　【略】
(5) 交通施設被害
　【略】
(6) 生活支障
　【略】
(7) 災害廃棄物
　【略】
(8) 災害時要援護者の被災・生活支
　【略】

26 本編 1 7 2 1 40 修正

　国土交通省及び熊本県では、水防法第14条の規定により、洪水時の円滑
かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被
害の軽減を図るため、管理河川が想定最大規模の降雨により氾濫した場合
の洪水浸水想定区域を指定している。本市は、水防法第15条の規定によ
り、この洪水浸水想定区域を基にハザードマップを作成し、地域の災害リ
スクの周知に努めている。

　国土交通省及び熊本県では、水防法第14条の規定により、洪水時の円滑
かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被
害の軽減を図るため、管理河川が想定最大規模の降雨により氾濫した場合
の洪水浸水想定区域を指定している。本市は、水防法第15条の規定によ
り、この洪水浸水想定区域を基にハザードマップを作成し、水害における
被害想定を行っている。.

27 本編 1 7 2 2 40 修正

　【略】
　本市は、この土砂災害警戒区域・特別警戒区域を基にハザードマップを
作成し、地域の災害リスクの周知に努めている。

　【略】
　本市が、令和２年４月１日に公開したハザードマップにも記載し　 .
　　　　　　　　　　　　　　　　　ている。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

28 本編 1 7 2 3 40 修正

　熊本県では、高潮時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止す
ることにより、水災による被害の軽減を図るため、想定し得る最大規模の
高潮による氾濫が発生した場合の高潮浸水想定を公表している。
　本市は、この高潮浸水想定を基にハザードマップを作成し、地域の災害
リスクの周知に努めている。

　熊本県では、高潮時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止す
ることにより、水災による被害の軽減を図るため、想定し得る最大規模の
高潮による氾濫が発生した場合の高潮浸水想定を指定している。
　本市は、この高潮浸水想定を基にハザードマップを作成し、高潮におけ
る被害想定を行っ　ている。

29 本編 1 8 1 43 修正

第１項　地域防災力の最大化に向けた基本的な考え方
１　熊本市防災基本条例の基本理念等　    　　.

第１項　地域防災力の最大化に向けた基本的な考え方
１　地域防災力の最大化に向けた基本的な考え方

30 本編 1 8 2 1 47 修正

(2) 気象情報の確認
①右の二次元バーコードを読み込むか、下記のアドレスへ空メールを送信
し仮登録をします。
login@kumamoto.mailio.jp

(2) 気象情報の確認
①右の二次元バーコードを読み込むか、下記のアドレスへ空メールを送信
し仮登録をします。
t-kumamoto@sg-m.jp
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

31 本編 1 8 2 1
47～
48

修正

(3) 家庭内防災の取組
風雨により、自宅の周りやベランダに置かれた鉢植えや物干し竿などが

飛ばされないようにする。側溝や雨どいなどに詰まりがあると、雨により
溢れてしまうおそれがあるため、普段から掃除をしておく。

また、地震発生時の家具などの落下・転倒から身を守るため、家具の固
定や寝室の家具の安全な配置などを行うとともに、必要に応じて住宅の耐
震診断により耐震性能を確認し、耐震性が不足している場合は、地震の揺
れによる自宅の倒壊を防ぐため、　　　　　耐震改修等に取り組む。
　【上段へ転記】

(3) 家庭内防災の取組
　【下段記載を転記】

　　　地震発生時の家具などの落下・転倒から身を守るため、家具の固
定や寝室の家具の安全な配置などを行う。また、地震の揺れによる自宅の
倒壊を防ぐため、旧耐震基準の住宅については、耐震診断を受診して安全
性を確認し、耐震性が不足している場合は耐震改修等に取り組む。

風雨により、自宅の周りやベランダに置かれた鉢植えや物干し竿などが
飛ばされないようにする。側溝や雨どいなどに詰まりがあると、雨により
溢れてしまうおそれがあるため、普段から掃除をしておく。

32 本編 1 8 2 1 48 修正

(4) 避難行動・避難場所の確認
　【略】
　また、住まいや就業先、就学先の生活に関わる地域における災害ごとの
指定緊急避難場所（スペース）や地域の避難場所及び広域避難場所を確認
しておく。災害の状況が落ち着いた後に、災害の影響で自宅が倒壊するな
ど、自宅へ戻れず避難生活が必要となった時の避難先となる指定避難所を
確認し、家族や地域で話し合い、予め避難する場所を決めるなど、平時か
ら認識を高めておく。

(4) 避難行動・避難場所の確認
　【略】
　また、住まいや就業先、就学先の生活に関わる地域における災害ごとの
指定緊急避難場所（スペース）や地域の避難場所及び広域避難場所を確認
しておく。災害の状況が落ち着いた後に、災害の影響で自宅が倒壊するな
ど、自宅へ戻れず避難生活が必要となった時の避難先となる指定避難所を
確認しておく。
　また、家族や地域で話し合い、予め避難する場所を決めるなど、平時か
ら認識を高めておく

33 本編 1 8 2 1 48 修正

(5) 地域コミュニケーションの充実
　【略】
平時から声をかけ合い、火災時における初期消火の方法や病人・ケガ人の
避難方法などを検討しておくとともに・・・【略】

(5) 地域コミュニケーションの充実
　【略】
平時から声をかけ合い、　　　　　　　　　消火　方法や病人・ケガ人の
避難方法などを検討しておくとともに・・・【略】

熊本市では、市民宅に登録診断士を派遣し、2000年5月31日以前の

基準で建築された戸建木造住宅の耐震診断を行う「熊本市戸建木造

住宅耐震診断士派遣事業」を実施しており、診断に要する費用のう

ち市民の負担は 5,500円としている。（令和5年4月現在）

さらに、耐震診断を実施した戸建木造住宅で、上部構造評点が1.0 

未満のものを1.0 以上とする耐震改修工事や建替えに要する費用の

一部を補助する「熊本市戸建木造住宅耐震改修事業」を実施してい

る。

熊本市では、市民宅に登録診断士を派遣し、2000年5月31日以前の

基準で建築された戸建木造住宅の耐震診断を行う「熊本市戸建木造

住宅耐震診断士派遣事業」を実施しており、診断に要する費用のう

ち市民の負担は 5,500円としている。（令和6年4月現在）

さらに、耐震診断を実施した戸建木造住宅で、上部構造評点が1.0 

未満のものを1.0 以上とする耐震改修工事や建替えに要する費用の

一部を補助する制度等 を実施してい

る。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

34 本編 1 8 2 1 50 修正

(6) 要配慮者の支援
　【略】
　熊本市では、「熊本市災害時要援護者避難支援制度」を設けて、平成19
年（2007 年）10 月から災害時に避難支援を必要とする方の登録と個別避
難支援プランづくりを開始した。要援護者情報は、　　　　　　　　　本
人の同意を得た上で、町内ごとの登録者名簿を民生委員、町内自治会、校
区社会福祉協議会及び自主防災クラブ等の関係団体に提供し、個別避難支
援プランの内容や避難経路の確認とあわせて、日常的な要援護者の見守り
活動にも活用していた。
　一方、平成25 年（2013 年）の災害対策基本法の改正により、市町村に
避難行動要支援者名簿の作成が義務化されたことなどを受けて、本市にお
いても平成27 年度（2015 年度）から災害対策基本法に基づく避難行動要
支援者名簿を作成し、＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿避難支援
等に活用するよう整備している。
　　　　　令和7 年度（2025 年度）から＿＿＿＿＿＿＿、災害時要援護
者避難支援制度の対象者を避難行動要支援者名簿に統合するかたちで一本
化するとともに、令和3 年（2021 年）の災害対策基本法の改正により市
町村の努力義務とされた、避難行動要支援者について避難支援等を実施す
るための計画（以下「個別避難計画」という。）の作成について、より推
進していく体制を構築する。

(6) 要配慮者の支援
　【略】
　熊本市では、「熊本市災害時要援護者避難支援制度」を設けて、平成19
年（2007 年）10 月から災害時に避難支援を必要とする方の登録と個別避
難支援プランづくりを開始した。要援護者情報は、システムで管理し、本
人の同意を得た上で、町内ごとの登録者名簿を民生委員、町内自治会、校
区社会福祉協議会及び自主防災クラブ等の関係団体に提供し、個別避難支
援プランの内容や避難経路の確認とあわせて、日常的な要援護者の見守り
活動にも活用している。
　一方、平成25 年（2013 年）の災害対策基本法の改正により、市町村に
避難行動要支援者名簿の作成が義務化されたことなどを受けて、本市にお
いても平成27 年度（2015 年度）から災害対策基本法に基づく避難行動要
支援者名簿を作成し、災害が発生、または発生するおそれがある場合に、
覚書の取り交しをした町内自治会等の地域団体に対して提供し、避難支援
　に活用するよう整備している。
　今後は、令和7 年度（2025 年度）からの運用を目指し、災害時要援護
者避難支援制度の対象者と避難行動要支援者を　　　　　　　　　 一本
化するとともに、令和3 年（2021 年）の災害対策基本法の改正により市
町村の努力義務とされた、避難行動要支援者について避難支援等を実施す
るための計画（以下「個別避難計画」という。）の作成について、より推
進していく体制を構築する。

35 本編 1 8 2 2 51 修正

(2) 継続的な情報収集と安全確保
熊本市防災情報ポータル
市のホームページに防災に関する緊急情報を掲載します。
https://city-kumamoto.my.salesforce-sites.com/

(2) 継続的な情報収集と安全確保
熊本市防災情報ポータル
市のホームページに防災に関する緊急情報を掲載します。
https://city-kumamoto.secure.force.com/

36 本編 1 8 2 2 52 修正

(4) 避難行動時の助け合い
【略】
　自主防災クラブは、平時の防災訓練等を通し、安全な避難の仕方、避難
経路、隣近所の要配慮者への支援について、住民に啓発を行い、災害発生
時に住民が落ち着いて助け合いながら避難できるよう準備しておく。
　また、平時から避難所運営委員会と訓練を通じて連絡体制を図り、災害
発生時に避難所と連携がとれるよう準備しておく。

(4) 避難行動時の助け合い
【略】
　自主防災クラブは、平時の防災訓練等を通し、安全な避難の仕方、避難
経路、隣近所の要配慮者への支援について、住民に啓発を行い、災害発生
時に住民が落ち着いて助け合いながら避難できるよう準備しておく。
【追加】

37 本編 1 8 3 1 54 修正

（3）互いに支え合う自主自立のまちづくりの推進
　市民主体のまちづくり活動を支援し、地域の絆をより深めるとともに、
高齢者や障がい者、妊産婦、こども等の要配慮者への理解を促進し、災害
発生時にも市民が「おたがいさま」の心で助け合える地域づくりを推進す
る。

（3）互いに支え合う自主自立のまちづくりの推進
　市民主体のまちづくり活動を支援し、地域の絆をより深めるとともに、
高齢者や障がい者、妊産婦、子ども等の要配慮者への理解を促進し、災害
発生時にも市民が「おたがいさま」の心で助け合える地域づくりを推進す
る。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

38 本編 1 8 3 1 55 修正

(4) 復興を支える担い手の育成
ア　地域の担い手の発掘・育成
(ｱ) 地域づくり活動に携わる人々の高齢化が進む中、地域の活性化のた
　　めには若い世代の担い手の育成が必要不可欠である。そこで、くま
　　もとアプリの活用等により伝統ある地域のまつりの復活・・・

(4) 復興を支える担い手の育成
ア　地域の担い手の発掘・育成
(ｱ) 地域づくり活動に携わる人々の高齢化が進む中、地域の活性化のた
　　めには若い世代の担い手の育成が必要不可欠である。そこで、　 .
　　　　　　　　　　　　　　伝統ある地域のまつりの復活や・・・

39 本編 1 8 3 2 56 修正

(1) 市民の災害対応力の強化
ウ　保育所や認定こども園、幼稚園、学校等でこどもたちの防災教育に
　　取り組むほか、事業者のみならず、そこで働く方々の防災意識向上
　　に向けた取組を充実していく。

(1) 市民の災害対応力の強化
ウ　保育所や認定こども園、幼稚園、学校等で子どもたちの防災教育に
　　取り組むほか、事業者のみならず、そこで働く方々の防災意識向上
　　に向けた取組を充実していく。

40 本編 1 8 3 2 56 修正

(4) 市の災害対応力の強化
　ウ　事業者との災害発生時における協定締結を促進し、市・市民・事
　　　業者・地域の防災組織が一体となった効率的で効果的な災害対応
　　　体制を構築していく。なお、事業者とは訓練等を通じて、発災時
　　　の連絡先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に努める
　　　ものとする。

(4) 市の災害対応力の強化
　ウ　事業者との災害発生時における協定締結を促進し、市・市民・事
　　　業者・地域の防災組織が一体となった効率的で効果的な災害対応
　　　体制を構築していく。【追加】

41 本編 1 8 3 3 57 修正

３ 避難所運営の見直し・強化
【略】
さらに、避難所等の給水施設を活用することにより、応急給水態勢を強化
する。

３ 避難所運営の見直し・強化
【略】
さらに、避難所等の給水施設の活用など、　　　　　応急給水体制を見直
す。

42 本編 1 8 3 3 57 修正

(1) 避難所の指定・運営方法等の見直し
　ア　【略】
　イ　被災者の年齢、国籍、性別及び障害の特性に関する多様性を理解
　　　し、全ての被災者がその尊厳を傷つけられることがないよう、避
　　　難所の指定のあり方や運営方法を改善する。　　　　　　　　 /
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　/
　ウ　在宅避難者等の支援のための拠点設置等の在宅避難者等の支援方
　　　策や、やむを得ず車中泊避難を行う場合における専用スペースの
　　　設置等の支援方策を検討する。
　エ　【略】
　オ　【略】

(1) 避難所の指定・運営方法等の見直し
　ア　【略】
　イ　被災者の年齢、国籍、性別及び障害の特性に関する多様性を理解
　　　し、全ての被災者がその尊厳を傷つけられることがないよう、避
　　　難所の指定のあり方や運営方法を改善するとともに、在宅や車中
　　　泊等の避難者への対応について検討する。
　【追加】

　ウ　【略】
　エ　【略】

43 本編 1 8 3 3 58 修正

(3) 備蓄物資確保・物資供給体制
　イ　地域が把握した指定外の避難所や在宅被災者へは、指定避難所で
　　　の配給も可能とし、在宅避難者等の支援拠点や車中泊避難を行う
　　　ためのスペースの設置等の検討に併せて、必要に応じた物資の補
　　　充等の支援も検討する。

(3) 備蓄物資確保・物資供給体制
　イ　地域が把握した指定外の避難所や在宅被災者へは、指定避難所で
　　　の配給も可能とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 /
　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　/
　　　　　　　　　　　　　　/

12



№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

44 本編 1 8 3 4 59 修正

(1) 生活再建に向けた支援・相談・情報提供
イ　特に、生活再建が必要な子育て家庭が、安心してこどもを産み育て
　　られるような環境整備を図るとともに、子育ての不安を解消する相
　　談体制の充実や経済的負担の軽減を図る。

(1) 生活再建に向けた支援・相談・情報提供
イ　特に、生活再建が必要な子育て家庭が、安心して子どもを産み育て
　　られるような環境整備を図るとともに、子育ての不安を解消する相
　　談体制の充実や経済的負担の軽減を図る。

45 本編 2 1 1 1 1 63 修正

　【略】
　【削除】

　【略】
　また、市は、学校教育はもとより、様々な場での総合的な教育プログラ
ムを、教育の専門家や現場の実務者等の参画の下で開発するなどして、災
害と防災に関する市民の理解向上に努めるものとする。

46 本編 2 1 1 1 2 63 修正

(1) 方法
ア　災害対策本部を構成する各部署　　　　の防災従事職員のスキル向
　　上の訓練及び研修会の実施

(1) 方法
ア　各局・区対策部（土木センター含む）等の防災従事職員のスキル向
　　上の訓練及び研修会の実施

47 本編 2 1 1 1 2 64 修正

(2) 内容
【略】
　イ　災害対策本部及び区役所・土木センター　の活動（調整・判断）.
　　　及び連携強化
【略】
　ケ　年齢、国籍、性別及び障害の特性に関する多様性の理解促進に係る
　　　研修等の実施

(2) 内容
【略】
　イ　災害対策本部及び区役所・土木センターとの　　　　　　　　　.
　　　　　連携強化
【略】
　【追加】

48 本編 2 1 1 1 3 64 修正

　【略】次により災害に関する防災知識の普及徹底を図るものとする。
【削除】

　【略】次により災害に関する防災知識の普及徹底を図るものとする。そ
のために地震に関する情報を市民が容易に理解できるよう、地震情報（震
度、長周期地震動階級、震源、マグニチュード、地震活動の状況等）、東
海地震に関連する情報、南海トラフ地震に関連する情報等の解説に努め、
報道機関等の協力を得て、市民に迅速かつ正確な情報を伝達するものとす
る。
　特に、津波による人的被害を軽減する方策は、市民等の避難行動が基本
となることを踏まえ、津波警報や避難指示等の意味・内容の啓発活動等を
市民等に対して行うものとする。また、市民等の防災意識の向上及び防災
対策に係る地域の合意形成の促進のため、防災に関する様々な動向や各種
データを分かりやすく発信するものとする。
　さらに、津波に関する想定や予測が不確実であることを踏まえ、市民等
が津波発生時に、刻々と変わる状況に臨機応変の避難行動をとることがで
きるよう、防災教育などを通じて関係主体による危機意識の共有・リスク
コミュニケーションに努め、津波想定の数値等の正確な理解の促進を図る
ものとする。なお、津波に関する防災教育、訓練、津波からの避難の確保
等を効果的に実施するため、津波対策にデジタル技術を活用するよう努め
るものとする。

13



№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

49 本編 2 1 1 1 4 66 修正

(2) 人材の育成
ア　市内小学校　　　を主体に編成する少年消防クラブを対象に、少年
　　期のうちから消防の仕事（火災予防、応急手当等）や役割に興味を
　　持たせ、活動を通じて市民の関心をも高めるもので、少年たちが防
　　火・防災・救急についての諸問題を身近な生活の中から見出し、お
　　互いに研究し、また、防火・防災思想を高めるなどクラブの活動を
　　通して、その育成を図るものとする。

(2) 人材の育成
ア　市内小学校高学年を主体に編成する少年消防クラブを対象に、少年
　　期のうちから消防の仕事（火災予防、応急手当等）や役割に興味を
　　持たせ、活動を通じて市民の関心をも高めるもので、少年たちが防
　　火・防災・救急についての諸問題を身近な生活の中から見出し、お
　　互いに研究し、また、防火・防災思想を高めるなどクラブの活動を
　　通して、その育成を図るものとする。

50 本編 2 1 1 1 9 68 修正

９　防災知識の普及の時期
　市及び防災機関は、「熊本地震の日」、「防災週間」、「防災とボラン
ティア週間」、及び「熊本市消防避難訓練の日」等普及の内容により最も
効果のある時期を選んで、市民に対し熊本地震の被害状況などを示しなが
らその危険性を周知させるとともに、適宜、防災避難訓練を実施するなど
防災知識の普及啓発を行うものとする。
【略】
(2) 防災の日
　大正12年（1923年）9月1日に発生した関東大震災による大惨事を教訓と
して、一人ひとりの防災対策の重要性を広く理解してもらうため制定され
た毎年9月1日の「防災の日」、防災意識の向上と日頃からの備えを啓発す
ることを目的に制定された毎年8月30日から9月5日までの一週間の「防災
週間」において、災害についての認識を深め、災害の未然防止と被害の軽
減に資するための展示等を実施する。
【略】
(5) 熊本市消防避難訓練の日
　昭和48年（1973年）11月29日に熊本市で発生した大洋デパート火災で
は、多くの尊い命が犠牲となった。この火災の経験及び教訓を風化させる
ことなく、市民及び事業所等の防火意識の向上を図るとともに、火災に対
する備えの充実を図るため、11月29日を「熊本市消防避難訓練の日」と定
め、大型商業施設等での総合消防訓練や防火啓発イベント、市民及び事業
所等に向けた防火広報を実施し火災予防の重要性を周知していくものとす
る。

９　防災知識の普及の時期
　市及び防災機関は、「熊本地震の日」、「防災週間」、「防災とボラン
ティア週間」、　　　　　　　　　　　　　　　等普及の内容により最も
効果のある時期を選んで、市民に対し熊本地震の被害状況などを示しなが
らその危険性を周知させるとともに、適宜、防災避難訓練を実施するなど
防災知識の普及啓発を行うものとする。
【略】
(2) 防災の日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 .
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ,
　毎年9月1日の「防災の日」、　　　　　 　　　　　　　　　　　　　.
　　　　　　　　　　　毎年8月30日から9 月5 日までの一週間の「防災
週間」において、災害についての認識を深め、災害の未然防止と被害の軽
減に資するための展示等を実施する。
【略】
【追加】

51 本編 2 1 1 1 11 69 修正

　市は、大規模災害により生じた遺構を保存・管理し、過去に起こった大
災害の教訓や石碑・モニュメント等の自然災害伝承碑が持つ意味を防災教
育等を通じて後世に伝えていくよう努めるものとする。

　市は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 過去に起こった大
災害の教訓や石碑・モニュメント等の　　　　　　　　持つ意味を　　 /
　　　　　　後世に伝えていくよう努めるものとする。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

52 本編 2 1 1 2 69 修正

　【削除】

　地域の防災組織の育成にあたっては、いつでもどこでも起こりうる災害
による被害を軽減し、安全・安心を確保するためには、行政による公助は
もとより、個々人の自覚に根ざした自助、身近な地域コミュニティ等によ
る共助が重要であり、個人や家庭、地域、事業者、団体等社会の様々な主
体が市民運動として防災・減災のための行動をとることが必要である。 /
　　　　　　　.

　本計画は、市民の隣保協同の精神と連帯感に基づく地域の防災組織の充
実強化を図り、防災意識の高揚並びに人命の安全確保に資する自主防災組
織の結成・活動を促進することで、災害に備えるものである。
　地域の防災組織の育成にあたっては、いつでもどこでも起こりうる災害
による被害を軽減し、安全・安心を確保するためには、行政による公助は
もとより、個々人の自覚に根ざした自助、身近な地域コミュニティ等によ
る共助が重要であり、個人や家庭、地域、事業者、団体等社会の様々な主
体が市民運動として防災・減災のための行動をとることを目指して取り組
むものとする。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

修正

【削除】　（第２項のリード文と結合）
　【削除】

　

　このため、地域住民による防災活動を担う組織「校区防災連絡会」、
「避難所運営委員会」の設立及び「自主防災組織（自主防災クラブ）」の
結成を促進する必要があり、【削除】.　（※文章を結合）

　
　【削除】

　　　　　　　　　　　　　　　　（※文章を結合）　　　　また、事業
所においても自主的な防災組織の設置は、被害軽減のために有効である。
【削除】

　　　　　　　　　　本市では、自主防災組織（自主防災クラブ）の結成
及び育成・指導、防災資機材の助成、出前講座、地域版ハザードマップの
作成・更新、リーダー研修等の活動全般の支援を行い、　　　　　　　 /
　　　　　　　　　　　住民主導の地域防災体制の構築を図るとともに、
日頃から地域住民への啓発活動や訓練などを積み重ねておく必要がある。
【削除】

１　必要性
　大規模な災害が発生した場合、通信・交通の途絶等により防災関係機関
の活動が著しく制限され、十分な活動ができないことが予想される。
　このような場合には、地域住民が話し合い、初期消火を行う、近隣の負
傷者、高齢者等の要配慮者を助ける、指定緊急避難場所等で組織的に防災
活動を行うこと等が、住民の生命・身体・財産を守る主要な力となり、こ
の活動が最大限の力を発揮できる体制を確立しておくことが、被害の軽減
を図るうえで、極めて重要である。
　このため、地域住民による防災活動を担う組織「校区防災連絡会」、
「避難所運営委員会」の設立及び「自主防災組織（自主防災クラブ）」の
結成を促進する必要がある。災害時に自主防災活動をより効果的に行うた
めには、日頃から地域住民への啓発活動や訓練などを積み重ねておく必要
がある。
　また、多数の者が利用、従事する施設又は危険物施設等で一定規模以上
のものにおいては、大規模災害時のパニックなどにより被害を増大させる
危険性があることから、施設従業員からなる自衛消防組織等の設置が法令
で義務付けられているが、法令により義務付けられていない事業所であっ
ても、　　　自主的な防災組織の設置は、被害軽減のために有効である。
特に、大規模災害発生時には、被災者を収容するための避難所の開設が重
要となる。平成２８年熊本地震において、従来の市主導の災害対応では、
円滑な避難所設置、運営が困難であった。その反省から、今後は、災害発
生後の速やかな避難所の開設および、継続可能な避難所運営においては、
地域の防災組織が中心となっての活躍が求められる。
　これらのことから、本市　は、自主防災組織（自主防災クラブ）の結成
及び育成・指導、防災資機材の助成、出前講座、地域版ハザードマップの
作成・更新、リーダー研修等の活動全般の支援を行い、地震等による大規
模災害発生時において、住民主導の地域防災体制の構築を図る　　　　 /
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　必要がある。
【資料編】3-2-1 熊本市自主防災クラブ結成・育
　　　　　　　　成指導に関する要綱
　　　　　3-2-2 熊本市自主防災クラブ助成要綱
　　　　　3-2-3 熊本市自主防災クラブ

53 本編 2 1 1 2 1
69
～
70
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

54 本編 2 1 1 2 2 70 修正

１ 地域の防災組織
　次の組織づくりを進めるにあたっては、男女共同参画の観点から、女性
の参画の拡大に努めるものとする。
(1) 校区防災連絡会等/
　【削除】

　　　　地域の防災組織として、　【略】　避難所運営委員会は、災害の
発生及びそのおそれがある　　　避難時に避難所の開設・運営を行うとと
もに、【略】

２ 地域の防災組織
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 .
　　　　　　　　　　　　　　　　　.
(1) 校区防災連絡会　/
　熊本地震では、物資の受入・搬送や避難所の開設・運営など、災害時に
おける行政による支援「公助」の限界が明らかになる一方で、多くの市民
が主体となり、地域の中でつながり、「おたがいさま」の心で支えあう
「自助」や「共助」がいかに重要かということを改めて実感した。
　そこで、「おたがいさま」で支え合う協働によるまちづくりを目指し、
行政と地域の連携を強化し、災害時にも市民が地域のつながりの中で互い
に支え合えるまち
づくりを推進するとともに、将来、今回の震災と同じような災害が発生し
た場合の対応に備え、市民・地域・行政のそれぞれの災害対応力強化に取
り組んでいくこと
として、各指定避難所や指定避難所に準じる施設（以下「指定避難所等」
という。）に、平素のうちから、原則指定避難所等の近くに居住する職員
を避難所担当職員として配置することとした。この避難所担当職員は、災
害発生時に市役所等には参集せず、予め決められた指定避難所等に直接参
集し、避難所の開設・運営を行うものである。
　また、地域の防災組織として、　【略】　避難所運営委員会は、災害の
発生及びそのおそれがある予防的避難時に避難所の開設・運営を行うとと
もに、【略】

55 本編 2 1 1 2 2
70

～71
修正

(2) 自主防災クラブ　　　.
　既存の町内自治会等の自治組織を自主防災組織（自主防災クラブ）とし
て育成することを基本とし、次のような方法により組織づくりをするもの
とする。
　【削除】

　【略】

　本市の自主防災クラブは、令和6年3月31日現在、743 団体が結成されて
いる。
【資料編】3-2-1 熊本市自主防災クラブ結成・育成指導
　　　　　　　　に関する要綱
　　　　　3-2-2 熊本市自主防災クラブ助成要綱
　　　　　3-2-3 熊本市自主防災クラブ

(2) 自主防災クラブの結成
　既存の町内自治会等の自治組織を自主防災組織（自主防災クラブ）とし
て育成することを基本とし、次のような方法により組織づくりをするもの
とする。
　その際、男女共同参画の観点から、女性の参画の拡大に努めるものとす
る。

　【略】

　本市の自主防災クラブは、令和6年3月31日現在、743 団体が結成されて
いる。
【追加】

56 本編 2 1 1 2 3 72 修正

２ 事業所の自衛消防組織等 ３ 事業所の自衛消防組織等
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

57 本編 2 1 1 2 4 73 修正

３ 地域住民及び事業者による地区内の防災活動の推進（地区防災計画） ４ 地域住民及び事業者による地区内の防災活動の推進（地区防災計画）

58 本編 2 1 1 2 4 74 修正

(5) 地域防災計画への規定
　【略】
　１．秋津校区地区防災計画（2019年度）
　２．西原校区地区防災計画（2024年度）
　３．画図校区地区防災計画（2025年度）

(5) 地域防災計画への規定
　【略】
　１．秋津校区地区防災計画（2019年度）
　２．西原校区地区防災計画（2024年度）
　【追加】

59 本編 2 1 1 3 1 74 修正

第３項　防災訓練計画
　市及び防災関係機関は、地域防災計画、業務継続計画（BCP）等の習
熟、関係機関の連携体制の強化、市民の防災意識の高揚を図ることを目的
に、関係機関の参加と市民その他関係団体の協力を得て、大規模災害を想
定した訓練を実施するものとする。
　【削除】

第３項　防災訓練計画
　市及び防災関係機関は、地域防災計画、業務継続計画（BCP）等の習
熟、関係機関の連携体制の強化、市民の防災意識の高揚を図ることを目的
に、関係機関の参加と市民その他関係団体の協力を得て、大規模災害を想
定した訓練を実施するものとする。
　特に、沿岸部については、津波に対して迅速な退避行動がとれるよう津
波災害を想定した、地域住民・地域の防災組織等が参加する防災・避難訓
練を年１回以上実施するよう努めるものとする。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

60 本編 2 1 1 3 4 76 修正

４　市の防災訓練
　　　災害時における防災活動の円滑な実施を期するため、日頃から、
　　災害を想定した訓練を積み重ね、体験による行動を理解しておくこ
　　とが重要である。
　　　このため、中期的な訓練順次（各年度毎に実施する訓練課目及び
　　その実施順序：配列）の概案を確立するとともに、年度内において
　　も各種訓練の特性に応じて訓練順次を設定し、訓練の効率化、スキ
　　ルの段階的向上を図る。
　　　本市では、各部門単位で　　防災訓練を行うとともに、防災関係
　　機関相互及び市民との協力体制の確立に重点をおく総合防災訓練を
　　実施する。
　　　また、大規模災害対処訓練として、図上訓練を行うとともに、実
　　動訓練として合同・連携訓練や、各防災関係機関においても、個別
　　訓練を行い、防災活動の円滑を図る。
　　　この際、訓練の実施にあたっては、目的と必要性に応じて、「出
　　前講座」等の市民主体型の訓練内容とし、実践的な訓練内容となる
　　よう努める。

４　市の防災訓練
　　　災害時における防災活動の円滑な実施を期するため、日頃から、
　　災害を想定した訓練を積み重ね、体験による行動を理解しておくこ
　　とが重要である。
　　　このため、【追加】

　　　本市では、各部門単位で行う防災訓練や　　　　　　　防災関係
　　機関相互及び市民との協力体制の確立に重点をおく総合防災訓練を
　　実施する。
　　　また、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 /
　　　　　　　　　　　　　　　　　各防災関係機関においても、個別
　　訓練を行い、防災活動の円滑を図る。
　　　また、　訓練の実施にあたっては、目的と必要性に応じて、「出
　　前講座」等の市民主体型の訓練内容とし、実践的な訓練内容となる
　　よう努める。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

61 本編 2 1 1 3 4 76 新規

(1) 防災訓練にあたっての基本的な考え方
　　ア　最小限の基盤となる訓練課目は、毎年実施
　　イ　図上訓練と実動訓練の双方を毎年実施
　　ウ　年度の特性（計画等改定、組織改編等）を反映させた訓練課目
　　　　を実施（検証等）
　　エ　国、県主催の訓練内容との連接、課目重複の回避等を考慮
　　オ　各区・地域の防災力（考える力）向上のため、訓練課目（内
　　　　容）は努めて各区・地域に主体的に計画させ設定（選定）
　　カ　関係機関の組織的な（大規模な）参加には、調整のために1年
　　　　以上を要するため、課目の設定（選定）にあたって考慮
　　キ　訓練順次の考え方
　　　(ｱ)　基礎的な訓練から応用的な訓練へ積み上げ
　　　(ｲ)　小規模の訓練から大規模の訓練へ積み上げ
　　　(ｳ)　単一機能（業務、活動、機関）訓練から連携訓練、総合訓
　　　　　 練へ積み上げ
　　　(ｴ)　市職員単独訓練から関係機関との協同訓練、市民参加型訓
　　　　　 練へ積み上げ
(2) 総合防災訓練
　【略】

【追加】

(1) 総合防災訓練
　【略】

62 本編 2 1 1 3 4 76 修正

(3) 大規模災害対処訓練　　　　　　　　　　　　　　　/
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 /
　　大規模災害時の対応に向けた職員の意識向上と連絡体制の強化を図
　　るための「職員安否確認訓練・職員参集訓練」及び避難所開設運営
　　マニュアル・物資供給計画に基づいた「避難所開設・運営」、「物
　　資供給」、「情報伝達」等の実動訓練　　を地域と連携して　　行
　　うことにより、実践に即した市民・地域・行政の災害対応力の向上
　　を図るものとする。　　/
　　　また、情報の収集・評価・分析から各種災害応急対策の調整・方
　　向性の立案並びに災害対策本部会議等の主催等の図上訓練を実施
　　し、その調整・判断能力等の向上を図るものとする。
　　　さらに、災害中間支援組織と災害時の情報共有や連携のオペレー
　　ションの訓練を実施し、ＮＰＯ・ボランティア等との連携強化を図
　　るものとする。
(4) 無線通信訓練
(5) 小中学校等の防災訓練

(2) 大規模災害対処訓練（非常召集訓練、段階的訓練）
　　　熊本地震の経験を踏まえ震災対処実動訓練を毎年実施しており、
　　大規模災害時の対応に向けた職員の意識向上と連絡体制の強化を図
　　るための「職員安否確認訓練・職員参集訓練」及び避難所開設運営
　　マニュアル・物資供給計画に基づいた「避難所開設・運営」、「物
　　資供給」、「情報伝達」等の災害初動対応を地域と連携し訓練を行
　　うことにより、実践に即した市民・地域・行政の災害対応力の向上
　　を図ることとしている。
　　　【追加】

　　　【追加】

(3) 無線通信訓練
(4) 小中学校等の防災訓練

63 本編 2 1 1 3 5 77 修正

５　住民等の訓練
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域の防災組織や事業所
　　の自衛消防組織による救出・救護、初期消火、避難誘導等の活動に
　　期待することが大きく、これらの防災組織が災害発生時に適切な活
　　動が行えるようにするためには、日頃から訓練の積み重ねが必要で
　　ある。

５　住民等の訓練
　　　大規模地震・津波発生直後においては、地域の防災組織や事業所
　　の自衛消防組織による救出・救護、初期消火、避難誘導等の活動に
　　期待することが大きく、これらの防災組織が災害発生時に適切な活
　　動が行えるようにするためには、日頃から訓練の積み重ねが必要で
　　ある。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

64 本編 2 1 1 3 6 77 修正

(1) 訓練の時期
　「熊本地震の日」、「防災週間」、「津波防災の日」、　「防災とボラ
ンティア週間」及び「熊本市消防避難訓練の日」等啓発効果を含めて最も
訓練効果のある時期を選び、積極的かつ継続的に実施するものとする。

(1) 訓練の時期
　「熊本地震の日」、「防災週間」、「津波防災の日」及び「防災とボラ
ンティア週間」　　　　　　　　　　　　　　　等啓発効果を含めて最も
訓練効果のある時期を選び、積極的かつ継続的に実施するものとする。

65 本編 2 1 1 4 1 78 修正

【略】
そこで、災害発生時におけるボランティアによる救援活動が円滑かつ効果
的に展開できるよう、市、県、熊本市社会福祉協議会（以下「市社協」と
いう。）、熊本県社会福祉協議会（以下「県社協」という。）、日本赤十
字社熊本県支部（以下「日赤県支部」という。）、熊本県共同募金会（以
下「県共募」という。）災害中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活
動支援や活動調整を行う組織）等の連携のもと、平時から、以下の事業を
積極的に推進することで体制整備を図る。

【略】
そこで、災害発生時におけるボランティアによる救援活動が円滑かつ効果
的に展開できるよう、市、県、熊本市社会福祉協議会（以下「市社協」と
いう。）、熊本県社会福祉協議会（以下「県社協」という。）、日本赤十
字社熊本県支部（以下「日赤県支部」という。）、熊本県共同募金会（以
下「県共募」という。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 /
　　　　　　　　　　　　　　等の連携のもと、平時から、以下の事業を
積極的に推進することで体制整備を図る。

66 本編 2 1 1 4 1 79 修正

(2) 関係機関との協働体制の構築
ア　【略】
イ　【略】
ウ 災害中間支援組織と災害時の情報共有や連携のオペレーションの訓練
を実施し、ＮＰＯ・ボランティア等との連携強化を図るものとする。

(2) 関係機関との協働体制の構築
ア　【略】
イ　【略】
　【追加】
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

67 本編 2 1 1 4 1 80 修正

(3) ボランティアの育成、登録、体制整備
　エ　県

(3) ボランティアの育成、登録、体制整備
　エ　県

68 本編 2 1 1 4 1 80 修正

(5) ボランティアコーディネーターやボランティアリーダーの養成及び資
質向上
　災害発生時にボランティアの需給調整や関係期間との連絡帳を行うボラ
ンティアコーディネーターやボランティアリーダーは被災地センターを円
滑に運営するにあたって重要な役目を担っている。そこで、県社協や市社
協は、平時から県や市と連携を図り、研修会などを通して災害ボランティ
アセンター運営者であるボランティアコーディネーター、ボランティア
リーダー等を計画的に養成するとともに、

(5) ボランティアコーディネーターやボランティアリーダーの養成及び資
質向上
　災害発生時にボランティアの需給調整や関係期間との連絡帳を行うボラ
ンティアコーディネーターやボランティアリーダーは被災地センターを円
滑に運営するにあたって重要な役目を担っている。そこで、県社協や市社
協は、平時から県や市と連携を図り、研修会などを通して　　　　　　 /
　　　　　　　　　　　ボランティアコーディネーター、ボランティア
リーダー等を計画的に養成するとともに、

69 本編 2 1 1 6 2 84 修正

【削除】 　また、平成 30 年 7 月豪雨を受け、中央防災会議において、避難対策
の強化について検討され、平成 31 年 3 月に、「避難勧告等に関するガ
イドライン」が改定された。
　この中で、平成 30 年 7 月豪雨では、様々な防災情報が発信されてい
るものの、多様かつ難解であるため多くの住民が避難行動に移せない状況
であったことから、住民等が情報の意味を直感的に理解できるよう、防災
情報を 5 段階の警戒レベルにより提供し、住民等の避難行動等を支援す
ることとなった。これを受け、本市においても警戒レベルを用いた避難指
示等の発令を行うこととした。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

70 本編 2 1 2 1 1 86 修正

１　防災拠点施設　　　.

　【略】

１　防災拠点施設の整備

　【略】

71 本編 2 1 2 1 7 92 修正

(4) 防災倉庫等における資機材などの整備
市が災害時に救助を実施するうえで必要な資機材、非常食糧及び生活物

資については、防災倉庫、備蓄倉庫、分散備蓄倉庫等に整備している。

(4) 　災倉庫等における資機材などの整備
市が災害時に救助を実施するうえで必要な資機材、非常食糧及び生活物

資については、防災倉庫、備蓄倉庫、分散備蓄倉庫等に整備している。

72 本編 2 1 2 1 8 93 修正

(1) 基本的方針
【略】
　エ 各避難所運営委員会　　　　　　　　　は、指定避難所をはじめ
　　 校区内の避難・被災者の情報把握に努め、物資ニーズをタブレッ
　　 ト等により発注し、災害対策本部と連携し物資供給を行う体制を
　　 整備する。

(1) 基本的方針
【略】
　エ 各避難所運営委員会及び各区避難対策班は、指定避難所をはじめ
　　 校区内の避難・被災者の情報把握に努め、物資ニーズをタブレッ
　　 ト等により発注し、災害対策本部と連携し物資供給を行う体制を
　　 整備する。

73 本編 2 1 2 1 9 94 修正

(1) 災害対策用貯水施設の整備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　緊急時の飲料水を確保
するとともに、　　　　　　　　　　給水車等への充水作業の円滑化を図
るため、主要な配水池や調整池に設置している緊急遮断弁及び給水塔の維
持管理に努める。

(1) 災害対策用貯水施設の整備
　主要な配水池や調整池に緊急遮断弁を設置し、緊急時の飲料水を確保
するとともに、給水塔の設置等による給水車　への充水作業の円滑化を図
るための整備を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 .
　　　　　　　　/

74 本編 2 1 2 1 10 95 修正

　二次災害的に発生する火災から住民を守るため、消火栓の整備を図ると
ともに、消火栓使用不能に備え、防火水槽の設置の推進と耐震性貯水槽の
適正な管理を行う。
　また、自然水利を有効に活用するため、水利部署が可能な場所の把握を
行う。

　二次災害的に発生する火災から住民を守るため、消火栓の整備を図ると
ともに、消火栓使用不能に備え、防火水槽の設置　　及び耐震性貯水槽の
整備を進める　　。
　また、自然水利を有効に活用するため、水利部署が可能な場所の把握を
行う。

75 本編 2 1 3 4 3 98 修正

(1) 公設消火栓
　公設消火栓は各配水系統の上水道に設けられたもので次のとおりであ
る。
ア 設置数：18,577基

(1) 公設消火栓
　公設消火栓は各配水系統の上水道に設けられたもので次のとおりであ
る。
ア 設置数：18,292基

76 本編 2 1 3 4 3 99 修正

(2) 防火水槽 令和7年4月1日現在
　　　公設　　834
　　　施設　　960
　　　 計 　1,794

(2) 防火水槽 令和6年4月1日現在
　　　公設　　823
　　　施設　　960
　　　 計 　1,783
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

77 本編 2 1 4 1 1 103 修正

(6) 救急医療体制
　阪神・淡路大震災や東日本大震災のような広域的災害の場合、どの医療
機関がどの程度の損壊を受けるのか予測することは不可能である。そこ
で、災害時救急医療の拠点となる医療機関として公的医療機関を中心に災
害拠点病院（P87、152 参照）を指定するとともに、市内の医療機関で受
け入れが困難な重症患者は、熊本県と連携を図りヘリコプター等を用いて
広域搬送を実施する。

(6) 救急医療体制
　阪神・淡路大震災や東日本大震災のような広域的災害の場合、どの医療
機関がどの程度の損壊を受けるのか予測することは不可能である。そこ
で、災害時救急医療の拠点となる医療機関として公的医療機関を中心に災
害拠点病院（P91、159 参照）を指定するとともに、市内の医療機関で受
け入れが困難な重症患者は、熊本県と連携を図りヘリコプター等を用いて
広域搬送を実施する。

78 本編 2 1 4 1 1 103 修正

(7) 道路橋梁、河川対策
緊急輸送道路等を中心に道路や橋梁等の防災・減災化を図る為、「市無

電柱化推進計画」に基づく整備、「市橋梁耐震補強計画」に基づく耐震化
及びアンダーパス部等の道路の冠水を防止するため、排水施設及び排水設
備の補修等を推進する。

(7) 道路橋梁、河川対策
　緊急輸送道路等を中心に道路や橋梁等の防災・減災化を図る為、「市無
電柱化推進計画」に基づく整備、「市橋梁耐震補強計画」　基づく耐震化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 /
　　　　　を推進する。

79 本編 2 1 4 1 2 105 修正

(4) 自動車・自転車違法駐車対策
ア 交通安全教育
　高齢者、こども、その保護者を対象に、歩行者及び自転車利用者として
の安全教育を実施する。

(4) 自動車・自転車違法駐車対策
ア 交通安全教育
　高齢者、子ども、その保護者を対象に、歩行者及び自転車利用者として
の安全教育を実施する。

80 本編 2 1 4 1 3 106 修正

(1) 既存建築物の耐震診断及び耐震改修の促進
　【略】
本市では多くの被害を受けた平成28年（2016年）熊本地震による教訓を生
かし、令和3年（2021年） 4月に改訂した「熊本市建築物耐震改修促進計
画」に基づき、既存建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図る。

(1) 既存建築物の耐震診断及び耐震改修の促進
　【略】
本市では多くの被害を受けた平成28年（2016年）熊本地震による教訓を生
かし、令和4年（2022年）10月に改訂した「熊本市建築物耐震改修促進計
画」に基づき、既存建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図る。

81 本編 2 1 4 1 6 109 削除

(4)避難路の安全確保
 ウ　ライフライン施設等に係る防災措置
  (ｳ) 電力施設
　　　避難路の安全を確保するため次の措置を講ずる。
　　　a 設備構築
　　　　・電気設備技術基準、及びその他の関係法令に基づき設備を構
　　　　　築し、避難路の安全を確保する。
　　　　【削除】
　　　　【削除】

　　　　【削除】

(4)避難路の安全確保
 ウ　ライフライン施設等に係る防災措置
　(ｳ) 電力施設
　　　避難路の安全を確保するため次の措置を講ずる。
　　　a 設備強化
　　　　【追加】

　　　　・避難路に設置する支持物には、コンクリート柱を使用する。
　　　　・電線の混触による短絡断線防止策として、絶縁電線を使用す
　　　　　る。
　　　　・柱上変圧器の落下防止策として、強度向上を図った工法を採
　　　　　用するとともに、開閉器については、高信頼度の真空気中開
　　　　　閉器を使用する。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

82 本編 2 1 4 2 1 111 修正

(1) 道路環境の整備
表「熊本市で整備中の主要幹線道路」

　(都)坪井龍田陣内線
　(都)池田町花園線
　【削除】.
　（一）砂原四方寄線（池上工区）
　（一）池上インター線（池上工区）
　（一）砂原四方寄線（砂原工区）
　国道 501 号（飽田バイパス）
　（一）天明川尻線（海路口工区） 　　　など

(1) 道路環境の整備
表「熊本市で整備中の主要幹線道路」

　(都)坪井龍田陣内線
　(都)池田町花園線
　(都)パイン通り線
　（一）砂原四方寄線（池上工区）
　（一）池上インター線（池上工区）
　【追加】.
　国道 501 号（飽田バイパス）
　（一）天明川尻線（海路口工区） 　　　など

83 本編 2 1 4 2 4 114 修正

(1) 主要施設耐震化の推進
　【略】また、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 .
　　　　　 　　　　　　　　　　　　 配水池と防災拠点（災害拠点病
院・市役所本庁舎・上下水道局庁舎等）をつなぐ上水道管路や施設の更新
や耐震化を進めるものとする。

(1) 主要施設耐震化の推進
　【略】また、施設の耐震診断に基づく年次計画により、耐震補強や緊急
遮断弁設置等の整備を推進する。特に配水池と防災拠点（災害拠点病院・
市役所本庁舎・上下水道局庁舎等）をつなぐ上水道管路や施設の更新や耐
震化を進めるものとする。

84 本編 2 1 4 5 3 121 修正

【関連部局】
都市建設局
消防局

【追加】

85 本編 2 1 4 5 3
121

～122
修正

３ 災害危険地域の指定
　県が指定する洪水、地すべり及び　　　　高潮　　　等により、災害発
生のおそれがある災害危険地域について　、行為規制等の必要な措置を講
ずるための　　　　　　危険区域の巡視等災害予防上必要な措置について
定めるものとする。
(1) 災害危険地域の現況
　ア 土砂災害警戒区域等指定区域
　イ 河川、海岸及び重要水防箇所等
　【資料編】4-1 土砂災害警戒区域等、
　　　　　　4-2 山腹崩壊危険地区、
　　　　　　4-3 崩壊土砂流出危険地区、
　　　　　　4-4 地すべり防止区域、
　　　　　　4-5 がけ崩れ危険箇所、
　　　　　　4-6 砂防指定地、
　　　　　　4-7 重要水防区間及び箇所、
　　　　　　4-8 重要水防施設、4-9 海岸、
　　　　　　4-10 道路冠水・落石・崩壊

３ 災害危険地域の指定
　この計画は、洪水、地すべり、がけ崩れ、高潮、津波等により、災害発
生のおそれがある　　　　地域を指定して、行為規制等の必要な措置を講
ずるための現況調査及び危険区域の巡視等災害予防上必要な措置について
定めるものとする。
(1) 災害危険地域の現況
　ア 土砂災害警戒区域等指定区域
　イ 河川、海岸及び重要水防箇所等
　【資料編】4-1 土砂災害警戒区域等、
　　　　　　【追加】
　　　　　　【追加】
　　　　　　【追加】
　　　　　　【追加】
　　　　　　4-6 砂防指定地、
　　　　　　4-7 重要水防区間及び箇所、
　　　　　　4-8 重要水防施設、4-9 海岸、
　　　　　　4-10 道路冠水・落石・崩壊
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

86 本編 2 1 4 5 3 122 修正

(3) 危険地域の予防査察等
　ア　水防関係
　　　市は、県知事から水防警報が発せられたとき、水位がはん濫注意
　　水位に達したとき、その他水 防上必要があると認められるとき
　　は、災害危険地域について、河川、海岸及び堤防等の巡視を行うも
　　のとし、また、消防団を出動させ、又は出動の準備をさせるものと
　　する。
　イ　防災関係施設（堤防、樋門等）の整備により危険地域の指定から
　　外されている場合においても、異常な水位（潮位）の上昇により破
　　堤・越波等の発生するおそれもあるため、警戒、巡視等において
　　は、従来からリストアップされた危険地域だけでなく、水位（潮
　　位）と堤防等の高さを比較のうえ適切に対応するものとする。
　　　なお、通報その他災害予防上必要な事項については、熊本市水防
　　計画の定めるところによる。
　ウ　地すべり、がけ崩れ関係
　　　地すべり等防止法により市では、松尾町要江等２箇所が山地の地
　　すべりとして指定されているが、その他の地すべり、がけ崩れが予
　　想される地区を巡回し、また住民からの連絡、通報とあわせて、事
　　前に住民の避難指定等適切な措置をとるよう努めるものとする。
　【削除】

(3) 危険地域の予防査察等
　【追加】

　【追加】

　ア　地すべり、がけ崩れ関係
　　　地すべり等防止法により市では、松尾町要江等２箇所が山地の地
　　すべりとして指定されているが、その他の地すべり、がけ崩れが予
　　想される地区を巡回し、また住民からの連絡、通報とあわせて、事
　　前に住民の避難指定等適切な措置をとるよう努めるものとする。
　イ　水防関係
　　　このことについては、水防計画（津波関係）の定めるところによ
　　るものとする。

87 本編 2 1 4 7 5 127 修正

【関連部局】
　環境局

【追加】

88 本編 2 1 5 128 修正

災害から市民等の生命・身体等の安全を守るとともに、二次災害の回避
及び住居等が被災した場合の一時的な生活空間を確保するため、必要な避
難場所や避難所の選定や整備等について定めるものとする。

計画にあたっては、熊本地震における課題等を踏まえ、被災者の年齢、
国籍、性別及び障害の特性に関する多様性を理解し、全ての被災者がその
尊厳を傷つけられることがないよう、避難所の指定の在り方や運営方法を
改善する。また、「避難生活の環境変化に対応した支援の実施に関する検
討会 とりまとめ」（内閣府：令和６年６月）を受け、「場所（避難所）
の支援から人（避難者等）の支援へ」の基本的な考え方の転換のもと、在
宅や車中泊等の避難者への対応に関する検討を進める。

災害から市民等の生命・身体等の安全を守るとともに、二次災害の回避
及び住居等が被災した場合の一時的な生活空間を確保するため、必要な避
難場所や避難所の選定や整備等について定めるものとする。

計画にあたっては、熊本地震における課題等を踏まえ、被災者の年齢、
国籍、性別及び障害の特性に関する多様性を理解し、全ての被災者がその
尊厳を傷つけられることがないよう、避難所の指定の在り方や運営方法を
改善するとともに、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 .
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 .
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　在
宅や車中泊等の避難者への対応に配慮するものとする。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

89 本編 2 1 5 1 1 129 修正

(2) 避難生活する避難所
　イ 福祉避難所（福祉子ども避難所含む）
　災害対策基本法に規定される災害が発生し、災害救助法が適用された場
合に、必要に応じ、各指定避難所や指定避難所に準じる施設（以下「指定
避難所等」という。）での生活が困難な高齢者、障がい者、乳幼児、妊産
婦等、特に配慮を要する者を対象に滞在させることを想定した二次的な避
難所であり、協定の締結団体に加入する社会福祉施設等に設置する。
　福祉子ども避難所は、共同生活が困難な障がい児等及びその家族のた
め、必要な配慮と支援体制の整った市内にある特別支援学校と協定を締結
し確保している。

(2) 避難生活する避難所
　イ 福祉避難所（福祉子ども避難所含む）
　災害対策基本法に規定される災害が発生し、災害救助法が適用された場
合に、必要に応じ、指定避難所等　　　　　　　　　　　　　　　　　 /
　　　　　　　　　　での生活が困難な高齢者、障がい者、乳幼児、妊産
婦等、特に配慮を要する者を対象に滞在させることを想定した二次的な避
難所であり、協定の締結団体に加入する社会福祉施設等に設置する。
　福祉子ども避難所は、共同生活が困難な障がい児等及びその家族のた
め、必要な配慮と支援体制の整った市内にある特別支援学校と協定を締結
し指定している。

90 本編 2 1 5 1 2 129 修正

２　避難場所及び避難所の指定基準
　避難場所及び避難所の拡充・補完については、下記の
基準と地域的特性を総合的に考慮し、指定の可否を判断する。
　(1) 避難場所及び避難所
　　ア　指定の基準
　　(ｱ) 土砂災害などの二次災害のおそれがないこと。
　　(ｲ) 安全な避難経路が確保できること。
　　(ｳ) 一時的に宿泊滞在が可能な建物等が確保できること。
　　(ｴ) 救援物資等の輸送経路が確保できること。
　　(ｵ) 水道、トイレ、電話等の施設が整っていること。
　　(ｶ) 夜間休日等を含め利用できること。
　　(ｷ) 耐災害性（耐震・耐火・耐水害等）が確保されていること。
　　イ　災害種別の避難場所
　　　市が指定した災害種別・区分別の避難場所は、【資料編】10 避
　　難対策を参照。

２　避難場所及び避難所の指定基準
避難場所及び避難所の拡充・補完については、下記の基準と地域的特性

を総合的に考慮し、指定の可否を判断する。
　(1) 指定の基準　　　　.
　　　　　　　　　.
　　ア　土砂災害などの二次災害のおそれがないこと。
　　イ　安全な避難経路が確保できること。
　　ウ　一時的に宿泊滞在が可能な建物等が確保できること。
　　エ　救援物資等の輸送経路が確保できること。
　　オ　水道、トイレ、電話等の施設が整っていること。
　　カ　夜間休日等を含め利用できること。
　　キ　耐災害性（耐震・耐火・耐水害等）が確保されていること。
　(2) 災害種別の避難場所
　　　市が指定した災害種別・区分別の避難場所は、【資料編】10 避
　　難対策を参照。

91 本編 2 1 5 1 129 新規

３　ペット同伴避難場所の拡充
　市有施設をはじめ、民間企業とも連携しペット同伴避難場所の拡充に取
り組む。

４ 福祉避難所（福祉子ども避難所含む）の拡充等

【新規】

３ 福祉避難所（福祉子ども避難所含む）の拡充等

92 本編 2 1 5 1 3 129 修正

４　福祉避難所（福祉子ども避難所含む）の拡充等
　高齢者や障がい者、妊産婦、こども等、避難所等で生活に支障がある
方々に対して、その家族や支援者も含め、十分な配慮（障がい者等にあっ
ては障害者差別解消法に基づく合理的配慮）をするとともに、指定避難所
における福祉避難室の整備、更に福祉避難所（福祉子ども避難所含む）を
拡充し、開設訓練の充実等を図ることなどにより、発災直後から円滑に運
用できるよう体制構築に取り組むものとする。

３　福祉避難所（福祉子ども避難所含む）の拡充等
　高齢者や障がい者、妊産婦、子ども等、避難所等で生活に支障がある
方々に対して、その家族や支援者も含め、十分な配慮（障がい者等にあっ
ては障害者差別解消法に基づく合理的配慮）をするとともに、指定避難所
における福祉避難室の整備、更に福祉避難所（福祉子ども避難所含む）を
拡充し、開設訓練の充実等を図ることなどにより、発災直後から円滑に運
用できるよう体制構築に取り組むものとする。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

93 本編 2 1 5 1 4 130 削除

【削除】

※記載内容の位置は、第２部第１章第５節第２項２(7)に目下を新設して
転記。

4 避難所における感染症対策
　令和5 年（2023 年）5 月8 日からの新型コロナウイルス感染症の感染
症法上の位置づけの変更に伴い、日常における基本的な感染対策について
は、主体的な選択を尊重し、個人や事業者の判断に委ねることが基本と
なった。しかし、手洗い等の手指衛生や換気は、感染症の基本的感染対策
として有効であり、また、流行期において、高齢者等重症化リスクの高い
者は、換気の悪い場所や、不特定多数の者がいるような混雑した場所、近
接した会話を避けることが感染症対策として有効（避けられない場合はマ
スク着用が有効）である。
　そのため、避難所における呼吸器系の感染症への対策として、マスクや
手指消毒液をはじめ感染対策として必要な物資を確保し、避難所内の適切
な換気を実施するとともに、避難者の十分なスペースを確保することとす
る。
　併せて、避難者に検温や問診を行うなど避難者の健康状態を確認するこ
と、避難所内の清掃や消毒、清潔保持等、衛生管理を適切に行うこと、感
染症を発症した避難者や疑いのある者の専用スペース又は個室を確保する
ことが適切であること等、避難者の健康管理や避難所の衛生管理、感染症
患者や発熱者への対応等に取り組むこととする。

94 本編 2 1 5 2 2 131 修正

(7) 感染症対策
避難所における呼吸器系の感染症への対策として、マスクや手指消毒液

をはじめ感染対策として必要な物資を確保し、避難所内の適切な換気を実
施するとともに、避難者の十分なスペースを確保することとする。

併せて、避難者の体温測定や体調の記録を行うなど健康状態を確認する
こと、避難所内の清掃や消毒、清潔保持等、衛生管理を適切に行うこと、
感染症を発症した避難者や疑いのある者の専用スペース又は個室を確保す
ることが適切であること等、避難者の健康管理や避難所の衛生管理、感染
症患者や発熱者への対応等に取り組むこととする。

【追加】
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

95 本編 2 1 5 131 新規

第４項　避難誘導体制の整備
１　市は、地域住民が円滑に避難できるよう、区対策部と施設管理者と
　連携し、自主防災クラブ、町内自治会、消防団等による避難誘導体制
　の整備に努めるものとする。
　　このため、市は地域住民とワークショップを通じた「地域版ハザー
　ドマップ」の作成に取り組み、自主的な避難意識の啓発と普及及び避
　難訓練等の促進を図る。
　　また、市は、災害時に自ら避難をすることが困難な方（避難行動要
　支援者）の実効性のある避難支援体制づくりを行うため、避難行動要
　支援者の名簿を整備し、その外部提供に関し同意のある方の情報を平
　常時から地域団体等へ提供するとともに、優先度が高い避難行動要支
　援者については、福祉専門職の参画などにより、迅速かつ効果的な個
　別避難計画の作成を推進する。
２　広域避難及び被災者の搬送
　　市、県は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、
　他の地方公共団体との広域一時滞在に係る応援協定の締結、熊本連携
　中枢都市圏の近隣市町村との広域的な避難体制の構築や、被災者の搬
　送が円滑に実施されるよう搬送事業者等との協定の締結など、発災時
　の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努めるものと
　するとともに、県と連携して広域避難計画の作成を検討する。
　　また、災害発生のおそれ段階であっても、必要と認めるときは、広
　域避難を検討のうえ、実施するものとする。
３　施設管理者対策
　　病院、工場、事業所、デパート、駅等多数の者が出入りする施設の
　設置者又は管理者は、当該施設内にいる者の避難を迅速かつ安全に行
　うため、具体的な避難計画を策定し、市、消防機関、警察等との綿密
　な連絡をとり、災害時に対処する体制を常に確立しておくものとす
　る。
４　児童生徒等の対策
　　市、県は、学校等が保護者との間で、災害発生時における児童生徒
　等の保護者への引渡しに関するルールを、あらかじめ定めるよう促す
　ものとする。
　　また、市は、小学校就学前のこどもたちの安全で確実な避難のた
　め、災害発生時における幼稚園・保育所等の施設と市相互間の連絡・
　連携体制の構築に努めるものとする。

第５項　避難指示等の発令の判断基準の整理

【新規】
　※第２部第１章第５節第６項２を転記（一部修正）

　※第２部第１章第５節第５項２を転記

　※第２部第１章第５節第５項３を転記

　※第２部第１章第５節第５項４を転記

第４項　避難指示等の発令の判断基準の整理
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

96 本編 2 1 5 5 132 修正

第６項　避難場所及び避難方法等の事前周知
　　　　　　　　　　　　　　　　 .
　１　市
　　　【略】
　　(1)　【略】
　　(2)　指定緊急避難場所、指定避難所等の名称及び場所
　　(3)　指定緊急避難場所、指定避難所への経路
　　(4)　【略】
　　(5)　【略】
　　(6)　車中泊避難の注意事項
　　　　（車中泊のリスク、短期限定の避難、エコノミークラス症候群
　　　　の防止策）
　　　なお、住民、地域の防災組織、消防機関、警察、学校等の多様な
　　主体の参加のもと、上述の(1)～(6)の内容等を記載した、【略】
　　(7)　【略】
　　(8)　【略】
　　(9)　【略】
　　(10)　【略】
　　(11)　【略】
　　(12)　【略】
　　(13)　【略】
　　(14)　【略】
　　(15)　【略】
　２　住民
　　　住民は１(1)～(6)の内容や、家族との　【略】

第５項　避難場所及び避難方法等の事前周知
　１ 指定緊急避難場所等の周知徹底
　　(1) 市
　　　【略】
　　　ア　【略】
　　　イ　指定緊急避難場所、指定避難所等の名称及び場所
　　　ウ　指定緊急避難場所、指定避難所への経路
　　　エ　【略】
　　　オ　【略】
　　【追加】

　　　なお、住民、地域の防災組織、消防機関、警察、学校等の多様な
　　主体の参加のもと、上述のア～オの内容等を記載した、【略】
　　　カ　【略】
　　　キ　【略】
　　　ク　【略】
　　　ケ　【略】
　　　コ　【略】
　　　サ　【略】
　　　シ　【略】
　　　ス　【略】
　　　セ　【略】
　　(2) 住民
　　　住民は(1)ア～オの内容　、家族との　【略】
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

97 本編 2 1 5 5 2 133 削除

【削除】

　※第２部第１章第５節に第４項を新設し転記

２　広域避難及び被災者の搬送
　　市、県は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、
　他の地方公共団体との広域一時滞在に係る応援協定の締結、熊本連携
　中枢都市圏の近隣市町村との広域的な避難体制の構築や、被災者の搬
　送が円滑に実施されるよう搬送事業者等との協定の締結など、発災時
　の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努めるものと
　するとともに、県と連携して広域避難計画の作成を検討する。
　　また、災害発生のおそれ段階であっても、必要と認めるときは、広
　域避難を検討のうえ、実施するものとする。
３ 施設管理者対策
　　病院、工場、事業所、デパート、駅等多数の者が出入りする施設の
　設置者又は管理者は、当該施設内にいる者の避難を迅速かつ安全に行
　うため、具体的な避難計画を策定し、市、消防機関、警察等との綿密
　な連絡をとり、災害時に対処する体制を常に確立しておくものとす
　る。
４ 児童生徒等の対策
　　市、県は、学校等が保護者との間で、災害発生時における児童生徒
　等の保護者への引渡しに関するルールを、あらかじめ定めるよう促す
　ものとする。
　　また、市は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のた
　め、災害発生時における幼稚園・保育所等の施設と市相互間の連絡・
　連携体制の構築に努めるものとする。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

98 本編 2 1 5 6
133

～134
修正

第７項　指定緊急避難場所及び指定避難所の開設・運営
　　　　体制の整備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 .
　　　　　　　.
　風水害、地震等による　　　　　　　　　　　　　　災害が発生した
場合、または特別警報級の発表のおそれがあり風水害による予防的避難が
必要で、本市から予防的避難所の運営等について協力を求める 場
合、指定緊急避難場所及び指定避難所の迅速かつ円滑な開設・運営が行え
るよう、次の方針により体制の整備に努めるものとする。

※避難所の開設・運営に関する詳細については、「避難所開設・運営マ
ニュアル」参照。
　※予防的避難に関する詳細については、「予防的避難時の避難場所開
　　設・運営マニュアル」参照。

　【削除】

第６項　指定緊急避難場所及び指定避難所の開設・運営
　　　　体制の整備
１　突発的かつ大規模な災害の発生、または本市からの協力の求めが
　　あった場合
　東日本大震災や熊本地震のように突発的かつ大規模な災害の発生　　 /
　　、または特別警報級の発表のおそれがあり　　　　　　　　　　　 /

、本市から予防的避難所の運営等について協力の求めがあった場
合、指定緊急避難場所及び指定避難所の迅速かつ円滑な開設・運営が行え
るよう、次の方針により体制の整備に努めるものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 .
　　　　　　　　　.
　※予防的避難に関する詳細については、「予防的避難時の避難場所開
　　設・運営マニュアル」参照。

99 本編 2 1 5 6 1
136

～138
修正

【削除】 (2) 「校区防災連絡会」・「避難所運営委員会」の設立の流れと役割
　【略】
(3) 避難所運営に関わる組織・ひとの役割
　【略】
(4) 避難所開設・運営マニュアルの作成
　【略】

100 本編 2 1 5 6 2 138 削除

【削除】

　※第２部第１章第５節に第４項を新設し転記

市は、地域住民が円滑に避難できるよう、区対策部と施設管理者と連携
し、自主防災クラブ、町内自治会、消防団等による避難誘導体制の整備に
努めるものとする。

このため、市は地域住民とワークショップを通じた地域版ハザードマッ
プ」の作成に取り組み、自主的な避難意識の啓発と普及及び避難訓練等の
促進を図る。

また、市は、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認を行うた
め、国により示された「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指
針」（平成25年8月）等を参考とし、避難行動要支援者の状況把握、避難
支援者の登録等の推進に努めるものとする。特に避難行動の支援が適切に
行われるよう、避難行動要支援者に関する全体計画を策定し、避難行動要
支援者名簿を整備するとともに、具体的な避難方法等についての個別計画
の策定に努める。

【突発的かつ大規模な災害】

○震度６弱以上の地震が発生した場合

○災害対策本部長（市長）が指示する場合

【本市から校区防災連絡会等に対しての協力の求めがある災害】※

○特別警報級等の警報が発表または発表が見込まれ、大規模な災害

が発生するおそれがある場合

※ハザードマップ等で安全が確認できた指定避難所等を開設する
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

101 本編 2 1 5 7 138 削除

【削除】 第７項　避難所におけるボランティア等の受入
　市、県は、避難所でのボランティア等の活用が図れるよう、平時から、
避難所におけるボランティア等の受入方法や役割（業務）を明確にしてお
くものとする。

102 本編 2 1 5 8 138 修正

市は、周辺の医療機関、学校、商店及び交通機関などの場所を総合的に
配慮して、公園等の公有地を第一に予定地とし、建設型応急住宅建設予定
地の確保を行っておくものとする。特に、発災直後は、このような候補地
は災害廃棄物の仮置場や自衛隊等救助機関の活動拠点として使われること
があるため、建設型応急住宅の建設に支障を来すことのないよう留意する
こととする。

市は、周辺の医療機関、学校、商店及び交通機関などの場所を総合的に
配慮して、公園等の公有地を第一に予定地とし、建設型応急住宅建設予定
地の確保を行っておくものとする。【追加】

103 本編 2 1 5 9 3 140 修正

３ 避難所等の提供
＜大規模災害時における帰宅困難者一時滞在施設＞
○熊本桜町ビル　（帰宅困難者の受入可能人数：約 11,000 人）
○熊本駅周辺地区（帰宅困難者の受入可能人数：約 1,800 人）

３ 避難所等の提供
＜大規模災害時における帰宅困難者一時滞在施設＞
○桜町再開発施設（帰宅困難者の受入可能人数：約 11,000 人）
○熊本駅周辺地区（帰宅困難者の受入可能人数：約 1,800 人）

104 本編 2 1 5 9 140 新規

４　輸送の支援
　　公共交通機関の運行停止が長期化する場合の運行可能な端末地まで
　　の輸送支援等について検討するものとする。
５　情報提供体制の整備
　　【略】
６　安否確認の支援
　　【略】
７　徒歩帰宅者に対する支援
　　【略】

【新規】

４　情報提供体制の整備
　　【略】
５　安否確認の支援
　　【略】
６　徒歩帰宅者に対する支援
　　【略】
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

105 本編 2 1 6 1 141 修正

第１項 　　　避難行動要支援者　支援の取組
　本市では、「熊本市災害時要援護者避難支援制度」を設けて、平成19
年（2007 年）10 月から災害時に避難支援を必要とする方の登録と個別避
難支援プランづくりを開始した。要援護者情報は　　　　　　　　 本人
の同意を得た上で、町内ごとの登録者名簿を民生委員・児童委員、町内自
治会、校区社会福祉協議会及び自主防災クラブ等の関係団体に提供し、個
別避難支援プランの内容や避難経路の確認とあわせて、日常的な要援護者
の見守り活動にも活用していた。
　一方、平成25 年（2013 年）の災害対策基本法の改正により、市町村に
避難行動要支援者名簿の作成が義務化されたことなどを受けて、本市にお
いても平成27 年度（2015年度）から災害対策基本法に基づく避難行動要
支援者名簿を作成し、＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿避難支援
等に活用するよう整備している。
　　　　　令和7 年度（2025 年度）から＿＿＿＿＿＿＿、災害時要援護
者避難支援制度の対象者を避難行動要支援者名簿に統合するかたちで一本
化するとともに、令和3 年（2021 年）の災害対策基本法の改正により市
町村の努力義務とされた、避難行動要支援者について避難支援等を実施す
るための計画（以下「個別避難計画」という。）の作成について、より推
進していく体制を構築する。

第１項 本市の避難行動要支援者等支援の取組
　本市では、「熊本市災害時要援護者避難支援制度」を設けて、平成19
年（2007 年）10 月から災害時に避難支援を必要とする方の登録と個別避
難支援プランづくりを開始した。要援護者情報はシステムで管理し、本人
の同意を得た上で、町内ごとの登録者名簿を民生委員＿＿＿＿＿、町内
自治会、校区社会福祉協議会及び自主防災クラブ等の関係団体に提供し、
個別避難支援プランの内容や避難経路の確認とあわせて、日常的な要援護
者の見守り活動にも活用している。
　一方、平成25 年（2013 年）の災害対策基本法の改正により、市町村に
避難行動要支援者名簿の作成が義務化されたことなどを受けて、本市にお
いても平成27 年度（2015年度）から災害対策基本法に基づく避難行動要
支援者名簿を作成し、災害が発生、または発生するおそれがある場合に、
覚書の取り交しをした町内自治会等の地域団体に対して提供し、避難支援
に活用するよう整備している。
　今後は、令和7 年度（2025 年度）からの運用を目指し、災害時要援護
者避難支援制度の対象者と避難行動要支援者を　　　　　　　　　 一本
化するとともに、令和3 年（2021 年）の災害対策基本法の改正により市
町村の努力義務とされた、避難行動要支援者について避難支援等を実施す
るための計画（以下「個別避難計画」という。）の作成について、より推
進していく体制を構築する。

106 本編 2 1 6 2 141 修正

【削除】 第２項 「要配慮者」、「災害時要援護者」、「避難行動要支援者」の定
義と関係

107 本編 2 1 6 2 1 141 修正

要配慮者とは、災害対策基本法第８条第２項第15号に定める高齢者、障害
者、乳幼児のほか、妊婦、外国人等の防災施策において特に配慮を要する
者とする＿＿＿＿＿。
　【削除】

要配慮者　は、「災害の危険にさらされたとき、最も危険なのは高齢者や
障がい者、乳幼児等の自力で避難することが困難な人」と定義し、次に掲
げる方を対象とする。
　【略】

108 本編 2 1 6 2 2 142 修正

【削除】 ２ 災害時要援護者
　【略】
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

109 本編 2 1 6 2 3 142 修正

２ 避難行動要支援者
　避難行動要支援者は、災害対策基本法第49 条関連及び「避難行動要支
援者の避難行動支援に関する取組指針（平成25 年8 月（令和3 年5 月改
定））」に基づき、次に掲げる方を対象とする。
　【削除】

３ 避難行動要支援者
　避難行動要支援者は、災害対策基本法第49 条関連及び「避難行動要支
援者の避難行動支援に関する取組指針（平成25 年8 月（令和3 年5 月改
定））」に基づき、次に掲げる方を対象とする。
○要介護認定３～５を受けている者
○身体障害者手帳１、２級を所持している者
○療育手帳Ａを所持している者
○精神障害者保健福祉手帳１、２級を所持している者
○指定難病医療受給者

　なお、令和7 年度（2025 年度）から、災害時要援護者避難支援制度と
一本化することから、令和7年（2025年）1月1日時点で作成する避難行動
要支援者名簿から、要配慮者のうち次に掲げる方を対象とする。

110 本編 2 1 6 3 143 修正

【削除】 第３項 避難行動要支援者の避難支援体制の整備
　令和7 年度（2025 年度）から、災害時要援護者避難支援制度の対象者
と避難行動要支援者を一本化するため、本項は、令和7年度（2025 年度）
以降の運用について定めるもの。なお、令和6 年度（2024 年度）は、
「熊本市避難行動要支援者支援計画」（平成27 年5 月（令和5 年（2023
年）5 月一部改定））に従い、運用するものとする。

111 本編 2 1 6 3 1 143 修正

３ 避難行動要支援者名簿
（１）名簿の作成及び共有
　市は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に、自ら避
難することが困難な方の生命又は身体を災害から保護するために必要な措
置を実施するため、前目に掲げる避難行動要支援者の＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿名簿を作成し、庁内関係部署において共有
する。
（２）名簿の作成方法等
　名簿は、所管する部署から避難行動要支援者に該当する者に係る個人情
報（災害対策基本法第49条の10第2項に規定されている事項に限る）の　/
　　　　　　　提供を受け、作成する。
　【略】
（４）名簿の更新
　名簿は＿＿＿＿＿＿＿＿、年１回以上更新する。

１ 避難行動要支援者名簿
（１）名簿の作成及び共有
　市は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に、自ら避
難することが困難な方の生命又は身体を災害から保護するために必要な措
置を実施するため、前項に掲げる避難行動要支援者に熊本市災害時要援護
者避難支援制度登録者を加えた名簿を作成し、庁内関係部署において共有
する。
（２）名簿の作成方法等
　名簿は、健康福祉政策課が避難行動要支援者に該当する者に係る個人情
報（災害対策基本法第49条の10第2項に規定されている事項に限る）を所
管する部署から提供を受け、作成する。
　【略】
（４）名簿の更新
　名簿は健康福祉政策課が、年１回以上更新する。

112 本編 2 1 6 3 2 143 修正

４ 個別避難計画
　【略】

２ 個別避難計画
　【略】
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令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

113 本編 2 1 6 3 3 144 修正

５ 名簿情報及び個別避難計画情報の提供
(1) 避難支援等関係者
災害対策基本法49条の11第2項に基づく避難支援等関係者は、次のとおり
とする。
ア 消防機関
イ 熊本県警察
ウ 民生委員・児童委員
エ 熊本市社会福祉協議会
オ 自主防災クラブ
カ 町内自治会
キ 校区社会福祉協議会
ク 校区防災連絡会
ケ 高齢者支援センターささえりあ（地域包括支援センター）
コ 障がい者相談支援センター
サ その他の避難支援等の実施に携わる関係者として市長が認める者

３ 名簿情報及び個別避難計画情報の提供
(1) 避難支援等関係者
災害対策基本法49条の11第2項に基づく避難支援等関係者は、次のとおり
とする。
ア 消防機関
イ 熊本県警察
ウ 民生委員・児童委員
エ 熊本市社会福祉協議会
オ 自主防災組織
　【追加】

カ その他の避難支援等の実施に携わる関係者＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

114 本編 2 1 6 3 3 145 修正

(2) 名簿情報及び個別避難計画情報の提供
　【略】
　災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、避難行
動要支援者の生命又は身体を保護するために特に必要があると認めるとき
は、災害対策基本法第49条の11第3項及び第49条の15第3項に基づき、同意
の有無にかかわらず、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係
者その他の者に対し、名簿情報等を提供する。
　【削除】

(2) 名簿情報及び個別避難計画情報の提供
　【略】
　災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、避難行
動要支援者の生命又は身体を保護するために特に必要がある　　　  とき
は、災害対策基本法第49条の11第3項及び第49条の15第3項に基づき、同意
の有無にかかわらず、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係
者その他の者に対し、名簿情報等を提供する。
　災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合として、名簿情報
等を提供する時期は次の条件を目安とする。
ア　熊本市域に震度６弱以上の地震が発生し、市が支援活動の必要があ
　　ると判断した場合
イ　緊急情報提供者からの情報により、市が災害発生のおそれがあると
　　判断した場合
ウ　気象状況等により、市が名簿の提供について特に必要があると判断
　　した場合
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令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

115 本編 2 1 6 3 4 145 修正

６ 名簿情報等の適正管理
(1) 市の名簿情報等の管理
　名簿情報等には秘匿性の高い個人情報が含まれるため、市は、名簿情報
等を適切に管理する。
　【削除】

(2) 名簿情報等の提供に際し情報漏えいを防止するための措置
　【略】
エ　名簿情報等の複製は市において行うため、各自での複製は行わない
　　よう指導する。
オ　名簿情報等の提供先が個人ではなく団体の場合、団体内部で名簿を
　　取り扱う者を指定するよう指導する。
　【削除】

４ 名簿情報等の適正管理
(1) 市の名簿情報等の管理
　名簿情報等には秘匿性の高い個人情報が含まれるため、市は、名簿情報
等を適切に管理する。
　市における名簿情報等の管理体制については、「熊本市避難行動要支援
者避難支援計画」にて詳細を定める。
(2) 名簿情報等の提供に際し情報漏えいを防止するための措置
　【略】
エ　名簿情報等を必要以上に複製しないよう指導する。＿＿＿＿＿＿＿
　　＿＿＿＿＿＿＿
オ　名簿情報等の提供先が個人ではなく団体の場合、団体内部で名簿を
　　取り扱う者を指定するよう指導する。
※ 名簿情報等の提供に必要な手続きについては、「熊本市避難行動要支
援者支援計画」において定める。

116 本編 2 1 6 3 5 146 修正

７ 避難支援体制＿＿
(1) 避難支援等の基本的な考え方
　【略】
　【削除】

(2) 支援体制の構築
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　市は、避難支援に必要な名簿情報等を避難支援等関係者と共有すること
で、避難行動要支援者の早期避難につなげるとともに、庁内の防災・福
祉・保健・医療・地域づくりなどの関係部署、庁外の避難支援等関係者、
医療・福祉などの関係機関との連携が深まるように努める。また、避難行
動要支援者の避難支援等を迅速に実施するための計画等や連絡体制を整備
する。＿　　　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿　　＿　　　　　　　　　　　   /
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　/
　【削除】
(3) 避難支援等関係者等の安全確保
　【略】
　また、名簿情報等の提供を受けた避難支援等関係者（公務災害補償等の
対象者を除く。）が、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場
合において、【略】

５ 避難支援等の活動
(1) 避難支援等の基本的な考え方
　【略】
　市職員は、地域の支援活動を支援するとともに、被害が甚大である又は
地域の避難支援等関係者だけでは対応できない場合は、熊本県警察、熊本
市社会福祉協議会と連携して支援活動にあたる。
(2) 支援体制の構築
ア 市の支援体制の構築
　市は、＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿避難行
動要支援者の避難支援等を迅速に実施するための計画等や連絡体制を整備
する。また、各区は、「区災害対応計画」「区災害対応基本マニュアル」
において、名簿情報等の管理及び提供に関する事項を掲載する。
　【略】
(3) 避難支援等関係者等の安全確保
　【略】
　また、名簿情報　の提供を受けた避難支援等関係者（公務災害補償等の
対象者を除く。）が、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場
合において、【略】

117 本編 2 1 6 4 147 修正

第２項 要配慮者対策 第４項 要配慮者対策
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令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

118 本編 2 1 6 4 3 149 修正

(3) 大規模災害時の対策
　大規模災害発生時においては、政策局対策部により、外国人避難対応施
設である国際交流会館を避難所として開設するものとする。
　【略】
　あわせて、外国人避難者を把握するために、各避難所での登録状況の把
握や関係機関等への情報収集を行い、野外等の避難者に対してはＳＮＳ等
を活用した状況把握に努めるものとする。

(3) 大規模災害時の対策
　大規模災害発生時においては、政策局対策部により、外国人避難対応施
設として国際交流会館を避難所として開設するものとする。
　【略】
　併せて　、外国人避難者を把握するために、各避難所での登録状況の把
握や関係機関等への情報収集を行い、野外等の避難者に対してはＳＮＳ等
を活用した状況把握に努めるものとする。

119 本編 2 1 6 5 150 修正

第３項　女性やこども、性的マイノリティ等に対する対応
　【略】

また、大規模災害時においては、過度なストレス等を原因とするDV（ド
メスティック・バイオレンス）や性犯罪等の女性やこどもに対する暴力も
増加する傾向が見られる。

これらは、平常時における男女共同参画に関する潜在的な課題が、大規
模災害という非常時に表出しやすいためであり、平常時から女性やこど
も、性的マイノリティ等の避難者を想定した男女共同参画の視点に基づく
防災対策について理解を深め、関係機関等が連携する体制を整えておく必
要がある。

第５項　女性や子ども、性的マイノリティ等に対する対応
　【略】

また、大規模災害時においては、過度なストレス等を原因とするDV（ド
メスティック・バイオレンス）や性犯罪等の女性や子どもに対する暴力も
増加する傾向が見られる。

これらは、平常時における男女共同参画に関する潜在的な課題が、大規
模災害という非常時に表出しやすいためであり、平常時から女性や子ど
も、性的マイノリティ等の避難者を想定した男女共同参画の視点に基づく
防災対策について理解を深め、関係機関等が連携する体制を整えておく必
要がある。

120 本編 2 1 6 5 1 150 修正

　男女共同参画センターはあもにいは、地域団体等を対象とした防災出前
講座を開催し、男女共同参画の視点に基づく防災意識の向上を図るととも
に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 /
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市が
行う女性防災リーダーの育成に協力する。

　男女共同参画センターはあもにいは、地域団体等を対象とした防災出前
講座を開催し、男女共同参画の視点に基づく防災意識の向上を図るほか、
主に女性や子ども、性的マイノリティ等に配慮した環境整備に努め、必要
と考えられる避難用物資を会館内に備蓄しておくよう努める。また、市が
行う女性防災リーダーの育成に協力する。

121 本編 2 1 10 1 162 修正

　あわせて、県等が実施する住家等被害認定の研修会などに参加し、災害
時においては、迅速に被害認定を行うことができるよう職員の技術向上に
努める。

　あわせて、県等が実施する住家等被害認定の研修会等　に参加し、災害
時に　　　　　迅速に被害認定を行うことができるよう職員の技術向上に
努める。

122 本編 2 1 11 163 修正

　南海トラフ沿いの地域においては、地震調査研究推進本部地震調査委員
会の長期評価によるとマグニチュード８～９クラスの地震が今後30 年以
内に発生する確率は80％程度（令和7年1月1日現在）　とされている。
　内閣府が令和7年3月に公表した南海トラフ巨大地震が発生した場合に /
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、想定
される最大の震度は市域で震度５弱から６弱　　　　　　となっているこ
とから、必要な備えを進めることが重要である。
　なお、南海トラフ巨大地震地震が発生した場合に著しい地震災害が生ず
るおそれがある「南海トラフ地震防災対策推進地域」の本市の指定につい
ては、今後検討されていく。

　南海トラフ沿いの地域においては、地震調査研究推進本部地震調査委員
会の長期評価によるとマグニチュード８～９クラスの地震が今後30 年以
内に発生する確率は70～80％（令和３年１月1日現在）とされている。
　本市は、南海トラフ地震が発生した場合に著しい地震災害が生ずるおそ
れがある南海トラフ地震防災対策推進地域には指定されていないが、想定
される最大の震度は市域で震度５弱から５強（一部６弱）となっているこ
とから、必要な備えを進めることが重要である。
　【追加】

123 本編 2 1 11 2 164 修正

※出典：南海トラフ地震防災対策推進基本計画（令和3年5月25日　中央防
災会議）

※出典：南海トラフ地震防災対策推進基本計画（　　　　　　　　中央防
災会議）
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令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

124 本編 2 2 1 1 2 167 修正

２ 配備基準
災害警戒本部　注意態勢　レベル3初動準備態勢発動基準
・大雨、大雪、洪水、高潮、暴風、暴風雪、波浪警報が発表されたとき
・高齢者等避難発令（　　警戒レベル3）

２ 配備基準
災害警戒本部　注意態勢　レベル3初動準備態勢発動基準
・大雨、大雪、洪水、高潮、暴風、暴風雪、波浪警報が発表されたとき
・高齢者等避難発令（災害警戒レベル3）

125 本編 2 2 1 1 2 167 修正

２ 配備基準
災害警戒本部　警戒態勢　レベル4応急活動準備態勢発動基準
・今後の降雨状況の激化及び被害状況の拡大が予想されるとき
・土砂災害警戒情報が発表されたとき
・避難指示発令（　　警戒レベル4）

２ 配備基準
災害警戒本部　警戒態勢　レベル4応急活動準備態勢発動基準
・今後の降雨状況の激化及び被害状況の拡大が予想されるとき
・土砂災害警戒情報が発表されたとき
・避難指示発令（災害警戒レベル4）

126 本編 2 2 1 1 2 167 修正

２ 配備基準
災害警戒本部　警戒態勢　レベル4強化災害警戒態勢発動基準
・津波警報が発表された場合（避難指示発令）
・震度5強　　の地震発生

２ 配備基準
災害警戒本部　警戒態勢　レベル4強化災害警戒態勢発動基準
・津波警報が発表された場合（避難指示発令）
・震度5強以上の地震発生

127 本編 2 2 1 2 1 172 修正

■熊本市水防本部の設置基準表
レベル3　初動準備態勢
○大雨、大雪、洪水、高潮、暴風、暴風雪、波浪警報が発表されたとき
○高齢者等避難発令（　　警戒レベル３）

■熊本市水防本部の設置基準表
レベル3　初動準備態勢
○大雨、大雪、洪水、高潮、暴風、暴風雪、波浪警報が発表されたとき
○高齢者等避難発令（災害警戒レベル３）

128 本編 2 2 1 2 4 173 修正

責任者
○態勢における全ての権限を担う。
○現在の各対策部の活動・災害応急対策等及び態勢等の状況を把握し、
　必要に応じ初期応急対策及び新たな態勢への変更を協議する。
○災害情報トリアージについての全ての情報を確認し、トリアージ区分
　の最終決定を行う。
○出動職員の把握を行う。
○気象予報、災害状況等により、「小島河川防災センター」及び「白川
　地域防災センター（わくわくランド）」へ職員を配置する。

責任者
○態勢における全ての権限を担う。
○現在の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　状況を把握し、
　必要に応じ　　　　　　　　新たな態勢への変更を協議する。
○災害情報トリアージについての全ての情報を確認し、トリアージ区分
　の最終決定を行う。
○出動職員の把握を行う。
○気象予報、災害状況等により、「小島河川防災センター」及び「白川
　地域防災センター（わくわくランド）」へ職員を配置する。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

4 173 修正

管理班
○被害情報の把握
　・災害情報トリアージ用紙の複写を責任者より受取り、区分ごとに整
　　理し、被害状況を明確に把握する。
　・降雨・水位状況を正確に把握し、気象等の予警報を防災情報システ
　　ムに入力するとともに、被害が集中している箇所がある場合は、責
　　任者に報告する。
○各対策部の活動・災害応急対策等及び態勢等を把握、整理するととも
　に、各対策部へのその情報を伝達する。
○災害応急対策の総括を行う。
　・情報記録板(ホワイトボード等)に、災害応急対策及び配備態勢等を
　　時系列で記載するとともに災害応急対策及び配備態勢の変更等必要
　　がある場合、関係機関及び市各課への情報を伝達する。
　・避難場所における情報を整理・分析する。
　・その他、水防本部室各班からの情報を整理する。
　・上記の全ての事項について、逐次整理・集計等し、現況を掲示・表
　　示（地図等への記載を含む）するとともに、日毎の総括を紙媒体及
　　び電子媒体で保存する。
○報道機関に関する説明及び整理を行う。
○関係機関・関係者への説明資料を作成する。
【上項目へ移動】
【削除】
【削除】※修正

【上項目へ移動】※修正
○国・県への連絡・協議を行う。
【上項目へ移動】

管理班
【追加】
　○災害情報トリアージ用紙の複写を責任者より受取り、区分ごとに整
　　理し、被害状況を明確に把握する。
　　【情報班から移動】

【追加】

【追加】
　【下項目から移動】

　【下項目から移動】
　【下項目から移動】
　【追加】

○報道機関に関する説明及び整理を行う。
○関係機関・関係者への説明資料を作成する。
○水防本部各班からの情報を整理する。
○配備態勢が変更になった場合、関係機関(市部署以外)へ連絡を行う。
○責任者より受けた災害情報を地図等に記載整理し必要がある場合、関
　係各課への情報を伝達する。
○情報記録板(ホワイトボード等)に、災害情報を時系列で記載する。
○国・県への連絡・協議を行う。
○避難場所における情報を整理・分析する。

129 本編 2 2 1 2
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

131 本編 2 2 1 2 4 173 修正

土木情報班
○「電話対応」「情報入力」「情報集計」「状況調査」「現場監視」を
　担当し、情報の収集にあたる。(兼務可)
○災害情報トリアージ用紙及び防災情報システム入力については、管理
　班、情報班と同様に対応する。
○班員は、被害状況の収集、精査及び国、県等の他機関への伝達等を実
　施する。

土木情報班
○「電話対応」「情報入力」「情報集計」「状況調査」「現場監視」を
　担当し、情報の収集にあたる。(兼務可)
○災害情報トリアージ用紙　　　　　　　　　　　　については、上記
　　　情報班と同様に対応する。
○班員は、被害状況の収集、精査及び国、県等の他機関への伝達等を実
　施する。

130 本編 2 2 1 2 4 173 修正

情報班
○班員は、通報者からの情報を基に災害情報トリアージ用紙を作成（要
　請場所の地図添付含）、班長に報告する。
○班長は作成された災害情報トリアージ用紙の情報内容を確認､照合､
　統･整合するとともに、情報区分及びトリアージ区分の判断並びに番
　号を付与する。また、これを責任者への報告を行うとともに、水防本
　部室の各班へ情報伝達を指示する。
【削除】
　

○その他必要に応じて、各対策部へ情報を伝達する。
○班長は、災害情報トリアージ用紙を確認後、班員へ伝達する。
○班員は、班長から渡された災害情報トリアージ用紙に基づき防災情報
　システムに入力する。また、入力後は防災情報システムのクロノロ
　ジーの内容を確認し、トリアージの区分等の情報を整理し、班長に報
　告する。
○情報記録板(ホワイトボード等)に、災害情報を時系列で記載するとと
　もに、その災害情報を地図等に記載整理する。また、必要がある場
　合、関係各課への情報を伝達する。
○班長は、災害情報トリアージ用紙を区分ごとかつ受付番号順に整理す
　る。
○班長は、被害情報を被害区分に応じて整理・集計し、現況を掲示・表
　示（地図等への記載を含む）するとともに、日毎の総括を紙媒体及び
　電子媒体で保存する。
【管理へ移動】

○班長は必要に応じて、土木情報班と協議を行う。
○責任者の指示により、白川地域防災センター（わくわくランド）へ出
　動し、白川及び国の情報収集を実施する。

情報班
○班員は、通報者からの情報を基に災害情報トリアージ用紙を作成（要
　請場所の地図添付含）、班長に報告する。
○班長は作成された災害情報トリアージ用紙内容を確認（番号付与、区
　分判定等）、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 /
　　　　　　　　　　　　　　責任者への報告を行うとともに、水防本
　部　の各班へ情報伝達を指示する。
○要請に対応する各部（区役所・土木センター等）へ電
　話、ＦＡＸ等で情報の伝達、対応依頼を行い班長へ対
　応状況を報告する。
○その他必要に応じて、関係各課へ情報を伝達する。
○班長は、災害情報トリアージ用紙を確認後、班員へ伝達する。
○班員は、班長から渡された災害情報トリアージ用紙に基づき防災情報
　システムに入力する。また、入力後は防災情報システムのクロノロ
　ジーの内容を確認し、トリアージの区分等の情報を整理し、班長に報
　告する。
【追加】

○班長は、災害情報トリアージ用紙を区分ごとかつ受付番号順に整理す
　る。
【追加】

○班員は、降雨・水位状況を正確に把握し、被害が集中している箇所が
　ある場合は、責任者及び管理班に報告する。
○班長は必要に応じて、土木情報班と協議を行う。
○責任者の指示により、白川地域防災センター（わくわくランド）へ出
　動し、白川及び国の情報収集を実施する。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

132 本編 2 2 1 2 4 174 修正

各区水防部
○各区水防部は、情報対応班及び土木実動班に「電話対応」「情報入
　力」「情報集計」「本部室連絡」「状況調査」　　　　　　　　を担
　当させ、本部室等との連絡及び情報の収集、現地の対応にあたる。
　(兼務可)
○災害情報トリアージ用紙及び防災情報システム入力については、管理
　班、情報班と同様に対応する。
○区水防部で対応が出来ないと判断したら、本部室へ連絡し、指示を得
　る。
《情報対応班》
○班員は、状況調査を実施する。
　(各区の担当者は土木実動班と協力して実施する。)
○班員は現場や電話対応により、被害の応急処置などが必要な場合は、
　土木実動班に対応を依頼する。
《土木実動班》
○班員は、被害状況調査及び報告、ならびに簡易な復旧作業、被害防止
　作業等を実施する。

各区水防部
○各区水防部は、情報対応班及　土木実動班に「電話対応」「情報入
　力」「情報集計」「本部連絡」「状況調査」及び「土木実動班」を担
　当し　、本部　等との連絡及び情報の収集、現地の対応にあたる。
　(兼務可)
○災害情報トリアージ用紙　　　　　　　　　　　　については、上記
　　　情報班と同様に対応する。
○区役所　で対応が出来ないと判断したら、本部　へ連絡し、指示を得
　る。
《情報対応班》
○班員は、状況調査を実施する。
　(各区の担当者は土木実動班と協力して実施する。)
○班員は現場や電話対応により、被害の応急処置などが必要な場合は、
　土木実動班に対応を依頼する。
《土木実動班》
○班員は、被害状況調査及び報告、ならびに簡易な復旧作業、被害防止
　作業等を実施する。

133 本編 2 2 1 2 4 174 修正

上下水道水防部
○上下水道水防部は、情報収集班・実動班に「電話対応」「情報入力」
　「情報集計」「本部室連絡」「状況調査」「現場監視」
　　　を担当させ、本部室との連絡及び情報の収集、現場の対応にあ
　る。(兼務可)
○災害情報トリアージ用紙及び防災情報システム入力については、管理
　班、情報班と同様に対応する。
○上下水道水防部で対応が出来ないと判断したら、本部室へ連絡し、指
　示を得る。
○班員は、被害状況調査、簡易な復旧作業、被害防止災作業等を実施す
　る。

上下水道水防部
○上下水道水防部は、　　　　　　　　　　「電話対応」「情報入力」
　「情報集計」「本部　連絡」「状況調査」「現場監視」及び「実動
　班」を担当し　、本部　との連絡及び情報の収集、現場の対応にあ
　たる。(兼務可)
○災害情報トリアージ用紙　　　　　　　　　　　　については、上記
　　　情報班と同様に対応する。
○上下水道水防部で対応が出来ないと判断したら、本部　へ連絡し、指
　示を得る。
○班員は、被害状況調査、簡易な復旧作業、被害防災作業　を実施す
　る。

134 本編 2 2 1 2 4 174 修正

農水水防部
○農水水防部は、情報収集班・実動班に「電話対応」「情報入力」「情
　報集計」「本部室連絡」「状況調査」「現場監視」　　　　　　　を
　担当させ、本部室との連絡及び情報の収集、現場の対応にある。（
　兼務可）
○災害情報トリアージ用紙及び防災情報システム入力については、管理
　班、情報班と同様に対応する。
○農水水防部で対応が出来ないと判断したら、本部室へ連絡し、指示を
　得る。
○班員は、被害状況調査、簡易な復旧作業、被害防止災作業等を実施す
　る。

農水水防部
○農水水防部は、　　　　　　　　　　「電話対応」「情報入力」「情
　報集計」「本部　連絡」「状況調査」「現場監視」及び「実動班」を
　担当し　、本部　との連絡及び情報の収集、現場の対応にあたる。（
　兼務可）
○災害情報トリアージ用紙　　　　　　　　　　　　については、上記
　　　情報班と同様に対応する。
○農水水防部で対応が出来ないと判断したら、本部　へ連絡し、指示を
　得る。
○班員は、被害状況調査、簡易な復旧作業、被害防災作業　を実施す
　る。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

135 本編 2 2 1 3 1 175 修正

第３項 災害警戒本部
１ 設置基準
(3) 避難指示発令（　　警戒レベル４）

第３項 災害警戒本部
１ 設置基準
(3) 避難指示発令（災害警戒レベル４）

136 本編 2 2 1 3 4 177 修正

　災害警戒本部の本部室及び各警戒部の主な事務分掌は次のとおりとす
る。
災害警戒本部室
【対応部】
○初期応急対策及び配備態勢の検討に関すること
○県及び防災関係機関との連絡調整に関すること
○災害対策本部の設置の助言に関すること
【情報部】
○気象予警報、地震・津波情報等の収集・伝達
○被害情報の収集、分析及び伝達に関すること
○職員参集状況の確認及び報告

各区警戒部
農水警戒部
上下水道警戒部
○初期応急対策及び配備態勢の検討に関すること
【削除】
○所管施設等における被害情報の収集、分析及び伝達に関すること
○職員参集状況の確認及び報告に関すること

　【同目（P179）から移動】※一部修正

137 本編 2 2 1 3 4 177 修正

　災害警戒本部　　　　　　の各班等の主な事務分掌は次のとおりとす
る。

　災害警戒本部（風水害時）の　　　　主な事務分掌は次のとおりとす
る。

138 本編 2 2 1 3 4 177 修正

本部室
　共通
　　責任者
○態勢における全ての権限を担う。
○現在の各対策部の活動・災害応急対策等及び態勢等の状況を把握し、
　必要に応じ初期応急対策及び新たな態勢への変更を協議する。
○災害情報トリアージについての全ての情報を確認し、トリアージ区分
　の最終決定を行う。
○出動職員の把握を行う。
○気象予報、災害状況等により、「小島河川防災センター」及び「白川
　地域防災センター（わくわくランド）」へ職員を配置する。
○副責任者がいる場合においては、責任者を補佐するとともに、責任者
　が不在の場合は、責任者の権限を持つ。

　　　/
　　　/
　　責任者
○態勢における全ての権限を担う。
○現在の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 状況を把握し、
　必要に応じ　　　　　　　　新たな態勢への変更を協議する。
○災害情報トリアージについての全ての情報を確認し、トリアージ区分
　の最終決定を行う。
○出動職員の把握を行う。
○気象予報、災害状況等により、「小島河川防災センター」及び「白川
　地域防災センター（わくわくランド）」へ職員を配置する。
○副責任者　　　　　においては、責任者を補佐するとともに、責任者
　が不在の場合は、責任者の権限を持つ。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

140 本編 2 2 1 3 4 177 修正

本部室
　対応部
　　報道対応班
○報道機関に関する説明及び整理を行うとともに、各機関との連絡調
　整、対応を行う。
○記者会見、各種手段により広報を行う。

【追加】

4 177 修正

本部室
　対応部
　　管理調整班
○被害情報の把握、共有する。
　・電話対応班が作成した災害情報トリアージ用紙の複写を室長　より
　　受取り、区分ごとに整理し、被害状況を明確に把握する。
　・災害情報トリアージ区分Ａの場合は、5階指揮室(設置された場合)
　　に更に複写を行い情報提供する。また、必要に応じて、監視パト
　　ロール班に情報を提供する。
【報道対応班へ移動】
【下項目へ移動】
【下項目へ移動】
【削除】

【削除】

○各警戒部の態勢・活動状況を把握、整理するとともに、各課へその情
　報を伝達する。
○災害応急対策の総括を行う。
　・情報記録板(ホワイトボード等)に、災害応急対策及び配備態勢等を
　　時系列で記載するとともに、災害応急対策及び配備態勢の変更等必
　　要がある場合、関係機関及び各対策部へ情報を伝達する。
　・避難場所における情報を整理・分析する。
　・その他、災害警戒本部各班からの情報を整理する。
　・上記の全ての事項について、逐次整理・集計等し、現況を掲示・表
　　示（地図等への記載を含む）するとともに、日毎の総括を紙媒体及
　　び電子媒体で保存する。
○関係機関・関係者への説明資料を作成する。
○国・県への連絡・協議を行う。
○管財課は必要車両を確保するために、別室にて準備する。
　また、責任者との連絡を密に行う。
【上項目へ移動】

　　　/
　　 　/
　　管理調整班
【追加】
○　電話対応班が作成した災害情報トリアージ用紙の複写を責任者より
　　受取り、区分ごとに整理し、被害状況を明確に把握する。
○　災害情報トリアージ区分Ａの場合は、5階指揮室(設置された場合)
　　に更に複写を行い情報提供する。また、必要に応じて、監視パト
　　ロール班に情報を提供する。
○報道機関に関する説明及び整理を行う。
○関係機関・関係者への説明資料を作成する。
○災害警戒本部各班からの情報を整理する。
○配備態勢が変更になった場合、関係機関(市部署以外)
　へ連絡を行う。
○責任者より受けた災害情報を地図等に記載整理し必要
　がある場合、関係各課への情報を伝達する。
【追加】

【追加】
○　情報記録板(ホワイトボード等)に、災害情報　　　　　　　　　を
　　時系列で記載する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   /
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。
　【下項目から移動】
　【上項目から移動】
　【追加】

【上項目から移動】
○国・県への連絡・協議を行う。
○管財課は必要車両を確保するために、別室にて準備する。
　また、責任者との連絡を密に行う。
○避難場所における情報を整理・分析する。

139 本編 2 2 1 3
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

141 本編 2 2 1 3 4 177 修正

本部室
　情報部
　　電話対応班
○班員は、通報者からの情報を基に災害情報トリアージ用紙を作成（要
　請場所の地図添付含）、班長に報告する。
○班長は作成された災害情報トリアージ用紙の情報内容を確認､照合､
　統･整合するとともに、情報区分及びトリアージ区分の判断並びに番
　号を付与する。また、これを室長への報告を行うとともに、災害警戒
　本部の各班へ情報伝達を指示する。
○要請に対応する各部（区役所・土木センター等）へ電話、ＦＡＸ等で
　情報の伝達、対応依頼を行う　　　 　　　　　　　　　　　　 。
○その他必要に応じて、関係各課へ情報を伝達する。

　　　/
　　 　/
　　電話対応班
○班員は、通報者からの情報を基に災害情報トリアージ用紙を作成（要
　請場所の地図添付含）、班長に報告する。
○班長は作成された災害情報トリアージ用紙内容を確認（番号付与、区
　分判定等）、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 /
　　　　　　　　　　　　　責任者への報告を行うとともに、災害警戒
　本部の各班へ情報伝達を指示する。
○要請に対応する各部（区役所・土木センター等）へ電話、ＦＡＸ等で
　情報の伝達、対応依頼を行い情報整理班長へ対応状況を報告する。
○その他必要に応じて、関係各課へ情報を伝達する。

142 本編 2 2 1 3 4 178 修正

本部室
　情報部
　　情報整理班
○班長は、電話対応班より渡された災害情報トリアージ用紙を確認後、
　班員へ伝達する。
○班員は、班長から渡された災害情報トリアージ用紙に基づき防災情報
　システムに入力する。また、入力後は防災情報システムのクロノロ
　ジーの内容を確認し、トリアージの区分等の情報を整理し、班長に報
　告する。
○情報記録板(ホワイトボード等)に、災害情報を時系列で記載するとと
　もに、その災害　情報を地図等に記載整理する。また、必要がある場
　合、関係各課への情報を伝達する。
○班長は、災害情報トリアージ用紙を区分ごとかつ受付番号順に整理す
　る。
○班長は、被害情報を被害区分に応じて整理・集計し、現況を掲示・表
　示（地図等への　記載を含む）するとともに、日毎の総括を紙媒体及
　び電子媒体で保存する。
○班員(観察員)は、降雨・水位状況を正確に把握し、気象等の予警報を
　防災情報システムに入力するとともに、被害が集中している箇所があ
　る場合は、責任者及び管理調整班に報告する。
○班長は必要に応じて、各土木センター等と協議を行う。
○責任者の指示により、白川地域防災センター（わくわくランド）へ出
　動し、白川及び国の情報収集を実施する。

　　　/
　　 　/
　　情報整理班
○班長は、電話対応班より渡された災害情報トリアージ用紙を確認後、
　班員へ伝達する。
○班員は、班長から渡された災害情報トリアージ用紙に基づき防災情報
　システムに入力する。また、入力後は防災情報システムのクロノロ
　ジーの内容を確認し、トリアージの区分等の情報を整理し、班長に報
　告する。
【追加】

○班長は、災害情報トリアージ用紙を区分ごとかつ受付番号順に整理す
る。
【追加】

○班員(観察員)は、降雨・水位状況を正確に把握し、 　　　　　　　/
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　被害が集中している箇所があ
　る場合は、責任者及び管理調整班に報告する。
○班長は必要に応じて、土木情報班　　　と協議を行う。
○責任者の指示により、白川地域防災センター（わくわくランド）へ出
　動し、白川及び国の情報収集を実施する。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

143 本編 2 2 1 3 4 178 修正

本部室
　情報部
　　土木情報班
○班の責任者は、「電話対応」「情報入力」「情報集計」「状況調査」
　「現場監視」の担当者を配置し、情報の収集にあたる。(兼務可)
○災害情報トリアージ用紙及び防災情報システム入力については、管理
　調整班、電話対応班、情報整理班と同様に対応する。
○班員は情報部副責任者（土木情報）の指示に従い、被害状況の収集、
　精査及び国、県等の他機関への伝達等を実施する。
○班員は現地での対応が出来ないと判断したら、情報部副責任者（土木
　情報）に報告し、指示を得る。

　　　/
　　 　/
　　土木情報班
○班の責任者は、「電話対応」「情報入力」「情報集計」「状況調査」
　「現場監視」の担当者を配置し、情報の収集にあたる。(兼務可)
○災害情報トリアージ用紙　　　　　　　　　　　　については、上記
　別班　　　　　　　　　　　　　と同様に対応する。
○班員は責任者　　　　　　　　　　の指示に従い、被害状況の収集、
　精査及び国、県等の他機関への伝達等を実施する。
○班員は現地での対応が出来ないと判断したら、情報部副責任者（土木
　情報）に報告し、指示を得る。

144 本編 2 2 1 3 4 178 修正

本部室
　情報部
　　監視パトロール班
○班長は、室長　及び管理調整班と協議し、必要がある場合、現地調査
　へ班員を出動させる。
○班長は、出動した班員と随時防災行政無線等にて、調査結果について
　連絡を受け、責任者等に随時報告するとともに、防災情報システムに
　入力する。
○班員は、現地調査へ出動する場合は、ヘルメットやライフジャケット
　などの装備を整え防災行政無線などの連絡機器を携帯し、随時本部及
　び班長と連絡を取り合う。
○班員は、現地調査を行う場合、浸水状況や被害状況がわかるように写
　真及び動画を撮影する。
○現地調査の結果、消防局への出動依頼、水防団への動員依頼、資材な
　どの配置が必要と判断した場合、室長　へ報告する。
○室長　の指示により、小島河川防災センターへ出動し、情報の収集に
　努める。
○室長　の指示により、現場映像システムを利用し、現地情報を送信す
　る。

　　　/
　　 　/
　　監視パトロール班
○班長は、責任者及び管理調整班と協議し、必要がある場合、現地調査
　へ班員を出動させる。
○班長は、出動した班員と随時防災行政無線等にて　　　　　　　　 /
　連絡を受け、責任者等に随時報告する　　　　　　　　　　　　　 /
　　　　　。
○班員は、現地調査へ出動する場合は、ヘルメットやライフジャケット
　などの装備を整え防災行政無線などの連絡機器を携帯し、随時本部及
　び班長と連絡を取り合う。
○班員は、現地調査を行う場合、浸水状況や被害状況がわかるように写
　真及び動画を撮影する。
○現地調査の結果、消防局への出動依頼、水防団への動員依頼、資材な
　どの配置が必要と判断した場合、本部　へ報告する。
○責任者の指示により、小島河川防災センターへ出動し、情報の収集に
　努める。
○責任者の指示により、現場映像システムを利用し、現地情報を送信す
　る。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

145 本編 2 2 1 3 4 178 修正

各区警戒部
○班の責任者は、区役所及び各土木センター(室)に「電話対応」「情報
　入力」「情報集計」「本部室連絡」「状況調査」の担当者　　　　 /
　　　　　　　　　を配置し、各担当者は本部等との連絡及び情報の収
　集、現地の対応にあたる。(兼務可)
○災害情報トリアージ用紙及び防災情報システム入力については、管理
　調整班、電話対応班、情報整理班と同様に対応する。
○責任者は、区警戒部で対応が出来ないと判断したら、本部室へ連絡
　し、指示を得る。
《情報対応班》
○班員は責任者の指示に従い、状況調査を実施する。
　(各区の担当者は土木実動班と協力して実施する。)
○班員は現場や電話対応により、被害の応急処置などが必要な場合は、
　土木実動班に対応を依頼する。
○班員は現地での対応が出来ないと判断したら、情報対応班の責任者に
　報告し、指示を得る。
《土木実動班》
○班員は責任者の指示に従い、被害状況調査及び報告、ならびに簡易な
　復旧作業、被害防止作業等を実施する。
○班員は現地での対応が出来ないと判断したら、土木実動班　　責任者
　に報告し指示を得る。

各区警戒部
○班の責任者は、区役所及び各土木センター(室)に「電話対応」「情報
　入力」「情報集計」「本部　連絡」「状況調査」の担当者及び「土木
　実動班」の担当者を配置し、　　　　　本部等との連絡及び情報の収
　集、現地の対応にあたる。(兼務可)
○災害情報トリアージ用紙　　　　　　　　　　　　については、上記
　別班　　　　　　　　　　　　　と同様に対応する。
○責任者は、区役所　で対応が出来ないと判断したら、本部　へ連絡
　し、指示を得る。
《情報対応班》
○班員は責任者の指示に従い、状況調査を実施する。
　(各区の担当者は土木実動班と協力して実施する。)
○班員は現場や電話対応により、被害の応急処置などが必要な場合は、
　土木実動班に対応を依頼する。
○班員は現地での対応が出来ないと判断したら、区役所　　の責任者に
　報告し、指示を得る。
《土木実動班》
○班員は責任者の指示に従い、被害状況調査及び報告、ならびに簡易な
　復旧作業、被害防止作業等を実施する。
○班員は現地での対応が出来ないと判断したら、各土木センター責任者
　に報告し指示を得る。

146 本編 2 2 1 3 4 179 修正

農水警戒部
○班の責任者は、「電話対応」「情報入力」「情報集計」「本部室連
　絡」「状況調査」「現場監視」の各担当者及び「実動班」の担当者を
　配置し、本部との連絡及び情報の収集、現場の対応にあたる。（兼務
　可）
○災害情報トリアージ用紙及び防災情報システム入力については、管理
　調整班、電話対応班、情報整理班と同様に対応する。
○責任者は、農水警戒部で対応が出来ないと判断したら、本部室へ連絡
　し、指示を得る。
○班員は責任者の指示に従い、被害状況調査、簡易な復旧作業、被害防
　止作業等を実施する。
○班員は現地での対応が出来ないと判断したら、実動班　　　責任者に
　報告し、指示を得る。

農水警戒部
○班の責任者は、「電話対応」「情報入力」「情報集計」「本部　連
　絡」「状況調査」「現場監視」の各担当者及び「実動班」の担当者を
　配置し、本部との連絡及び情報の収集、現場の対応にあたる。（兼務
　可）
○災害情報トリアージ用紙　　　　　　　　　　　　については、上記
　別班　　　　　　　　　　　　　と同様に対応する。
○責任者は、農水警戒部で対応が出来ないと判断したら、本部　へ連絡
　し、指示を得る。
○班員は責任者の指示に従い、被害状況調査、簡易な復旧作業、被害防
　災作業　を実施する。
○班員は現地での対応が出来ないと判断したら、農水警戒部の責任者に
　報告し、指示を得る。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

147 本編 2 2 1 3 4 179 修正

上下水道警戒部
○班の責任者は、「電話対応」「情報入力」「情報集計」「本部室連
　絡」「状況調査」「現場監視」の各担当者及び「実動班」の担当者を
　配置し、本部との連絡及び情報の収集、現場の対応にあたる。(兼務
　可)
○災害情報トリアージ用紙及び防災情報システム入力については、管理
　調整班、電話対応班、情報整理班と同様に対応する。
○責任者は、上下水道警戒部で対応が出来ないと判断したら、本部室へ
　連絡し、指示を得る。
○班員は責任者の指示に従い、被害状況調査、簡易な復旧作業、被害防
　止作業等を実施する。
○班員は現地での対応が出来ないと判断したら、上下水道警戒部の責任
　者に報告し、指示を得る。

上下水道警戒部
○班の責任者は、「電話対応」「情報入力」「情報集計」「本部　連
　絡」「状況調査」「現場監視」の各担当者及び「実動班」の担当者を
　配置し、本部との連絡及び情報の収集、現場の対応にあたる。(兼務
　可)
○災害情報トリアージ用紙　　　　　　　　　　　　については、上記
　別班　　　　　　　　　　　　　と同様に対応する。
○責任者は、上下水道警戒部で対応が出来ないと判断したら、本部　へ
　連絡し、指示を得る。
○班員は責任者の指示に従い、被害状況調査、簡易な復旧作業、被害防
　災作業　を実施する。
○班員は現地での対応が出来ないと判断したら、上下水道警戒部の責任
　者に報告し、指示を得る。

148 本編 2 2 1 3 4 179 修正

【削除】　※「旧」P177同目へ転記 災害警戒本部（地震・津波等）の主な事務分掌は次のとおりとする。

149 本編 2 2 1 4 183

別表４【熊本市災害警戒本部（地震・津波等）態勢図】
【レベル４強化】災害警戒態勢
・(市域のいずれかで)津波警報発表
・(市域のいずれかで)震度５強　　の地震発生
・県から原子力災害に関する警戒事態若しくは施設敷地緊急事態が発生し
た旨の連絡を受けたとき

別表４【熊本市災害警戒本部（地震・津波等）態勢図】
【レベル４強化】災害警戒態勢
・(市域のいずれかで)津波警報発表
・(市域のいずれかで)震度５強以上の地震発生
・県から原子力災害に関する警戒事態若しくは施設敷地緊急事態が発生し
た旨の連絡を受けたとき
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

150 本編 2 2 1 5 184 修正

第５項　熊本市災害対策本部
　１　設置基準
　２　設置・指揮の権限
　３　災害対策本部　　　/
　４　災害対策本部会議
　５　災害対策本部指揮室
　６　総合調整室
　７　情報支援室の事務分掌
　８　各局・区対策部の事務所掌
　　　【４へ転記】　　/
　９　災害対策本部（指揮室等）の設置場所
　10　災害対策本部の設置準備
　11　現地災害対策本部
　12　災害対策本部の廃止
　13　設置及び廃止の公表

第５項　熊本市災害対策本部
　１　設置基準
　２　設置・指揮の権限
　３　災害対策本部の組織
　【７から転記】　　　/
　４　災害対策本部指揮室
　５　総合調整室
　【新規】　　　　　　　.
　６　各対策部の事務分掌
　７　災害対策本部会議
　８　災害対策本部（指揮室等）の設置場所
　９　災害対策本部の設置準備
　10　現地災害対策本部
　11　災害対策本部の廃止
　12　設置及び廃止の公表

151 本編 2 2 1 5 1 184 修正

(1) 風水害における災害対策本部の設置基準
レベル５　災害対応態勢
○特別警報級等の発表、または発表が見込まれ、大規模
　な災害が発生するおそれがある場合
○局地的な災害が発生した場合
○緊急安全確保発令（　　警戒レベル５）

(1) 風水害における災害対策本部の設置基準
レベル５　災害対応態勢
○特別警報級等の発表、または発表が見込まれ、大規模
　な災害が発生するおそれがある場合
○局地的な災害が発生した場合
○緊急安全確保発令（災害警戒レベル５）

152 本編 2 2 1 5 3 185 修正

３　災害対策本部　　　/
　熊本市災害対策本部（非常態勢）
　　総合調整室（５階）
　　　被災者支援班

３　災害対策本部の組織
　熊本市災害対策本部（非常態勢）
　　総合調整室（５階）
　　　災害救助法班

153 本編 2 2 1 5 3 186 修正

(1) 災害対策本部の仕組み
　（図中）
　総合調整室
　　調整班
　　　○本部会議
　　　○本部長の指示・命令
　　　○災害応急対策の統括・総合調整
　　　○避難の指示の検討

(1) 災害対策本部の仕組み
　（図中）
　総合調整室
　　調整班
　　　○本部会議
　　　○本部長の指示・命令
　　　○災害応急対策の　　　総合調整
　　　○避難の指示の検討

154 本編 2 2 1 5 3 186 修正

(1) 災害対策本部の仕組み
　総合調整室
　　災被災者支援班
　　　○災害救助法の適用に関する調整等
　　　○被災者支援全般の調整

(1) 災害対策本部の仕組み
　総合調整室
　　災害救助法班
　　　○災害救助法の適用に関する調整等
　　　　　　　　　　　　　　/
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

155 本編 2 2 1 5 3 187 修正

(2) 災害対策本部の運営の考え方
　（図中）
　　広域応援機関（緊急消防援助隊、広域緊急援助隊、DMAT 等）事業
　　者・法人等（応援協定先等）、NPO、ボランティア

(2) 災害対策本部の運営の考え方
　（図中）
　　広域応援機関（緊急消防援助隊、広域緊急援助隊、DMAT 等）事業
　　者・法人等（応援協定先等）　　　　　　　　 　/

156 本編 2 2 1 5 4 189 修正

(4) 指揮室と災害対策本部との関係（概念図）
　災害対策本部会議
　・情報の収集・分析・評価
　・本部会議の開催（方針決定、全庁横断的措置）
　・本部長の指示、命令
　・各対策部との連絡調整（災害応急対策の統括・総合調整）
　・避難の指示
　・自衛隊の派遣要請、広域応援要請要求
　・広報 ・被害情報の総括　等

(4) 指揮室と災害対策本部との関係（概念図）
　災害対策本部会議
　・情報の収集・分析・評価
　・本部会議の開催（方針決定、全庁横断的措置）
　・本部長の指示、命令
　・各対策部との連絡調整（災害応急対策の　　　総合調整）
　・避難の指示
　・自衛隊の派遣要請、広域応援要請要求
　・広報 ・被害情報の総括　等

157 本編 2 2 1 5 5 190 修正

(2) 組 織
　総合調整室
　　被災者支援班
　　　班長：危機管理防災部職員
　　　班員：災害救助法担当職員（文化市民局、健康福祉局、経済観光
　　　　　　局は各２名、都市建設局は４名）

(2) 組 織
　総合調整室
　　災害救助法班
　　　班長：危機管理防災部職員
　　　班員：災害救助法担当職員（文化市民局、健康福祉局、経済観光
　　　　　　局は各２名、都市建設局は４名）

158 本編 2 2 1 5 5 190 修正

(2) 事務分掌
　総合調整室
　　被災者支援班（危機管理防災部）
　　　１　災害救助法の適用に関すること
　　　２　被災者支援全般の調整に関すること

(2) 事務分掌
　総合調整室
　　災害救助法班（危機管理防災部）
　　　１ 災害救助法の適用に関すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　/

159 本編 2 2 1 5 191 新規

７　情報支援室の事務分掌
　　情報支援室の主要な事務分掌は次のとおりであ
  る。
責任者
○情報支援室における全ての権限を担う。
○現在の各所管部署の活動・災害応急対策等及び態勢等を把握する。
○災害情報トリアージについての全ての情報を確認し、トリアージ区分
　の最終決定を行う。
○副責任者においては、責任者を補佐するとともに、責任者が不在の場
　合は、責任者の権限を持つ。

【新規】
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

160 本編 2 2 1 5 191 新規

７　情報支援室の事務分掌
管理調整班
○被害情報の把握、共有する。
　・電話対応班が作成した災害情報トリアージ用紙の複写を責任者より
　　受取り、区分ごとに整理し、被害状況を明確に把握する。
　・災害情報トリアージ区分Ａの場合は、5階指揮室に更に複写を行い
　　情報提供する。また、必要に応じて、関係区対策部に情報を提供す
　　る。
　・観察員は、降雨・水位状況を正確に把握し、気象等の予警報を防災
　　情報システムに入力するととも、に、被害が集中している箇所があ
　　る場合は、責任者に報告する。
○災害応急対策の総括を行う。
　・要請に対応する各部（区役所・土木センター等）へ電話、ＦＡＸ等
　　で情報の伝達、対応依頼を行う。
　・その他、各対策部からの情報を整理する。
○管財課は必要車両を確保するために、別室にて準備する。
　また、責任者との連絡を密に行う。

【新規】

161 本編 2 2 1 5 191 新規

７　情報支援室の事務分掌
電話対応班
○班員は、通報者からの情報を基に災害情報トリアージ用紙を作成（要
　請場所の地図添付含）、班長に報告する。
○班長は作成された災害情報トリアージ用紙の情報内容を確認､照合､
　統･整合するとともに、情報区分及びトリアージ区分の判断並びに番
　号を付与する。また、これを責任者への報告を行うとともに、各対策
　部の各班へ情報伝達を指示する。
○その他必要に応じて、各対策部へ情報を伝達する。

【新規】

162 本編 2 2 1 5 191 新規

７　情報支援室の事務分掌
情報整理班
○班長は、電話対応班より渡された災害情報トリアージ用紙を確認後、
　班員へ伝達する。
○班員は、班長から渡された災害情報トリアージ用紙に基づき防災情報
　システムに入力する。また、入力後は防災情報システムのクロノロ
　ジーの内容を確認し、トリアージの区分等の情報を整理し、班長に報
　告する。
○班長は、災害情報トリアージ用紙を区分ごとかつ受付番号順に整理す
　る。
○班長は必要に応じて、各土木センター等と協議を行う。
○責任者の指示により、白川地域防災センター（わくわくランド）へ出
　動し、白川及び国の情報収集を実施する。

【新規】
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

163 本編 2 2 1 5 191 新規

７　情報支援室の事務分掌
土木情報班
○班長は、「電話対応」「情報入力」「情報集計」「状況調査」「現場
　監視」の担当者を配置し、情報の収集にあたる。（兼務可）
○災害情報トリアージ用紙及び防災情報システム入力については、管理
　調整班、電話対応班、情報整理班と同様に対応する。
○班員は現地での対応が出来ないと判断したら、調整班に報告し、指示
　を得る。

【新規】

164 本編 2 2 1 5 6 191 修正

８　各対策部の事務分掌
　　各部班の事務分掌は、次のとおりとする。

６　各対策部の事務分掌
　　　各部班の事務分掌は、次のとおりとする。

165 本編 2 2 1 5 6 191 修正

総務局対策部長
　総務班長
　　１　対策部共通事務及び班共通事務に関すること。
　　２　職員の参集状況及び被災状況（安否確認、被害）の総括に関す
　　　　ること。
　　３　職員の配置、給与、厚生（生活支援）及び健康管理等に関する
　　　　こと。
　　４　他自治体への応援要請及び応援職員全般に関すること。
　　５　緊急輸送車両の　　　　　調達及び運用管理に関すること。

総務局対策部長
　総務班長
　　１　対策部共通事務及び班共通事務に関すること。
　　２　職員の参集状況及び被災状況（安否確認、被害）の総括に関す
　　　　ること。
　　３　職員の配置、給与、厚生（生活支援）　　　　　　等に関する
　　　　こと。
　　４　他自治体への応援要請及び応援職員全般に関すること。
　　５　緊急輸送車両の許可申請、調達及び運用管理に関すること。

166 本編 2 2 1 5 6 191 修正

総務局対策部
　総務班
　　担当課　総務課、法制課、改革プロジェクト推進課、業務支援課、
　　　　　　人事課、労務厚生課、管財課

総務局対策部
　総務班
　　担当課　総務課、法制課、改革プロジェクト推進課、　　　　　 /
　　　　　　人事課、労務厚生課、管財課
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

167 本編 2 2 1 5 6 192 修正

文化市民局対策部
　市民総務・応急支援班
　　担当課　地域政策課、戸籍住民課　　、生涯学習課、生活安全課、
　　　　　　オンブズマン事務局

文化市民局対策部
　市民総務・応急支援班
　　担当課　地域政策課、地域活動推進課、生涯学習課、生活安全課、
　　　　　　オンブズマン事務局

168 本編 2 2 1 5 6 192 修正

健康福祉局対策部
　福祉総務班
　　担当課　健康福祉政策課、保護管理援護課、高齢福祉課、介護保険
　　　　　　課、介護事業指導課、指導監査課、障がい福祉課、障がい
　　　　　　サービス課、障がい者福祉相談所、国保年金課

健康福祉局対策部
　福祉総務班
　　担当課　健康福祉政策課、保護管理援護課、高齢福祉課、介護保険
　　　　　　課、介護事業指導課、指導監査課、障がい福祉課、　　 .
　　　　　　　　　　　　障がい者福祉相談所、国保年金課

169 本編 2 2 1 5 6 194 修正

都市建設局対策部
　交通政策班
　　担当課　交通企画課、公共交通推進課、地域交通支援課　.

都市建設局対策部
　交通政策班
　　担当課　交通企画課、移動円滑推進課、自転車利用推進課

170 本編 2 2 1 5 6 196 修正

消防局対策部長
　予防部長
　　情報整理班
　　　情報整理係
　　　（査察指導班・火災調査班主査）
　　　防災センター係
　　　（予防班主査）
　　情報収集班
　　（規制課長）
　　（規制課副課長）
　　　情報収集係
　　　（設備規制班主査）
　　　危険物処理係
　　　（危険物班・保安班主査）

消防局対策部長
　予防部長
　　情報整理班
　　　情報整理係
　　　（　　　　　火災調査班主査）
　　　防災センター係
　　　（予防班主査）
　情報収集班
　（指導課長）
　（指導課副課長）
　　情報収集係
　　（指導　　班主査）
　　危険物処理係
　　（規制　班・保安班主査）

171 本編 2 2 1 5 7 199 修正

協議事項
　【略】
　○自衛隊・県・他市町村及び防災関係機関への応援の要請に関するこ
　　と
　○NPO、ボランティアの調整に関すること
　○避難の指示、警戒区域の指定に関すること
　【略】

協議事項
　【略】
　○自衛隊・県・他市町村及び防災関係機関への応援の要請に関するこ
　　と
　【追加】　　　　　　　　　　　　　　 /
　○避難の指示、警戒区域の指定に関すること
　【略】
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

172 本編 2 2 1 5 199 新規

４　災害対策本部会議
　本部長は本部会議を開催し、災害応急対策の方針の決定や各部の連絡・
調整を行う。なお、第１回対策本部会議は、直ちに開催するものとする。

　
【表（略）】

　このほか、非常に強い台風が接近し、暴風域に入り猛烈な雨風が発生す
る見込みであり、市民生活に多大な影響を及ぼすおそれがある場合など、
災害対策本部の設置基準を満たしていなくても、本部会議構成員による会
議体を臨時に設置し、公共施設の閉鎖や公共交通の停止などの方針決定を
行うことができるものとする。

７　災害対策本部会議
　本部長は本部会議を開催し、災害応急対策の方針の決定や各部の連絡・
調整を行う。
　なお、第１回対策本部会議は、直ちに開催するものとする。

【表（略）】

【追加】

173 本編 2 2 2 2 1 202 修正

なお、震度6弱以上または長周期地震動階級4の揺れを予想した緊急地震速
報（警報）は、地震動特別警報に位置付けられる。

なお、震度6弱以上　　　　　　　　　　　 の揺れを予想した緊急地震速
報（警報）は、地震動特別警報に位置付けられる。

174 本編 2 2 2 2 1 202 修正

■津波警報・注意報の種類と発表される津波の高さ等

想定される被害と津波警報等を見聞きした場合に取るべき行動
（大津波警報）
巨大な津波が襲い、木造家屋が全壊・流失し、人は津波による流れに巻き
込まれる。沿岸部や川沿いにいる人は、ただちに高台や津波避難ビルなど
安全な場所へ避難する。警報が解除されるまで安全な場所から離れない。
（津波警報）
標高の低いところでは津波が襲い、浸水被害が発生する。人は津波による
流れに巻き込まれる。沿岸部や川沿いにいる人は、ただちに高台や津波避
難ビルなど安全な場所へ避難する。警報が解除されるまで安全な場所から
離れない。
（津波注意報）
海の中では人は速い流れに巻き込まれ、また、養殖いかだが流失し小型船
舶が転覆する。海の中にいる人はただちに海から上がって、海岸から離れ
る。海水浴や磯釣りは危険なので行わない。注意報が解除されるまで海に
入ったり海岸に近付いたりしない。

■津波警報・注意報の種類と発表される津波の高さ等

　　　　　　　　津波警報等を見聞きした場合にとるべき行動
（大津波警報）
巨大な津波が襲い、木造家屋が全壊・流失し、人は津波による流れに巻き
込まれる。沿岸部や川沿いにいる人は、ただちに高台や　　避難ビルなど
安全な場所へ避難する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 /
（津波警報）
標高の低いところでは津波が襲い、浸水被害が発生する。人は津波による
流れに巻き込まれる。沿岸部や川沿いにいる人は、ただちに高台や　 避
難ビルなど安全な場所へ避難する。　　　　　　　　　　　　　　　　 /
　　　　　/
（津波注意報）
海の中では人は速い流れに巻き込まれ、また、養殖いかだが流失し小型船
舶が転覆する。海の中にいる人はただちに海から上がって、海岸から離れ
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 /
　　　　　　　　　　　　　　　/
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

175 本編 2 2 2 2 2 205 修正

(1)津波警報等、地震及び津波に関する情報の伝達系統 (1)大津波警報・津波警報・注意報の伝達系統
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

176 本編 2 2 2 2 2 206 修正

【削除】

　【削除】

※本編第2章第2部第2章第2項2(1）の伝達系統図と統合

(2) 地震及び津波に関する情報の伝達系統図

　【伝達系統図（略）】

177 本編 2 2 3 2 1 210 修正

(1) 特別警報、警報及び注意報
ア　熊本地方気象台が熊本市に発表する特別警報、警報・注意報の種類
　　及び発表基準
　　　　　　　　　　　　　　（令和5年6月8日現在）

(1) 特別警報、警報及び注意報
ア　熊本地方気象台が発表　　　　する特別警報、警報・注意報の種類
　　及び発表基準
　　　　　　　　　　　　　　（令和4年5月26日現在）

178 本編 2 2 3 2 1 210 修正

洪水警報
○河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、重大な災害が起
　こるおそれがあると予想される場合。
　具体的には、つぎの基準に達すると予想される場合。

洪水警報
○河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、重大な災害が起
　こるおそれがあると予想される場合。
　具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
　・流域雨量指数 注３が天明新川流域=9.5、加勢川流域=7、
　　浜戸川上流流域=22、木山川流域=35.2、坪井川流域=20、
　　堀川流域=19.8、井芹川下流流域=18、河内川流域=11.4、
　　健軍川流域=9.4、秋津川流域=7.4、除川流域=4.9、
　　千間江湖川流域=5.6、潤川流域=15.2以上、又は複合基準で
　　合志川流域=(12,33.1)、白川流域=(22,30.8)、
　　天明新川流域=(12,8.8)、浜戸川流域=(12,17.6)、
　　坪井川流域=(24,17.8)、井芹川下流流域=(24,14.3)、
　　河内川流域=(12,10.2)、健軍川流域=(24,8.4)、
　　秋津川流域=(22,7.1)以上になると予想される場合。

179 本編 2 2 3 2 1 211 修正

暴風雪警報
○雪を伴う暴風により重大な災害が起こるおそれがあると予想される場
　合。「暴風による重大な災害」に加えて「雪に伴うことによる視程障
　害などによる重大な災害」のおそれについても警戒を呼びかける。
　具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
・雪を伴い、陸上、海上ともに平均風速が20m/s以上になると予想され
　る場合。

暴風雪警報
○雪を伴う暴風により重大な災害が起こるおそれがあると予想される場
　合。「暴風による重大な災害」に加えて「雪に伴うことによる視程障
　害などによる重大な災害」のおそれについても警戒を呼びかける。
　具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
・雪を伴い平均風速が20m/s以上　　　　　　　　　になると予想され
　る場合。

流域雨量

指数基準注３

天明新川流域=9.3，加勢川流域=6.9，
浜戸川流域=21.9，木山川流域=35.5，
坪井川流域=20，堀川流域=19.5，
井芹川下流流域=18.1，河内川流域=11.4，
健軍川流域=9.4，秋津川流域=7.5，除川流域=4.8，
千間江湖川流域=5.3，潤川流域=15.2

複合基準注４

合志川流域=（12，33），白川流域=（22，30.8），
天明新川流域=（12，8.8），浜戸川流域=（12，17.6），
坪井川流域=（24，17.8），井芹川下流流域=（24，14.3），
河内川流域=（12，10.2），健軍川流域=（24，8.4），
秋津川流域=（22，7.1）

指定河川
洪水予報
による基準

菊池川水系［広瀬・佐野］，白川［代継橋］，
緑川水系［城南・中甲橋・大六橋・御船］
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

180 本編 2 2 3 2 1 211 修正

波浪警報
○高い波によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合。
　具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
・有義波高が2.5m以上　　　　　になると予想される場合。

波浪警報
○高い波によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合。
　具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
・有義波高が熊本地方で2.5m以上になると予想される場合。

181 本編 2 2 3 2 1 211 修正

高潮警報
○台風や低気圧等による海面の異常な上昇によって重大な災害が起こる
　おそれがあると予想される場合。
　具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
・海岸線の潮位が東京平均海面（TP）で3.5m以上　　　　になると予想
　される場合。

高潮警報
○台風や低気圧等による海面の異常な上昇によって重大な災害が起こる
　おそれがあると予想される場合。
　具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
・熊本市の海岸線の潮位が東京平均海面（TP）で3.5m以上になると予想
　される場合。

182 本編 2 2 3 2 1 211 修正

洪水注意報
○河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、災害が起こるお
　それがあると予想される場合。
　具体的には、つぎの基準に達すると予想される場合。

洪水注意報
○河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、災害が起こるお
　それがあると予想される場合。
　具体的には、つぎの条件が該当する場合である。　　/
・流域雨量指数が天明新川流域=7.6、加勢川流域=5.6、
　浜戸川上流流域=17.6、木山川流域=28.1、坪井川流域=16、
　堀川流域=15.8、井芹川下流流域=14.4、河内川流域=9.1、
　健軍川流域=7.5、秋津川流域=5.9、除川流域=3.9，
　千間江湖川流域=4.4、潤川流域=12.1以上、又は複合基準で
　合志川流域=(12,23.5)、白川流域=(12,27.7)、
　緑川流域=(12,38.8)、天明新川流域=(12,6.1)、
　加勢川流域=(7,5.6)、浜戸川流域=(9,15.8)、
　坪井川流域=(7,16)、井芹川下流流域=(7,12.9)、
　河内川流域=(12,7.3)、健軍川流域=(12,6)、
　秋津川流域=(12,4.7)、除川流域=（7，3.9）、
　潤川流域=（11，6.9）以上になると予想される場合。

183 本編 2 2 3 2 1 211 修正

強風注意報
○強風によって災害が起こるおそれがあると予想される場合。
　具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
・陸上、海上ともに平均風速が10m/s以上になると予想される場合

強風注意報
○強風によって災害が起こるおそれがあると予想される場合。
　具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
・平均風速が10m/s以上　　　　　　　　になると予想される場合

流域雨量

指数基準
注３

天明新川流域=7.4，加勢川流域=5.5，浜戸川流域=17.5，
木山川流域=28.4，坪井川流域=16，堀川流域=15.6，
井芹川下流流域=14.4，河内川流域=9.1，
健軍川流域=7.5，秋津川流域=6，除川流域=3.9，
千間江湖川流域=4.2，潤川流域=12.1

複合基準
注４

合志川流域=（12，23.4），白川流域=（13，27.7），
緑川流域=（12，38.2），天明新川流域=（12，5.9），
加勢川流域=（7，5.5），浜戸川流域=（9，15.8），
坪井川流域=（12，12.8），井芹川下流流域=（7，12.9），
河内川流域=（12，6.4），健軍川流域=（12，6），
秋津川流域=（12，4.8），除川流域=（7，3.8），
潤川流域=（11，6.9）

指定河川
洪水予報
による基準

菊池川水系［佐野］，白川［代継橋］，
緑川水系［城南・大六橋］
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

184 本編 2 2 3 2 1 211 修正

風雪注意報
○雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想される場
　合。「強風による災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害
　などによる災害」のおそれについても注意を呼びかける。
　具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
・雪を伴い、陸上、海上ともに平均風速10m/s以上になると予想される
　場合。

風雪注意報
○雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想される場
　合。「強風による災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害
　などによる災害」のおそれについても注意を呼びかける。
　具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
・雪を伴い平均風速10m/s以上　　　　　　　　　になると予想される
　場合。

185 本編 2 2 3 2 1 211 修正

大雪注意報
○大雪によって災害が起こるおそれがあると予想される場合。
　具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
・12時間降雪の深さが山地で5cm以上、平地で3㎝以上になると予想され
　る場合。

大雪注意報
○大雪によって災害が起こるおそれがあると予想される場合。
　具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
・24時間降雪の深さが5cm以上　　　　　　　　　　になると予想され
　る場合。

186 本編 2 2 3 2 1 211 修正

波浪注意報
○高い波によって災害が起こるおそれがあると予想される場合。
具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
・有義波高が1.5m以上　　　　　になると予想される場合

波浪注意報
高い波によって災害が起こるおそれがあると予想される場合。
具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
・有義波高が熊本地方で1.5m以上になると予想される場合

187 本編 2 2 3 2 1 212 修正

高潮注意報
○台風や低気圧等による海面の異常な上昇によって災害が起こるおそれ
　があると予想される場合。
　具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
・海岸線の潮位が東京湾平均海面(TP)上2.8m以上　　　　になると予想
　される場合

高潮注意報
○台風や低気圧等による海面の異常な上昇によって災害が起こるおそれ
　があると予想される場合。
　具体的には、つぎの条件が該当する場合である。
・熊本市の海岸線の潮位が東京湾平均海面(TP)上2.8m以上になると予想
　される場合
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

2 216 修正

(1)特別警報、警報及び注意報の伝達系統 (1)特別警報、警報及び注意報の伝達系統

188 本編 2 2 3 2
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

189 本編 2 2 3 2 2 218 修正

(3)土砂災害警戒情報の伝達系統図 (3)土砂災害警戒情報の伝達系統図
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

190 本編 2 2 3 2 3 220 修正

ウ　要配慮者利用施設
  水防法第15条の規定により、利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図
る必要がある浸水想定区域内の要配慮者利用施設※については、洪水予
報等を伝達する。
　また、これらの施設には、「避難確保計画の作成」及び「訓練の実
施」が義務付けられた。　　　　　　　　　　　　/
※要配慮者利用施設とは
　高齢者や障がい者、幼児等が利用する施設で、主なものとして次に掲
げる施設
　①老人福祉施設、障害者支援施設、児童福祉施設
  （保育所等）
　②病院、診療所（有床に限る）
　③幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校

ウ　要配慮者利用施設
　水防法第15条の規定により、河川管理者が定めた次に掲げる施設につ
いては要配慮者利用施設として定め、　　　　　　　　　　　　洪水予
報等を伝達する。
　また、これらの施設には、洪水時等の円滑かつ迅速な避難を確保する
ための「避難確保計画」の策定が義務付けられた。
※要配慮者利用施設とは
  浸水想定区域内の高齢者や障がい者、幼児等が利用する施設で次に掲
げるもの
　①高齢者施設、保護施設、児童福祉施設、障がい児・者施設の社会福
　　祉施設
　②病院、診療所の医療施設（有床に限る）
　③幼稚園、ろう学校、盲学校及び養護学校

191 本編 2 2 4 1 2 225 修正

(ｲ) 活用情報の留意点
ａ 津波警報等は、沿岸に近い海域で大きな地震が発生した場合、津波
　 の襲来に間に合わないことがあることに留意する。
ｂ 津波警報等は、精査した地震の規模や実際に観測した津波の高さを
　 もとに、内容の更新がある場合があることに留意する。

(ｲ) 活用情報の留意点
ａ 津波警報等は、沿岸に近い　　　大きな地震が発生した場合、津波
　 の襲来に間に合わないことがあることに留意する。
ｂ 津波警報等は、最新の地震・津波データの解析結果に基づき　　  /
　 　　　、内容の更新がある場合があることに留意する。

192 本編 2 2 4 1 2 226 修正

エ　発令にあたっての留意点
(ｱ) 津波は長い時間くり返し来襲するので、津波警報・注意報が解除さ
　　れるまでは、避難を継続する必要がある。
(ｲ) 津波は、第一波（最初に来る波）が観測されてから最大波が観測さ
　　れるまでに数時間以上かかることがあることに留意する。

エ　発令にあたっての留意点
(ｱ) 津波は長い時間くり返し来襲するので、津波警報　　　　が解除さ
　　れるまでは、避難を継続する必要がある。
(ｲ) 津波は、第一波（最初に来る波）より数波後の波の方が高くなる場
　　合がよくある　　　　　　　　　　　　ことに留意する。

193 本編 2 2 5 1 2 231 修正

(2)水害に関する発令基準
　ウ　洪水予報・水防警報基準水位
　　(ｱ)　洪水予報基準水位
　河川名　　　　　　白川
　洪水予報基準地点　代継橋
　水防団待機水位　　2.70
　氾濫注意水位　　　3.70
　避難判断水位　　　5.20
　氾濫危険水位　　　5.50

(2)水害に関する発令基準
　ウ　洪水予報・水防警報基準水位
　　(ｱ)　洪水予報基準水位
　河川名　　　　　　白川
　洪水予報基準地点　代継橋
　水防団待機水位　　2.50
　氾濫注意水位　　　3.70
　避難判断水位　　　4.70
　氾濫危険水位　　　5.00
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

194 本編 2 2 5 1 3 235 修正

　市長は、避難のための立ち退きの指示、安全確保措置の指示をしようと
する場合において、必要があると認めるときは、災害対応の多くの専門的
知見等を有し、ダムや河川等の施設を管理していることの多い指定行政機
関の長若しくは指定地方行政機関の長又は県知事に対し、当該指示に関す
る事項について、助言を求めるとともに、必要に応じて気象防災アドバイ
ザー等の専門家の技術的な助言等を活用し、適切に判断を行うものとす
る。

　市長は、避難のための立ち退きの指示、安全確保措置の指示をしようと
する場合において、必要があると認めるときは、災害対応の多くの専門的
知見等を有し、ダムや河川等の施設を管理していることの多い指定行政機
関の長若しくは指定地方行政機関の長又は県知事に対し、当該指示に関す
る事項について、助言を求めることができるため、必要に応じて実施する
こととする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 /
　　/

195 本編 2 2 5 1 5 238 修正

５　避難指示等の伝達方法

　本編第2部第2章第4節第1項「４　避難指示等の伝達方法」（P227)に準
じる。

５　避難指示等の伝達方法

　避難指示等を発令した場合は、次に示す有線、無線、広報車、報道機関
等の最も迅速かつ適切な方法で行い、地域住民に周知徹底を行うものとす
る。

　【略】（図）

　また、上記の多様な手段に加え、本市では「情報伝達手段の多様化要
領」に基づき、報道機関や交通事業者、商店街など民間事業者を通じた市
民への情報伝達が出来
る多様な情報伝達体制を確保し、災害時等の市民等の迅速な避難行動等に
おける安全の確保を図るものとする。
　　【資料編】3-3-3 情報伝達手段の多様化要領

196 本編 2 2 5 1 6 238 修正

６ 避難指示等の解除
　本編第2部第2章第4節第1項「５ 避難指示等の解除」（P227)に準じる。

６ 避難指示等の解除
　市長は、避難の必要がなくなったときは、直ちに、その旨を公示しなけ
ればならない。避難指示等の解除の住民等への伝達は、避難場所として利
用する施設等における口頭及び放送・掲示等による伝達、報道機関を通じ
ての広報、職員による看板・ポスター等の掲示等による。

197 本編 2 2 5 1 239 修正

７ 避難指示等の報告
　本編第2部第2章第4節第1項「６ 避難指示等の報告」（P227)に準じる。

７ 避難指示等の報告
　市長は、自ら若しくは権限を委任した市職員が避難指示等を行ったと
き、及び権限を代行した警察官等が避難の指示を行ったと通知してきたと
き、並びにこれらの避難指示等が解除されたときは、次の事項を記録する
とともに、速やかにその旨を県に報告する。
(1) 発令者
(2) 発令の理由及び発令日時
(3) 避難の対象区域
(4) 避難場所
(5) その他必要な事項
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

198 本編 2 2 5 2 7 239 修正

第２項 警戒区域の設定
　本編第2部第2章第4節第2項「６ 警戒区域の設定」（P228)に準じる。

第２項 警戒区域の設定
　災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合、生命又は身体に
対する危険を防止するため特に必要があると認められる場合、法令に基づ
き警戒区域を設定し、災害応急対策従事者以外の立ち入りを制限若しくは
禁止し、市民の退去を命ずることができる。
【略】（表）

199 本編 2 2 6 240 修正

　災害発生時に、災害対策の基本的な方針を迅速に決定し、効果的な災害
応急活動等を円滑に実施するため、被害発生に係る情報や災害関連情報の
収集・伝達を行うための体制について定める。
　また、災害時の個人情報の取扱いについて、「防災分野における個人情
報の取扱いに関する指針」を活用し、災害に係る様々な業務において人の
生命、身体又は財産の保護が最大限図られるよう、適切に対応するものと
する。

　災害発生時に、災害対策の基本的な方針を迅速に決定し、効果的な災害
応急活動等を円滑に実施するため、被害発生に係る情報や災害関連情報の
収集・伝達を行うための体制について定める。
　【追加】

200 本編 2 2 6 1 3 242 削除

収集機関
【削除】
九州電力送配電（株）熊本支社

収集機関
九州電力（株）熊本支店
九州電力送配電（株）熊本支社

201 本編 2 2 6 2 3 246 修正

(2) 広報の方法と内容
　災害の規模、態様に応じて、適切な方法と内容の広報を行うものとす
る。
　特に、視覚障がい者や聴覚障がい者等への配慮として、音声案内や文字
情報の提示、点字化、手話通訳によるテレビ放送等を検討する。また、必
要に応じて各種関係団体との連携を図るものとする。
　なお、広報活動に従事するものの安全確保について留意する。

【略】（表）

【削除】

※　　　　　　　　　　　　　　　　　　安否不明者　　　　　　や　 .
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　行方不
明者　　　　　　及び死者の氏名等の情報は、県災害対策本部が原則公表
するものとし、公表に当たっては、市は県及び警察と連携を図るものとす
る。

(2) 広報の方法と内容
　災害の規模、態様に応じて、適切な方法と内容の広報を行うものとす
る。
　【追加】

　なお、広報活動に従事するものの安全確保について留意する。

【略】（表）

※視覚障がい者や聴覚障がい者等への配慮として、音声案内や文字情報の
提示、点字化、手話通訳によるテレビ放送等を検討する。また、必要に応
じて各種関係団体との連携を図る。
※行方不明者となる疑いのある者（以下「安否不明者」という。）や当該
災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いのある者（以下「行方不
明者」という。）及び死者の氏名等の情報は、県災害対策本部が原則公表
するものとし、公表に当たっては、市は県及び警察と連携を図るものとす
る。

202 本編 2 2 7 247 修正

第７節　安否不明者等の氏名公表・行方不明者　の捜索
　災害によって安否不明等になった者の氏名等の公表や行方不明となった
者の捜索を実施するための計画を定める。

　※第２項へ移動

第７節　　　　　　　　　　　　　行方不明者等の捜索
　災害により行方不明者の状態にある者で周囲の状況により既に死亡して
いると推定される者（以下「行方不明者等」という。）の捜索は、関係機
関・団体と緊密な連携をとり、早急に実施するものとする。
　また、災害時における行方不明者の捜索については、災害救助法適用の
有無に関わらず、市が災害救助法及び熊本市災害救助法施行細則を基準と
して実施する。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

203 本編 2 2 7 1 247 修正

【関連部局】
政策局
文化市民局

【関連部局】
健康福祉局

204 本編 2 2 7 1 247 削除

【削除】

※行方不明者の捜索に係る実施機関については、第２項１へ移動

第１項 実施機関
　行方不明者等の捜索は、市長が、警察、消防、海上保安部、警察医会、
警察歯科医師会等の協力を得て行うものとする。
　市だけでは十分な対応ができない場合、市及び県は、周辺市町村、自衛
隊等に対して応援要請を行い、これらの機関の応援を得て実施するものと
する。

205 本編 2 2 7 247 新規

第１項　安否不明者の氏名公表
１　県は、人命救助活動の効率化、円滑化を図るため、警察及び市町村
　と連携し、安否不明者※１、行方不明者※２及び死者※３の氏名等
　※４の情報を以下の場合を除き原則公表するものとする。
　(1)行方不明者・安否不明者
　　① 住民基本台帳の閲覧制限がある場合
　(2)死者
　　① 遺族の同意がない場合（※）
　　② 住民基本台帳の閲覧制限がある場合
　　（※）遺族の同意がない場合であっても 、「 より高い公益上の必
　　　　　要性」がある場合は公表する。
　　（例：死者の氏名等を公表しないことにより、多くの人が安否情報
　　　　　を求めて被災地を訪ね、新たに被害が生じるなどして、救命
　　　　　救急活動に支障が生じている場合など）

【新規】
　※第２項３から一部移動

206 本編 2 2 7 247 新規

第１項　安否不明者の氏名公表
２　市は、県が定めた手順に基づき、所在不明となっている者等の情報
　を収集して県及び警察と共有し、災害に起因する安否不明者、行方不
　明者及び死者であることの判断をしたものについて、住民基本台帳の
　閲覧制限※５の確認を行い、県に報告するものとする。
※１行方不明者（当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑い
　　のある者 。） となる疑いのある者。
※２当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いのある者。
※３当該災害が原因で死亡し、死体を確認した者、又は、死体を確認で
　　きないが、死亡したことが確実な者 。
※４住所（字名まで）、氏名（読み方を含む）、年齢、性別、死因等。
※５配偶者暴力防止法・ストーカー規制法・児童虐待防止法等に基づ
　　き、住民基本台帳の閲覧や住民票の写し等の交付を制限されている
　　場合。

【新規】
　※第２項３から一部移動
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令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

207 本編 2 2 7 2 247 修正

第２項　行方不明者　の捜索
　行方不明者の捜索は、関係機関・団体と緊密な連携をとり、早急に実施
するものとする。
　また、災害時における行方不明者の捜索については、災害救助法適用の
有無に関わらず、市が災害救助法及び熊本市災害救助法施行細則を基準と
して実施する。

１　実施機関
　行方不明者の捜索は、市長が、警察、消防、海上保安部、警察医会、警
察歯科医師会等の協力を得て行うものとする。
　市だけでは十分な対応ができない場合、市及び県は、周辺市町村、自衛
隊等に対して応援要請を行い、これらの機関の応援を得て実施するものと
する。

２　行方不明者の捜索
　市は、防災関係機関と連携して行方不明者　の捜索及び行方不明者　に
関する情報収集を行うものとする。
【削除】
【削除】　※第１項へ移動

第２項　行方不明者等の捜索
　【追加】
　※節リード文から移動

【追加】
　※第１項から移動

【追加】
１　市は、防災関係機関と連携して行方不明者等の捜索及び行方不明者
　　等に関する情報収集を行うものとする。
２ 捜索期間は原則として10 日以内とする。
３ 市は、人命救助活動の効率化、円滑化を図るため、県が原則公表す
　 る安否不明者、行方不明者及び死者の情報収集等を行い、必要な情
　 報を県へ報告する。

208 本編 2 2 10 4 3 262 修正

■被災宅地危険度判定の判定内容
　（判定内容の記載が変更）

■被災宅地危険度判定の判定内容
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

209 本編 2 2 13 2 1 267 修正

(2）【略】
(3)　県は、本市における医療ニーズ等の把握に基づいた要請に対し
　 て、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）による活動と並行して、ま
　 た、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）活動の終了以降、日本医師会
　 災害医療チーム（ＪＭＡＴ）、日本赤十字社、独立行政法人国立病
　 機構、独立行政法人地域医療機能推進機構、国立大学病病院、日本
　 災害歯科支援チーム（ＪＤＡＴ）、日本薬剤師会、日本看護協会、
　 日本災害リハビリテーション支援協会（ＪＲＡＴ）、日本栄養士会
　 災害支援チーム（ＪＤＡ－ＤＡＴ）、民間医療機関等からの医療
　 チーム等の派遣を調整・決定する。
(4)【略】
(5)【略】
(6)【略】
(7)【略】

(2）【略】
【追加】

(3)【略】
(4)【略】
(5)【略】
(6)【略】

210 本編 2 2 13 5 269 修正

　医療救護活動を実施する各機関は、職員等の惨事ストレス対策等の実施
に努めるものとする。

　総務局対策部は、　　　　　　　　職員等の惨事ストレス対策等の実施
に努めるものとする。

211 本編 2 2 13 5 269 修正

【削除】 【関連機関】
　総務局

212 本編 2 2 15 1 4 274 修正

別表3-1
【非常災害時の組織、非常災害体制設置及び非常招集に係る判断基準、地
区隊運用】

第１非常災害体制
　その他の要件
　　・市災害警戒本部　　　　　　　が設置され応急活動準備態勢（レベ
　　　ル４）が発令されたとき

第２非常災害体制
　その他の要件
　　・市災害警戒本部　　　　　　　が設置され災害警戒態勢（レベル４
　　　強化）が発令されたとき

別表3-1
【非常災害時の組織、非常災害体制設置及び非常招集に係る判断基準、地
区隊運用】

第１非常災害体制
　その他の要件
　　・市災害警戒本部又は市水防本部が設置され応急活動準備態勢（レベ
　　　ル４）が発令されたとき

第２非常災害体制
　その他の要件
　　・市災害警戒本部又は市水防本部が設置され災害警戒態勢（レベル４
　　　強化）が発令されたとき

213 本編 2 2 15 7 1 278 修正

ア 消防広域応援の要請
　熊本県消防広域応援基本計画に基づく熊本市消防局応援計画・受援計画
（令和6年（2024年）4月 1日改正）の定めるところによる。

ア 消防広域応援の要請
　熊本県消防広域応援基本計画に基づく熊本市消防局応援計画・受援計画
（令和5年（2023年）1月31日改正）の定めるところによる。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

214 本編 2 2 15 7 2 279 修正

２ 受援体制
　【略】熊本県消防広域応援基本計画に基づく熊本市消防局応援計画・受
援計画（令和6年（2024年）4月1日改正）の定めるところによる。

２ 受援体制
　【略】熊本県消防広域応援基本計画に基づく熊本市消防局応援計画・受
援計画（令和4年（2022年）3月31日改正）の定めるところによる。

215 本編 2 2 15 10 280 修正

216 本編 2 2 17 2 284 修正

【関連部局】
全局

【関連部局】
総務局

217 本編 2 2 17 2
284

～285
修正

第２項　緊急通行車両の確認
　市長は、公安委員会が災害対策基本法第76条に基づく通行の禁止又は制
限を行った場合、県知事又は公安委員会へ申し出て、緊急通行車両として
の確認を受け、標章及び緊急通行車両確認証明書の交付を受けるものとす
る。
　なお、緊急通行車両の確認事務の省力化、効率化を図るため、災害発生
前にあらかじめ緊急通行車両の確認を受け、標章等の交付を受けるものと
する。
【削除】

【削除】

【削除】

第２項　緊急通行車両の確認
　市長は、公安委員会が災害対策基本法第76条に基づく通行の禁止又は制
限を行った場合、県知事又は公安委員会へ申し出て、緊急通行車両の確認
（証明書及び標章の交付）　　　　　　　　　　　　　を受けるものとす
る。
　【追加】

１　申請手続（申請窓口）
　【略】
２　緊急通行車両の使用
　【略】
３　緊急通行車両の事前届出
　【略】

218 本編 2 2 17 4 2 286 修正

２ 輸送ルートの検討
　輸送ルートは、本部長の指示があった場合、国県が制定する道路啓開計
画に基づき、国県との調整、交通規制の状況を踏まえ、都市建設局対策部
と連携し、災害対策本部にて検討する。

２ 輸送ルートの検討
　輸送ルートは、本部長の指示があった場合、交通規制の状況に応じて都
市建設局対策部が　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　  .
　　　　　　　　　　　　　　　　　　検討する。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

219 本編 2 2 18 1 2 288 修正

(1) 避難の誘導方法
イ　防災関係機関
（ｲ） 高齢者、障がい者、こども、妊産婦等の要配慮者に配意しつつ、
　　　災害発生状況等に応じて効果的な装備資機材を活用し避難誘導を
　　　行うものとする。

(1) 避難の誘導方法
イ　防災関係機関
（ｲ） 高齢者、障がい者、子ども、妊産婦等の要配慮者に配意しつつ、
　　　災害発生状況等に応じて効果的な装備資機材を活用し避難誘導を
　　　行うものとする。

220 本編 2 2 18 2 1 292 修正

(4) 避難所の開設方法及び受入れ
イ　運営・管理
(ｳ)　居住区域の割り振り

【略】特に、高齢者・障がい者・女性やこどもの安心・安全に配慮し、
更衣室、トイレ、洗濯・物干しなどの専用スペースを可能な限り確保する
こととし、乳幼児・妊産婦のいる家族の割り振りは、育児スペース等（大
きさ、配置など）を考慮する。

(4) 避難所の開設方法及び受入れ
イ　運営・管理
(ｳ)　居住区域の割り振り

【略】特に、高齢者・障がい者・女性や子どもの安心・安全に配慮し、
更衣室、トイレ、洗濯・物干しなどの専用スペースを可能な限り確保する
こととし、乳幼児・妊産婦のいる家族の割り振りは、育児スペース等（大
きさ、配置など）を考慮する。

221 本編 2 2 18 2 2 297 修正

（4）避難所の開設方法及び受入れ
【居住スペースの割り振りにおけるポイント】
（4ポつ目）
○高齢者・障がい者・女性やこどもの安心・安全、プライバシーの保
　護、感染症予防に配慮し、段ボールやベニヤ板等で間仕切りを行う。

(4) 避難所の開設方法及び受入れ
【居住スペースの割り振りにおけるポイント】
（4ポつ目）
○高齢者・障がい者・女性や子どもの安心・安全、プライバシーの保
　護、感染症予防に配慮し、段ボールやベニヤ板等で間仕切りを行う。

222 本編 2 2 19 302 修正

第１９節 要配慮者　　　　　　　　　　対策 第１９節 要配慮者（避難行動要支援者）対策

223 本編 2 2 19 1 302 修正

第１項 　　　　　避難行動要支援者　の避難支援等＿＿
　本市では、令和7年度（2025年度）から、災害時要援護者避難支援制度
の対象者を避難行動要支援者名簿に統合するかたちで一本化し、個別避難
計画の作成推進により、避難行動要支援者の実効性ある避難支援が行われ
るよう取り組む。本人等の同意を得た上で、避難行動要支援者名簿情報及
び個別避難計画情報（以下「名簿情報等」という。）を消防機関、熊本県
警察、民生委員・児童委員、市社会福祉協議会、自主防災クラブ等の避難
支援等関係者に提供し、災害時には、避難支援等関係者の協力を得て、名
簿情報等を活用した避難支援等を実施するものとする。＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　【削除】

第１項 要配慮者（避難行動要支援者）の安全・安否確認
　本市では、「熊本市災害時要援護者避難支援制度」を設けて、平成19年
（2007年）10月から災害時に避難支援を必要とする方の登録と個別避難支
援プランづくりを開始した。要援護者情報はシステムで管理し、本人の同
意を得た上で、町内ごとの登録者名簿を民生委員、町内自治会、校区社会
福祉協議会及び自主防災クラブ等の関係団体に提供し、個別避難支援プラ
ンの内容や避難経路の確認とあわせて、日常的な要援護者の見守り活動に
も活用している。そのため、災害発生時には、要援護者情報を活用し、民
生委員、町内自治会、校区社会福祉協議会及び自主防災クラブ等の協力を
得て、安否確認、避難誘導等を実施するものとする。
　今後は、令和7年度（2025年度）からの運用を目指し、災害時要援護者
避難支援制度の対象者と避難行動要支援者を一本化するとともに、令和3
年（2021年）の災害対策基本法の改正により市町村の努力義務とされた、
避難行動要支援者について避難支援等を実施するための計画（以下「個別
避難計画」という。）の作成について、より推進していく体制を構築す
る。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

224 本編 2 2 19 2 302 修正

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、避難行
動要支援者の生命又は身体を保護するために特に必要があるときは、災害
対策基本法第49条の11第3
項及び第49条の15第3項の規定により、避難支援等の実施に必要な限度
で、避難支援等関係者その他の者に＿＿＿＿＿＿＿＿名簿情報等＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿を提供する。この場合におい
ては、名簿情報等を提供することについて本人の同意を得ることを要しな
い。また、名簿情報等の提供を受けた避難支援等関係者は、名簿情報等を
活用し、速やかに避難支援等を実施する。
　【削除】

第２項 避難行動要支援者名簿情報等を提供する時期及び支援等
　災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、避難行
動要支援者の生命又は身体を保護するために特に必要があるときは、災害
対策基本法第49条の11第3
項及び第49条の15第3項の規定により、避難支援等の実施に必要な限度
で、避難支援等関係者その他の者に避難行動要支援者名簿情報及び個別避
難計画情報（以下「名簿情報等」という。）を提供する。＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿また、名簿情報等の提供を受けた避難支援等関係者は、名簿情報等を
活用し、速やかに　　支援等を実施する。
　なお、令和7年度（2025年度）から、災害時要援護者避難支援制度の対
象者と避難行動要支援者を一本化するため、本項は、令和7年度（2025年
度）以降の運用について定めるもの。令和6年度（2024年度）は、「熊本
市避難行動要支援者支援計画」（平成27年5月（令和5年（2023年）5月一
部改定））に従い、運用するものとする。
　【略】
１ 避難支援等関係者
　【略】
２ 名簿情報等を提供する時期
　【略】
３ 名簿情報等を活用した避難支援等
　【略】

225 本編 2 2 19 3 303 修正

第２項 社会福祉施設における対策 第３項 社会福祉施設における対策

226 本編 2 2 19 4 304 修正

第３項 外国人に対する対策 第４項 外国人に対する対策

227 本編 2 2 19 4 3
304～
305

修正

　大規模災害発生時においては、政策局対策部により、外国人避難対応施
設である国際交流会館を避難所として開設するものとする。
　【略】
　あわせて、外国人避難者を把握するために、各避難所での登録状況の把
握や関係機関等への情報収集を行い、野外等の避難者に対してはＳＮＳ等
を活用した状況把握に努めるものとする。

　大規模災害発生時においては、政策局対策部により、外国人避難対応施
設として国際交流会館を避難所として開設するものとする。
　【略】
　併せて　、外国人避難者を把握するために、各避難所での登録状況の把
握や関係機関等への情報収集を行い、野外等の避難者に対してはＳＮＳ等
を活用した状況把握に努めるものとする。

228 本編 2 2 19 5 305 修正

第４項 観光客に対する対策 第５項 観光客に対する対策
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

229 本編 2 2 19 6 305 修正

第５項 熊本県災害派遣福祉チーム（熊本ＤＣＡＴ及び熊本ＤＷＡＴ）
県は、災害発生時に高齢者、障がい者等の要配慮者の支援活動を行う必

要があると判断した場合は、熊本県災害派遣福祉チーム（熊本ＤＣＡＴ及
び熊本ＤＷＡＴ）や災害支援ナースを指定避難所、福祉避難所等に派遣す
る。

第６項 熊本県災害派遣福祉チーム（熊本ＤＣＡＴ　　　　　　）
県は、災害発生時に高齢者、障がい者等の要配慮者の支援活動を行う必

要があると判断した場合は、熊本県災害派遣福祉チーム（熊本ＤＣＡＴ /
　　　　　　　）　　　　　　　　を指定避難所、福祉避難所等に派遣す
る。

230 本編 2 2 19 7 305 修正

第６項 情報の提供 第７項 情報の提供

231 本編 2 2 19 8 306 修正

第７項 生活の支援 第８項 生活の支援

232 本編 2 2 21 1 6 310 修正

６ 給水活動の実施
(2)  給水の方法
ア 給水所への運搬
　 上下水道局は、配水池等から給水所へ水を運搬する。
　 運搬に際しては、給水車等を使用する。
　 なお、配水池等において給水するときは、応急給水栓等で行う　　。
イ 【略】
ウ 貯水機能付給水管での給水
　 貯水機能付給水管が整備してある避難所では、避難所担当職員や避難
　 所運営委員会と協議の上、貯水機能付給水管への給水を行う。

６ 給水活動の実施
(2)  給水の方法
ア 給水所への運搬
　 上下水道局は、配水池等から給水所へ水を運搬する。
　 運搬に際しては、給水車　を使用する。
　 なお、配水池等において給水するときは、応急給水栓等を設置する。
イ 【略】
ウ 貯水機能付給水管での給水
　 貯水機能付給水管が整備してある避難所では、避難所担当職員や避難
 　所運営委員会と協議の上、　　　　　 給水管への給水を行う。

233 本編 2 2 21 2 1 312 修正

(2) 把握方法
応急食糧の必要数の把握については、本部で情報の一元化を図るととも

に、避難所に避難している被災者の他、各区対策部、他の関係部局、関係
機関、町内自治会及び自主防災組織等の協力を得て、在宅避難者や車中泊
避難者についても必要数を把握するよう努めるものとする。

(2) 把握方法
応急食糧の必要数の把握については、本部で情報の一元化を図るととも

に、避難所に避難している被災者の他、各区対策部、他の関係部局、関係
機関、町内自治会及び自主防災組織等の協力を得て、在宅避難者 　　　/
　　　についても必要数を把握するよう努めるものとする。

234 本編 2 2 21 3 1 313 修正

(2) 把握方法
生活必需品の必要数の把握については、本部で情報の一元化を図るとと

もに、避難所に避難している被災者の他、避難所運営委員会、各区対策
部、健康福祉局対策部、他の関係部局、関係機関、町内自治会及び自主防
災クラブ等の協力を得て、在宅避難者や車中泊　　　避難者についても必
要数を把握するよう努めるものとする。

(2) 把握方法
生活必需品の必要数の把握については、本部で情報の一元化を図るとと

もに、避難所に避難している被災者の他、避難所運営委員会、各区対策
部、健康福祉局対策部、他の関係部局、関係機関、町内自治会及び自主防
災クラブ等の協力を得て、在宅避難者や屋外（車中）避難者についても必
要数を把握するよう努めるものとする。

235 本編 2 2 21 3 4 314 修正

　【略】
また、センターでは現地ニーズの受入れ窓口となり、物資情報を集約

し、避難所だけでなく在宅避難者や車中泊　　　避難者にも行き渡るよう
に配慮する。

　【略】
また、センターでは現地ニーズの受入れ窓口となり、物資情報を集約

し、避難所だけでなく在宅避難者や屋外（車中）避難者にも行き渡るよう
に配慮する。
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

236 本編 2 2 22 316 修正

第２２節 保健衛生計画
　【略】

特に、高齢者、障がい者、こども、妊産婦等要配慮者の心身の健康状態
には特段の配慮を行い、必要に応じ福祉施設への入所、介護職員等の派
遣、車椅子等の手配等を福祉事業者、ボランティア団体等の協力を得つ
つ、計画的に実施するものとする。

第２２節 保健衛生計画
　【略】

特に、高齢者、障がい者、子ども、妊産婦等要配慮者の心身の健康状態
には特段の配慮を行い、必要に応じ福祉施設への入所、介護職員等の派
遣、車椅子等の手配等を福祉事業者、ボランティア団体等の協力を得つ
つ、計画的に実施するものとする。

237 本編 2 2 22 1 2 317 修正

(4) 災害時感染制御支援チーム等の派遣要請
県及び市は、避難所等における衛生環境を維持するため、必要に応じ、

災害時感染制御支援チーム（ＤＩＣＴ）等の派遣を迅速に要請するものと
する。

【追加】

238 本編 2 2 23 4 319 修正

　大規模な災害が発生し場合、次の2ヶ所に遺体安置所を設置する。
　設置については、①熊本市総合体育館・青年会館、②熊本県立総合体育
館の順とする。

　大規模な災害が発生し場合、次の2ヶ所に遺体安置所を設置する。
　【追加】

239 本編 2 2 23 4 319 修正

【削除】 又、対策本部長は、指定した公共施設、若しくはあらかじめ協力を得た市
内の寺院又は市民の避難状況を考慮した上で公共施設等遺体収容に適当な
場所を選定して、遺体安置所を開設する。なお、適当な既存建物が確保で
きない場合は、天幕等を設置して代用する。

240 本編 2 2 23 5 320 修正

2　上記施設への遺体安置が困難な場合においては、対策本部は、警察
　 と協議し、被害現場付近の適当な場所（寺院、公共建物等）に遺体
 　の安置所を開設し、遺体を安置するものとする。適当な既存建物が
 　確保できない場合は、天幕等を設置して代用する。
　 なお、市は、死者及び行方不明者数を早期に把握し、棺、遺体保全
 　剤等の納棺用品を確保するものとする。

2　上記施設への遺体安置が困難な場合においては、対策本部は、警察
 　と協議し、被害現場付近の適当な場所（寺院、公共建物等）に遺体
　 の安置所を開設し、遺体を安置するものとする。　　　　　　　  .
　 　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　.
　 なお、市は、死者及び行方不明者数を早期に把握し、棺、遺体保全
　 剤等の納棺用品を確保するものとする。

241 本編 2 2 24 7 2 324 修正

大規模災害等の発生時には、民間賃貸住宅の借上げによる賃貸型応急住
宅の提供を行う。また、発生直後から円滑な提供ができるよう、あらかじ
め、必要な体制を整備し、要領等を定めるとともに、平時から防災訓練を
通じて「災害時における民間賃貸住宅の提供に関する協定」を締結する不
動産関係団体との連携を図るものとする。

大規模災害等の発生時には、民間賃貸住宅の借上げによる賃貸型応急住
宅の提供を行う。また、発生直後から円滑な提供ができるよう、あらかじ
め、必要な体制を整備し、要領等を定めるとともに、平時から 　　　　/
　　　「災害時における民間賃貸住宅の提供に関する協定」を締結する不
動産関係団体との連携を図るものとする。

242 本編 2 2 25 2 2 325 修正

　【略】「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル」（令和
5年4月　環境省）等を【略】

　【略】「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル」（平成
29 年9月　環境省）【略】
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

243 本編 2 2 26 2 2 327 修正

■　　処理施設
【削除】

下水道処理施設：○中部浄化センター
　　　　　　　　○東部浄化センター
　　　　　　　　○山鹿浄水センター※
※植木地域のし尿等は山鹿市の山鹿浄水センターにて処理

■市の処理施設
し尿処理施設　：○山鹿植木広域行政事務組合山鹿衛
　　　　　　　　　生処理センター
下水道処理施設：○中部浄化センター
　　　　　　　　○東部浄化センター
　　　　　　　　【追加】
【追加】

244 本編 2 2 27 2 2 331 削除

２ 取水、送水、配水施設
　被害状況の調査結果を早急に検討し、その重要度、応急復旧時間等を勘
案し作業にあたる。原則として、水源側から作業にあたる。また、施設能
力の維持には、電力の供給が重要となるため、　　　　　　　九州電力送
配電(株)に対して優先的供給を要請しつつ、自家発電機の運転を行う。

２ 取水、送水、配水施設
　被害状況の調査結果を早急に検討し、その重要度、応急復旧時間等を勘
案し作業にあたる。原則として、水源側から作業にあたる。また、施設能
力の維持には、電力の供給が重要となるため、九州電力(株)、九州電力送
配電(株)に対して優先的供給を要請しつつ、自家発電機の運転を行う。

245 本編 2 2 30 339 修正

　【削除】

　電力設備の非常災害応急復旧対策については、九州電力株式会社熊本支
店及び九州電力送配電株式会社熊本支社において　、災害対策に万全を期
するため、「防災業務計画」に基づき「非常災害対策本部運営基準」を定
めるとともに各配電事業所・営業所は当該本部に準じて「非常災害対策部
運営基準」を定めている。
※荒尾市（福岡支社管轄）及び阿蘇郡小国町、南小国町、産山村、阿蘇市
波野（大分支社管轄）を除く

　熊本県内における電力の供給は、九州電力株式会社熊本支店（以下「九
電熊本支店」という。）及び、九州電力送配電株式会社熊本支社（以下
「九電送配熊本支社」という。）が荒尾市（福岡支社管轄）及び阿蘇郡小
国町、南小国町、産山村、阿蘇市波野（大分支社管轄）を除き、県下一円
を統括して供給している。
　電力設備の非常災害応急復旧対策について　　　　　　　　　　　　 /
　　　　　　　　　　　　　　　　　　においては、災害対策に万全を期
するため、「防災業務計画」に基づき「非常災害対策本部運営基準」を定
めるとともに各配電事業所・営業所は当該本部に準じて「非常災害対策部
運営基準」を定めている。
【追加】
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

246 本編 2 2 30 339 修正

【削除】

第１項 応急対策の方法
　台風、洪水、地震などにより電力施設に非常災害の発生が予想される場
合、各配電事業所・営業所においては定められた「非常災害対策部運営基
準」に基づいて準備体制を確立し、直ちに「非常災害対策時の指令伝達・
情報連絡系統」（別図）のとおり本店に非常災害対策総本部、支社には非
常災害対策本部、各配電事業所・営業所に非常災害対策部が設置され、必
要な情報の連絡及び対策に対する指令が伝達される。
　また、非常災害が数時間以内に発生することが予想される場合及び発生
した場合は、非常体制を確立し、非常対策に万全を期するものとする。
　なお、南海トラフ地震発生時は、それぞれの対策組織を「非常災害」か
ら「南海トラフ地震」へ名称を変更する。

第１項 電力施設の状況（ 2021.3 月末）
　熊本支社管内の電力施設は91 変電所（1,041ｋW）、26 発電所
（204kw）、送電線（亘長1,352km）及び配電線（亘長22,026km）

第２項 応急対策の方法
　台風、洪水、地震などにより電力施設に非常災害の発生が予想される場
合、各配電事業所・営業所においては定められた「非常災害対策部運営基
準」に基づいて準備体制を確立し、直ちに「非常災害対策時の指令伝達・
情報連絡系統」（別図）のとおり本店に非常災害対策総本部、支社には非
常災害対策本部、各配電事業所・営業所に非常災害対策部が設置され、必
要な情報の連絡及び対策に対する指令が伝達される。
　また、非常災害が数時間以内に発生することが予想される場合及び発生
した場合は、非常体制を確立し、非常対策に万全を期するものとする。
　【追加】

247 本編 2 2 30 3 4 340 修正

■〔別図〕熊本支社非常対策時の指令伝達・情報連絡系（抜粋）

【削除】

■〔別図〕熊本支社非常対策時の指令伝達・情報連絡系（抜粋）
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

248 本編 2 2 30 4 2 341 修正

(2) 防災関係機関との情報連絡及び協力
　市災害対策本部等の情報収集は、　　　　　　　　　九電送配非常災害
対策組織の対策本部要員を、必要に応じて市災害対策本部に派遣し、関係
防災機関との緊密な連携に努めるものとする。

(2) 防災関係機関との情報連絡及び協力
　市災害対策本部等の情報収集は、九電熊本支店及び、九電送配熊本支社
非常災害　対策本部要員を、必要に応じて市災害対策本部に派遣し、関係
防災機関との緊密な連携に努めるものとする。

249 本編 2 2 34 6 2 354 修正

有明広域行政事務組合消防本部　119・0968-73-5272 有明広域行政事務組合消防本部　119・0968-73-5271

250 本編 2 3 1 3 366 修正

国、県及び近隣自治体、電力、通信等のインフラ事業者等の関係機関と緊
密に連携・調整等を行いながら、復旧・復興を円滑に進める。

国や県、近隣自治体　　　　　　　　　　　　　　　 /
等の関係機関と緊密に連携・調整等を行いながら、復旧・復興を円滑に進
める。

251 本編 2 3 3 1 368 修正

　【略】
　あわせて、県等が実施する住家等被害認定の研修会などに参加し、災害
時においては、迅速に被害認定を行うことができるよう職員の技術向上に
努める。

　【略】
　併せて県が　　が実施する住家等被害認定の研修会等　に参加し、災害
時に　　　　　迅速に被害認定を行うことができるよう職員の技術向上に
努める。

252 本編 2 3 3 1 1 368 修正

　災害による住家への被害程度を判定する際　　　は、内閣府の災害の被
害認定基準について（令和3年6月24日付府政防第670号）及び災害に係る
住家の被害認定基準運用指針（令和6年5月　内閣府（防災担当））を基準
とした区分とする。

　災害による住家への被害程度を判定する際の基準は、内閣府の災害の被
害認定基準について（令和3年6月24日付府政防第670号）及び災害に係る
住家の被害認定基準運用指針（令和3年3月　内閣府　　　　　　）を基準
とした区分とする。

253 本編 2 3 3 1 2 370 修正

(2) 被害認定調査のための事前準備
　被害認定調査の実施に係るフロー

⑦調査の実施
　【略】
　(5)調査結果の整理
　(6)判定結果の入力
　(7)り災証明書発行準備完了連絡
　(8)翌日への準備
　　　【削除】　　　　　　　　　　.

　【削除】　　　　.

(2) 被害認定調査のための事前準備
　被害認定調査の実施に係るフロー

⑦調査の実施
　【略】
　(5)調査結果の整理
　【追加】
　【追加】
　(6)翌日への準備
　　　（被災者台帳を作成する場合）

　被災者台帳の作成
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

254 本編 2 3 3 1 2 370 修正

(2) 被害認定調査のための事前準備
　り災証明書の交付に係るフロー

【削除】

❹り災証明書の発行
　(1)申請書の受理
　(2)被害認定調査の依頼
　(3)判定結果の探索
　(4)被害程度の確認・
　　 再調査依頼が可能である旨の周知
　(5)り災証明書の交付（初回）

(2) 被害認定調査のための事前準備
　り災証明書の交付に係るフロー

❹資機材等の調達

❺り災証明書の発行
　(1)申請書の受理
　【追加】
　(2)判定結果の探索
　(3)被害程度の確認・
　　 再調査依頼が可能である旨の周知
　(4)り災証明書の交付（初回）

255 本編 2 3 3 1 3 371 削除

(1) 申請窓口の開設等
（表中）農林水産業申請　申請窓口　【削除】

(1) 申請窓口の開設等
（表中）農林水産業申請　申請窓口　農業支援課

256 本編 2 3 3 1 3 371 修正

(2)被害認定調査の実施
　被災者からり災証明申請を受けた住家等に対し、被害の程度を判定する
ため被害認定調査を実施する。調査体制は1班当たり2～3人を基本構成と
し、災害に係る住家の被害認定基準運用指針（令和6年5月　内閣
府（防災担当））等を基に調査を実施する。

(2)被害認定調査の実施
　被災者からり災証明申請を受けた住家等に対し、被害の程度を判定する
ため被害認定調査を実施する。調査体制は1班当たり2～3人を基本構成と
し、災害に係る住家の被害認定基準運用指針（令和3年3月　内閣
府　　　  　　）等を基に調査を実施する。

257 本編 2 3 3 2 372 修正

　市長は、被災者の援護を総合的かつ効率的に実施するため必要があると
認めるときは、被災者の援護を実施するための基礎となる台帳（以下、
「被災者台帳」という。）を作成することができる。
　また、被災者支援業務の迅速化・効率化のため、被災者台帳の作成にデ
ジタル技術を活用するものとする。

　市長は、被災者の援護を総合的かつ効率的に実施するため必要があると
認めるときは、被災者の援護を実施するための基礎となる台帳（以下、
「被災者台帳」という。）を作成することができる。
　【追加】

258 本編 2 3 4 1 1 380 修正

(3) 対象事業
河川
河川法(昭和39年法律第167号)が適用され、若しくは準用される河川若し
くはその他の河川又はこれらのものの維持管理上必要な堤防、護岸、水
制、床止めその他の施設若しくは沿岸を保全するために防護することを必
要とする河岸。ただし、砂防法（明治30年法律第29号）第3条の2の規定に
よって同法が準用される天然の河岸を除く。

(3) 対象事業
河川
河川法(昭和39年法律第167号)第3条による施設等

259 本編 2 3 4 1 1 380 修正

(3) 対象事業
海岸
国土を保全するために防護することを必要とする海岸又はこれに設置する
堤防、護岸、突堤その他海岸を防護するための施設

(3) 対象事業
海岸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 海岸又はこれに設置する
堤防、護岸、突堤その他海岸を防護するための施設
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令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

260 本編 2 3 4 1 1 380 修正

(3) 対象事業
林地荒廃防止施設
山林砂防施設（立木を除く。）又は海岸砂防施設（防潮堤を含み、立木を
除く。）

(3) 対象事業
山地荒廃防止施設
山地砂防施設（立木を除く。）又は海岸砂防施設（防潮堤を含み、
立木を除く。）

261 本編 2 3 4 1 1 380 修正

(3) 対象事業
地すべり防止施設
地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第2条第3項に規定する地すべり
防止施設

(3) 対象事業
地すべり防止施設
地すべり等防止法　　　　　　　　　　　第2条第3項に規定する　　 /
　　　施設

262 本編 2 3 4 1 1 380 修正

(3) 対象事業
急傾斜地崩壊防止施設
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第
2条第2項に規定する急傾斜地崩壊防止施設

(3) 対象事業
急傾斜地崩壊防止施設
急傾斜地の崩壊による災害　防止に関する法律　　　　　　　　　　 /
第2条第2項に規定する　　　　　　　　施設

263 本編 2 3 4 1 1 380 修正

(3) 対象事業
道路
道路法（昭和27年法律第180号）第2条第1項に規定する道路（道路の附属
物については、主務大臣の指定するものに限る。）

(3) 対象事業
道路
道路法(昭和27年法律第180号)第2条第1項に規定する道路　　　　　　　/
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　/

264 本編 2 3 4 1 1 380 修正

(3) 対象事業
港湾
港湾法（昭和25年法律第218号）第2条第5項に規定する水域施設、外郭施
設、係留施設、廃棄物埋　立　護岸若しくは港湾の利用及び管理上重要な
臨港交通施設又は同法第５５条の３の２第１項に規定する港湾広域防災施
設

(3) 対象事業
港湾
港湾法（昭和25年法律第218号）第2条第5項に規定する水域施設、外郭施
設、係留施設、廃棄物埋め立て護岸又は　　港湾の利用及び管理上重要な
臨港交通施設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　/
　/

265 本編 2 3 4 1 1 380 修正

(3) 対象事業
漁港
漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭和25年法律第137号）第3条に規定
する基本施設又は漁港の利用及び管理上重要な輸送施設

(3) 対象事業
漁港
漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭和25年法律第137号）第3条に規定
する基本施設又は漁港の利用及び管理上重要な運送施設

266 本編 2 3 4 1 1 380 修正

(3) 対象事業
水道
水道法（昭和32年法律第177号）第3条第8項に規定する水道施設（同条第2
項に規定する水道事業又は同条第4項に規定する水道用水供給事業に係る
ものに限る。）又は一般の需要に応じて、給水人口が50 人以上100人以下
である水道（同条第1項に規定する水道をいう。）により水を供給する事
業に係る取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送水施設若しくは配
水施設

(3) 対象事業
【追加】
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令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

267 本編 2 3 4 1 1 380 修正

(3) 対象事業
下水道
下水道法（昭和33年法律第79号）第2条第3号に規定する公共下水道、同条
第4号に規定する流域下水道又は同条第5項に規定する都市下水路

(3) 対象事業
下水道
下水道法（昭和33年法律第79号）第2条第3号、第4号、第5 号及び第6号に
規定する施設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 /

268 本編 2 3 4 1 1 380 修正

(3) 対象事業
公園
都市公園法施行令（昭和31年政令第290号）第31条各号に掲げる施設（主
務大臣の指定するものを除く。）で、都市公園法（昭和31年法律第79号）
第2条第1項に規定する都市公園又は社会資本整備重点計画法施行令（平成
15年政令第162号）第2条第2号に掲げる公園若しくは緑地でその設置に要
する費用の一部を国が補助するものに設けられたもの

(3) 対象事業
公園
都市公園法施行令（昭和31年政令第290号）第25条各号に掲げる施設（主
務大臣の指定するものを除く。）で、都市公園法（昭和31年法律第79号）
第2条第1項に規定する都市公園又は都市公園等整備緊急措置法（昭和47年
法律第67号）第2条第1項第3号に規定する公園若しくは緑地　　　　　　/
　　　　　　　　　　　　　　　　に設けられたもの

269 本編 2 3 4 4 385 修正

【根拠法令】
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症法）

【財政援助を受ける事業等】
〇感染症法に基づく感染症予防事業（消毒等）

【根拠法令】
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律　　　　　.

【財政援助を受ける事業等】
〇感染症の予防及び感染症の患者に対す医療に関する法律に規定する、感
　染症指定医療機関の災害復旧事業（激甚災害のための感染症の予防及び
　感染症の患者に対する医療に関する法律第58条の規定による都道府県、
　保健所を設置する市又は特別区の支弁及び同法第57条第4号の規定によ
　る、東京都の支弁に係る感染症予防事業）

270 本編 3 1 2 3 4 402 修正

(1) 放射性物質及び放射線の特性に関すること
(2) 原子力発電所施設の概要に関すること
(3) 原子力災害とその特性に関すること
(4) 放射線による健康への影響及び放射線防護に関すること
(5) 緊急時に国、県及び市等が講じる対策の内容に関すること
(6) 屋内退避や避難等に関すること
(7) 緊急時にとるべき行動及び避難所での行動等に関すること
(8) 被災した住民等に対する人権侵害の防止に関すること
(9) 安定ヨウ素剤の服用の効果等に関すること　　　　　　　　　　 /
　　　　　　　　　　/
(10) その他原子力防災に関すること

(1) 放射性物質及び放射線の特性に関すること
(2) 原子力　　　施設の概要に関すること
(3) 原子力災害とその特性に関すること
(4) 放射線による健康への影響及び放射線防護に関すること
(5) 緊急時に県や国等　　　が講じる対策の内容に関すること
(6) 屋内退避や避難　に関すること
(7) 緊急時にとるべき行動及び留意事項　　　　に関すること
(8) 放射性物質による汚染の除去に関すること　　 　　/
(9) 放射性物質により汚染されたもの、またはそのおそれのあるものの
　　処理に関すること
【追加】

271 本編 3 4 3 5 2 439 修正

災害の発生を防止し、消防活動の効率的実施を確保するため、消防警戒区
域を設定し災害応急対策従事者以外の立ち入りを制限もしくは禁止し又は
その区域から退去を命ずる。

災害の発生を防止し、消防活動の効率的実施を確保するため、火災警戒区
域を設定し災害応急対策従事者以外の立ち入りを制限もしくは禁止し又は
その区域から退去を命ずる。

272 資料編 - 1 6 3 修正

1-6 日最大風速月別の極値(ｍ/ｓ)
　統計期間（1890/2～2024年）

1-6 日最大風速月別の極値(ｍ/ｓ)
　統計期間（1890/2～2023年）
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

273 資料編 - 1 7 3 修正

1-7 日最大瞬間風速月別の極値(ｍ/ｓ)
　統計期間（1937～2024年）

1-7 日最大瞬間風速月別の極値(ｍ/ｓ)
　統計期間（1937～2023年）

274 資料編 - 1 8 4 修正

1-8 日降水量月別の極値(ｍｍ)
　統計期間（1890/2～2024年）
　３月　143.0　2024年24日

1-8 日降水量月別の極値(ｍｍ)
　統計期間（1890/2～2023年）
　３月　106.1　1966年7日

275 資料編 - 1 9 4 修正

1-9 日最大1時間降水量月別の極値(ｍｍ)
　統計期間（1890/2～2024年）

1-9 日最大1時間降水量月別の極値(ｍｍ)
　統計期間（1890/2～2023年）

276 資料編 - 1 10 5 修正

1-10 台風接近数、日降水量、日最大風速
イ 日降水量の累年順位表
　　　　　統計期間
　熊本　1890/2～2024
　人吉　1943/1～2024
　牛深　1949/7～2024

1-10 台風接近数、日降水量、日最大風速
イ 日降水量の累年順位表
　　　　　統計期間
　熊本　1890/2～2023
　人吉　1943/1～2023
　牛深　1949/7～2023

277 資料編 - 1 10 6 修正

ウ 日最大１時間降水量の累年順位表
　　　　　統計期間
　熊本　1890/2～2024
　人吉　1943/1～2024
　牛深　1949/7～2024

ウ 日最大１時間降水量の累年順位表
　　　　　統計期間
　熊本　1890/2～2023
　人吉　1943/1～2023
　牛深　1949/7～2023

278 資料編 - 1 10 6 修正

エ 日最大風速の累年順位表
　　　　　統計期間
　熊本　1890/2～2024
　人吉　1943/1～2024
　牛深　1949/7～2024

エ 日最大風速の累年順位表
　　　　　統計期間
　熊本　1890/2～2023
　人吉　1943/1～2023
　牛深　1949/7～2023

279 資料編 - 1 10 7 修正

オ 日最大瞬間風速の累年順位表
　　　　　統計期間
　熊本　1890/2～2024
　人吉　1943/1～2024
　牛深　1949/7～2024

オ 日最大瞬間風速の累年順位表
　　　　　統計期間
　熊本　1890/2～2023
　人吉　1943/1～2023
　牛深　1949/7～2023
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

280 資料編 - 1 10 7 修正

令和6年に九州に接近又は上陸した台風の経路図 令和5年に九州に接近又は上陸した台風の経路図

281 資料編 - 1 11 9 修正

1-11 熊本地方気象台における階級別震度観測回数
　 震度　1　2　3　4　5弱　5強　6弱　6強　7　計
昭和3年
　　～
令和5年  9  6  2  0   0    0    0    0   0  17
令和6年 22  5  3  1   0    0    0    0   0  31

1-11 熊本地方気象台における階級別震度観測回数
　 震度　1　2　3　4　5弱　5強　6弱　6強　7　計
昭和3年
　　～
令和5年 35 16  7  0   0    0    0    0   0  58

282 資料編 - 2 5
19

～21
修正

2-5 熊本市防災会議委員名簿

　※令和7年度委員名簿に更新

2-5 熊本市防災会議委員名簿

283 資料編 - 2 7
23

～27
修正

2-7 熊本市災害対策本部規定

　※最新版に更新

2-7 熊本市災害対策本部規定

284 資料編 - 2 8
28

～30
修正

2-8 熊本市災害警戒本部要綱

　※最新版に更新

2-8 熊本市災害警戒本部要綱

285 資料編 - 2 9
31

～33
修正

2-9 災害警戒本部業務細則

　※最新版に更新

2-9 災害警戒本部業務細則
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

286 資料編 - 3 2 3
49

～55
修正

3-2-3 熊本市自主防災クラブ

　※最新版に更新

3-2-3 熊本市自主防災クラブ

287 資料編 - 3 3 92 新規

3-3-5　熊本市の急傾斜地崩壊分布図（各地震の最大震度の重ね合わ
　　　 せ）

【新規】

288 資料編 - 3 3 92 新規

3-3-6　熊本市の液状化分布図 【新規】
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

289 資料編 - 3 3 92 新規

3-3-7　熊本市の津波浸水分布図 【新規】

290 資料編 - 3 3 5 92 修正

3-3-8 熊本市防災アセスメント調査による被害想定 3-3-5 熊本市防災アセスメント調査による被害想定

291 資料編 - 4 1
104

～116
修正

4-1 土砂災害警戒区域等

　※一覧表の更新

4-1 土砂災害警戒区域等

292 資料編 - 4 6
124

～126
修正

4-6 砂防地指定

　※一覧表の更新（岩戸川の追加）

4-6 砂防地指定

293 資料編 - 4 7 2
129

～138
修正

重要水防箇所一覧表（白川水系、緑川水系）

　※令和７年度へ更新

重要水防箇所一覧表（白川水系、緑川水系）

294 資料編 - 4 7 2 139 修正

重要水防箇所一覧表（菊池川水系）

　※令和７年度へ更新

重要水防箇所一覧表（菊池川水系）
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

295 資料編 - 4 7 3 140 修正

県管理河川
重要水防区間一覧表［河川の部］（Ａランク）
10 緑川　浜戸川　熊本土木
熊本市南区富合町硴江～熊本市南区富合町国町
右岸延長　370

県管理河川
重要水防区間一覧表［河川の部］（Ａランク）
10 緑川　浜戸川　熊本土木
熊本市南区富合町硴江～熊本市南区富合町国町
右岸延長　500

296 資料編 - 5 1 2 157 修正

【ホットライン】熊本河川国道事務所
防災情報室
河川副所長
流域治水課長
流域治水課専門官

【ホットライン】熊本河川国道事務所
防災情報室
河川副所長
調査第一課長
水防企画係長

297 資料編 - 5 1 2 160 修正

（４） ライフライン関係企業等との連絡体制の整備
　１） 九州電力送配電㈱との連絡体制
　　ア 【略】
　　イ 管轄区域
○総括：熊本支社　企画業務部　企画管理グループ）
○熊本西配電事業所 【管轄：　（略）　】
○熊本東配電事業所 【管轄：　（略）　】
○玉名配電事業所 【管轄：　（略）　】
○宇城配電事業所 【管轄：　（略）　】
〇大津配電事業所 【管轄：　（略）　】
　　ウ 対応部署
　　【ホットライン】
　熊本支社（配電事業所）
　　総括：企画業務部　企画管理グループ
　　　　　　【略】
　　熊本東(配電グループ)
　　　　　　【略】
　　　　【削除】

　　熊本西(配電グループ)
　　　　　　【略】
　　玉名(配電グループ)
　　　　　　【略】
　　宇城(配電グループ)
　　　　　　【略】
　　大津（配電グループ）
　　　　　　【略】

（４） ライフライン関係企業等との連絡体制の整備
　１） 九州電力(株)　　　との連絡体制
　　ア 【略】
　　イ 管轄区域
○総括：熊本支店 企画・総務部 ：広報グループ
○熊本西営業所　　 【管轄：　（略）　】
○熊本東営業所　　 【管轄：　（略）　】
○玉名営業所　　 【管轄：　（略）　】
○宇城営業所　　 【管轄：　（略）　】
〇大津営業所　　 【管轄：　（略）　】
　　ウ 対応部署
　　【ホットライン】
　熊本支店（営業所）
　　総括：企画・総務部　広報グループ
　　　　　　【略】
　　熊本東(営業グループ)
　　　　　　【略】
　　　　 （営業Ｇ専用電話）
　　　　　　ID：***－******
　　熊本西(営業グループ)
　　　　　　【略】
　　玉名(営業グループ)
　　　　　　【略】
　　宇城(営業グループ)
　　　　　　【略】
　　大津（営業グループ）
　　　　　　【略】
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

298 資料編 - 5 2 4 169 修正

5-2-4 熊本市交通局無線
【略】

5-2-4 熊本市交通局無線
【略】

299 資料編 - 5 2 6 171 修正

5-2-6 特設公衆電話設置一覧
中央区
　熊本商業高等学校　体育館
　湧心館高等学校　体育館
　熊本高等学校　体育館
　濟々黌高等学校　体育館
　熊本工業高等学校　体育館

5-2-6 特設公衆電話設置一覧
中央区
　【追加】

300 資料編 - 5 2 6 172 修正

特設公衆電話設置一覧
東区
　東陵高等学校　体育館
　第二高等学校　体育館

特設公衆電話設置一覧
東区
　【追加】

301 資料編 - 5 2 6 173 修正

特設公衆電話設置一覧
西区
　熊本西高等学校　体育館

特設公衆電話設置一覧
西区
　【追加】

302 資料編 - 5 2 6 174 修正

特設公衆電話設置一覧
南区
　熊本農業高等学校　体育館

特設公衆電話設置一覧
南区
　【追加】

303 資料編 - 6 1 219 修正

九州電力送配電直通電話 九州電力直通電話

304 資料編 - 6 2 220 新規

(1)　消防資機材
　救急資器材
　　メインストレッチャー　　　　　　30
　　電動ストレッチャー　　　　　　　 1
　　全脊柱固定器具（バックボード）　27

(1)　消防資機材
　救急資器材
　　メインストレッチャー　　　　　　30
　　【追加】
　　全脊柱固定器具（バックボード）　27

移動局（10W） くまもとしこうつう101

　　　　↓ 　電車搭載（42両）

移動局（10W） くまもとしこうつう142

【追加】 【追加】 【追加】

【追加】 【追加】 【追加】

移動局（10W） くまもとしこうつう146 　電車搭載（０８０３号車）

移動局（10W） くまもとしこうつう101

　　　　↓ 　電車搭載（42両）

移動局（10W） くまもとしこうつう142

移動局（10W） くまもとしこうつう144 　電車搭載（２４０１号車）

移動局（10W） くまもとしこうつう145 　電車搭載（２４０２号車）

移動局（10W） くまもとしこうつう146 　電車搭載（０８０３号車）

83



№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

305 資料編 - 6 2 220 修正

救急資器材
　オゾン　　　　ロッカー　23

救急資器材
　紫外線殺菌灯付ロッカー　20

306 資料編 - 6 5 255 修正

(4) 消防車両等
　消防局
　　予防部
　　　規制課

(4) 消防車両等
　消防局
　　予防部
　　　指導課

307 資料編 - 6 5 256 修正

⑹　交通局
　適用　　種別　　用途　　台数　　　　その他
乗合電車　中型　　〃　　　56（45編成）〃

⑹　交通局
　適用　　種別　　用途　　台数　　　　その他
乗合電車　中型　　〃　　　54（45編成）〃

308 資料編 - 7 1
259

～301
修正

熊本県消防広域応援基本計画に基づく熊本市消防局応援計画・受援計画

※令和7年4月1日改正へ更新

熊本県消防広域応援基本計画に基づく熊本市消防局応援計画・受援計画

309 資料編 - 7 1 265 修正

【指揮支援隊】
　指揮支援隊　隊員（司令以下）　規制課
　　　　　　　　　　　　　　　　※2箇所

【指揮支援隊】
　指揮支援隊　隊員（司令以下）　指導課
　　　　　　　　　　　　　　　　※2箇所

310 資料編 - 7 1 270 修正

後方支援本部　要員（司令以下）　規制課
　　　　　　　　　　　　　　　　※3箇所

後方支援本部　要員（司令以下）　局指導課
　　　　　　　　　　　　　　　　※3箇所

311 資料編 - 7 1 271 修正

規制課 局指導課

312 資料編 - 7 4 305 修正

予防部
　情報収集班
　　班長　規制課

予防部
　情報収集班
　　班長　指導課

313 資料編 - 7 4 305 修正

地区隊
　署警防班
　　班長　警防課長
　　　　　同副課長

地区隊
　署警防班
　　班長　警防課長
　　　　　　　　　/
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

314 資料編 - 7 4 306 修正

情報整理係
（査察指導班・火災調査班主査）
防災センター係
（予防班主査）
情報収集班
（規制課長）
（規制課副課長）
情報収集係
（設備規制班主査）
危険物処理係
（危険物班・保安班主査）

情報整理係
（火災調査班主査）
防災センター係
（予防班主査）
情報収集班
（指導課長）
（指導課副課長）
情報収集係
（指導班主査）
危険物処理係
（規制班・保安班主査）

315 資料編 - 7 4 307 修正

地区隊　署警防班
（警防課長）
（警防課副課長）

地区隊　署警防班
（警防課長）
　　　　　　　　/

316 資料編 - 8 3
318

～325
修正

8-3 災害協定一覧

　※令和７年度へ更新

8-3 災害協定一覧

317 資料編 - 8 4 326 修正

8-4 災害時における井戸水の提供
地震等の災害により、広域的な断水が発生した場合、上水道が復旧する

までの間、これを補完するものとして民間の事業者が管理する市内にある
井戸の水を応急用の飲料水又は生活用水として地域住民に提供するもの。
また、災害協定に基づく利用が可能な井戸や、市が管理する災害用井戸と
して、駅前広場や地下水位観測用の井戸の一部についても応急用の生活用
水の給水設備として活用する。

8-4 災害時における井戸水の提供
地震等の災害により、広域的な断水が発生した場合、上水道が復旧する

までの間、これを補完するものとして民間の事業者が管理する市内にある
井戸の水を応急用の飲料水又は生活用水として地域住民に提供するもの。
また、市が管理する地下水位観測用　　　　　　　　　　　　　　　　 /
　　　　　　　　　　　　　　　の井戸の一部についても応急用の生活用
水の給水設備として活用する。

318 資料編 - 8 4
326～
330

修正

災害時協力企業井戸一覧

【削除】

西区　７　ワン・ステーションホテル熊本　熊本市西区春日１丁目１３番
１号　飲料用

災害時協力企業井戸一覧

中央区　１０　イオンストア九州（株）イオン熊本中央店　熊本市中央区
大江４丁目２番１号　飲料用

西区　７　ザ・ニューホテル熊本　　　　　熊本市西区春日１丁目１３番
１号　飲料用

319 資料編 - 8 4 330 修正

※肥後銀行の防災井戸：流通団地支店・上熊本支店・渡鹿支店・京塚支
店・秋津支店・肥後銀行事務センター（市内６箇所全て生活用水）
※災害時の帰宅困難者の受け入れ等に関する協定に基づく、㈱九州フィナ
ンシャルグループ（熊本市西区春日１丁目ビル内）所有の井戸は生活用水

※肥後銀行の防災井戸：流通団地支店・上熊本支店・渡鹿支店・京塚支
店・秋津支店・肥後銀行事務センター（市内６箇所全て生活用水）
【追加】
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№ 編 部 章 節 項 目 ページ 区分 「新」 「旧」

令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

320 資料編 - 8 4 331 削除

地下水位観測井戸一覧
【削除】

【略】
【削除】

地下水位観測井戸一覧
南区　1　熊本市南区幸田2丁目4-1　　生活用水
         (幸田まちづくりセンター・公民館）
【略】
南区　３　熊本市南区刈草２丁目１０－１　生活用水
　　　　　（力合小学校）

321 資料編 - 8 4 331 修正

地下水位観測井戸一覧
【表(略)】

災害用井戸一覧

地下水位観測井戸一覧
表(略)

【追加】

322 資料編 - 9 1 333 修正

避難所の供与
(2) 避難所は、学校、公民館等既存建物の利用を原則とするが、これら
　　適当な建物を利用することが困難な場合は、野外に移動可能な施
　　設、車両等を設置し、又はその他の適切な方法により設置する。
(3) 避難所の設置のために支出できる費用は、避難所の設置、維持及び
　　管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材費、建物の使用謝金、器
　　物の使用謝金、借上費又は購入費、光熱水費並びに仮設便所等の設
　　置費（法第４条第２項に規定する避難所については、災害が発生す
　　るおそれがある場合において必要となる別に定める経費）とし
　　て、１人１日当たり３５０円以内とする。

避難所の供与
(2) 避難所は、学校、公民館等既存建物の利用を原則とするが、これら
　　適当な建物を利用することが困難な場合は、野外に仮小屋を設置
　　し、天幕を設営し　、又はその他の適切な方法により設置する。
(3) 避難所の設置のために支出できる費用は、避難所の設置、維持及び
　　管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材費、建物の使用謝金、器
　　物の使用謝金、借上費又は購入費、光熱水費並びに仮設便所等の設
　　置費（法第４条第２項に規定する避難所については、災害が発生す
　　るおそれがある場合において必要となる別に定める経費）とし
　　て、１人１日当たり３３０円以内とする。

323 資料編 - 9 1 333 修正

応急仮設住宅の供与
　省略
　イ　１戸当たりの規模は、応急救助の趣旨を踏まえ、実施主体が地域
　　　の実情、世帯構成等に応じて設定し、その設置のため支出できる
　　　費用は、設置に係る原材料費、労務費、付帯設備工事費、輸送費
　　　及び建築事務費等の一切の経費として、１戸当たり
　　　６，８８３，０００円以内とする。

応急仮設住宅の供与
　省略
　イ　１戸当たりの規模は、応急救助の趣旨を踏まえ、実施主体が地域
　　　の実情、世帯構成等に応じて設定し、その設置のため支出できる
　　　費用は、設置に係る原材料費、労務費、付帯設備工事費、輸送費
　　　及び建築事務費等の一切の経費として、１戸当たり
　　　６，２８５，０００円以内とする。

324 資料編 - 9 1 334 修正

炊き出しその他による食品の供与
(1)～(2)　省略
(3) 炊き出しその他による食品の給与を実施するため支出できる費用
　　は、主食、副食及び燃料等の経費として１人１日当たり1,330円以
　　内とすること。

炊き出しその他による食品の供与
(1)～(2)　省略
(3) 炊き出しその他による食品の給与を実施するため支出できる費用
　　は、主食、副食及び燃料等の経費として１人１日当たり1,180円以
　　内とすること。

325 資料編 - 9 1 334 修正

被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与
　ア　住家の全壊、全焼又は流出により被害を受けた世帯

被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与
　ア　住家の全壊、全焼又は流出により被害を受けた世帯

326 資料編 - 9 1 334 修正

被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与
　イ　住家の半壊、半焼又は床上浸水により被害を受けた世帯

被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与
　イ　住家の半壊、半焼又は床上浸水により被害を受けた世帯
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令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

327 資料編 - 9 1 335 修正

被災した住宅の応急処理
(1) 住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理
　ア　住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理は、災害のため住
　　　家が半壊、半焼又はこれらに準ずる程度の損傷を受け、雨水の浸
　　　入等を放置すれば住家の被害が拡大するおそれがある者に対して
　　　行うものであること。
　イ　住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理は、当該修理が必
　　　要な部分に対し、合成樹脂シート、ロープ、土のう等を用いて行
　　　うものとし、当該修理のために支出できる費用は、1世帯当たり
　　　51,500円以内とすること。
　ウ　住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理は、災害発生の日
　　　から10日以内に完了すること。
(2) 日常生活に必要な最小限度の部分の修理
　ア　日常生活に必要な最小限度の部分の修理は、災害のため、住家が
　　　半壊、半焼若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受け、自らの資
　　　力では応急修理をすることができない者又は大規模な補修を行わ
　　　なければ居住することが困難である程度に住家が半壊した者に対
　　　して行うものであること。
　イ　日常生活に必要な最小限度の部分の修理は、居室、炊事場、便所
　　　等日常生活に必要最小限度の部分に対し、現物をもって行うもの
　　　とし、当該修理のために支出できる費用は、1世帯当たり次に掲
　　　げる額以内とすること。
　　(ｱ) (ｲ)に掲げる世帯以外の世帯　717,000円
　　(ｲ) 半壊又は半焼に準ずる程度の損傷により被害を受けた世帯
　　　　348,000円

被災した住宅の応急処理
(1) 被災した住宅の応急修理は、災害のため住家が半壊若しくは半焼若
　　しくはこれらに準ずる程度の損傷を受け、自らの資力では応急修理
　　をすることができない者又は大規模な補修を行わなければ居住する
　　ことが困難である程度に住家が半壊した者に対して行うものとす
　　る。
(2) 被災した住宅の応急修理は、居室、炊事場、便所等日常生活に必要
　　最小限度の部分に対し、現物をもって行うものとし、その修理のた
　　めに支出できる費用は、一世帯当たり次に掲げる額以内とする。
 　 ア イに掲げる世帯以外の世帯 655,000 円
　　イ 半壊又は半焼に準ずる程度の損傷により被害を受けた世帯
　　　 318,000 円

328 資料編 - 9 1 335 修正

学用品の供与
(3) 学用品の給与のため支出できる費用は、次の額の範囲内とする。
　イ　文房具及び通学用品費
 　(ｱ) 小学校児童　１人当たり５，２００円
　 (ｲ) 中学校生徒　１人当たり５，５００円
　 (ｳ) 高等学校等生徒　１人当たり６，０００円

学用品の供与
(3) 学用品の給与のため支出できる費用は、次の額の範囲内とする。
　イ　文房具及び通学用品費
　 (ｱ) 小学校児童　１人当たり４，７００円
　 (ｲ) 中学校生徒　１人当たり５，０００円
　 (ｳ) 高等学校等生徒　１人当たり５，５００円

329 資料編 - 9 1 335 修正

埋葬
(3) 埋葬のため支出できる費用は、１体当たり大人２２６，１００円以
　　内、小人１８０，８００円以内とすること。

埋葬
(3) 埋葬のため支出できる費用は、１体当たり大人２１３，８００円以
　　内、小人１７０，９００円以内とすること。
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令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

330 資料編 - 9 1 336 修正

死体の処理
(4)
　ア　死体の洗浄、縫合、消毒等の処理のための費用は、１体当たり
　　　３，６００円以内とする。
　イ　死体の一時保存のための費用は、死体を一時収容するための既存
　　　の建物を利用する場合は当該施設の借上費に係る通常の実費と
　　　し、既存の建物を利用できない場合は１体当たり５，７００円以
　　　内とすること。この場合において、死体の一時保存にドライアイ
　　　スの購入費等の経費が必要であるときは、通常の実費を加算でき
　　　るものとする。

死体の処理
(4)
　ア　死体の洗浄、縫合、消毒等の処理のための費用は、１体当たり
　　　３，５００円以内とする。
　イ　死体の一時保存のための費用は、死体を一時収容するための既存
　　　の建物を利用する場合は当該施設の借上費に係る通常の実費と
　　　し、既存の建物を利用できない場合は１体当たり５，４００円以
　　　内とすること。この場合において、死体の一時保存にドライアイ
　　　スの購入費等の経費が必要であるときは、通常の実費を加算でき
　　　るものとする。

331 資料編 - 9 1 336 修正

災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で日常生活に著し
い支障を及ぼしているものの除去
(2) 障害物の除去のため支出できる費用は、ロープ、スコップその他除
　　去のため必要な機械、器具等の借上費又は購入費、輸送費、賃金職
　　員等雇上費等とし、市内において障害物の除去を行った１世帯当た
　　りの平均が１４０，０００円以内とすること。

災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で日常生活に著し
い支障を及ぼしているものの除去
(2) 障害物の除去のため支出できる費用は、ロープ、スコップその他除
　　去のため必要な機械、器具等の借上費又は購入費、輸送費、賃金職
　　員等雇上費等とし、市内において障害物の除去を行った１世帯当た
　　りの平均が１３８，３００円以内とすること。

332 資料編 10 4
367

～401
修正

10-4 災害危険区域内の要配慮者利用施設

　※別添「災害危険区域内の要配慮者利用施設一覧」へ更新

10-4 災害危険区域内の要配慮者利用施設

333 資料編 - 11 1 403 修正

緊急物資輸送登録事業所車両等一覧（R7年1月現在）

　※R7年1月現在に更新

緊急物資輸送登録事業所車両等一覧（R6年1月現在）

334 資料編 - 13 1 408 修正

熊本市救急災害医療協議会運営要綱

　※R6.4.1改定版に更新

熊本市救急災害医療協議会運営要綱

335 資料編 - 13 2 411 削除

【削除】 熊本市救急災害医療協議会委員

336 資料編 - 13 3 422 修正

健康福祉局対策部の役割分担
【福祉総務班】
要援護者支援係　＜係長、係員＞
○要配慮者（高齢者・障がい者・こども等）の安全確保及び支援

健康福祉局対策部の役割分担
【福祉総務班】
要援護者支援係　＜係長、係員＞
○要配慮者（高齢者・障がい者・子ども等）の安全確保及び支援

337 資料編 - 13 3 433 修正

（2）起こりうる状況について
• こどもの情緒に変化が見られる（災害時の恐怖感、退行現象等）

（2）起こりうる状況について
• 子どもの情緒に変化が見られる（災害時の恐怖感、退行現象等）
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令和７年度　熊本市地域防災計画　新旧対照表（案） 別冊２

338 資料編 - 14 1 447 修正

１　基本的方針
（４）避難者想定数及び上記を踏まえ、女性、こども、高齢者、障害者
　　　等の災害弱者の視点を考慮し、災害初動時

１　基本的方針
（４）避難者想定数及び上記を踏まえ、女性、子ども、高齢者、障害者
　　　等の災害弱者の視点を考慮し、災害初動時

339 資料編 14 1 448 修正

Ⅰ　２本マニュアルで使用する用語集
　　校区防災連絡会　　　　　　/

Ⅰ　２本マニュアルで使用する用語集
　　校区防犯連絡会（校区本部）

340 資料編 - 14 1 453 修正

３　整備（購入）計画
　１　食料・生活必需品
　（１）省略
　（２）粉ミルク・液体ミルク

３　整備（購入）計画
　１　食料・生活必需品
　（１）省略
　（２）ミルク　　　　　　　.

341 資料編 - 15 2 544 修正

（６）し尿等の処理施設
　①熊本市処理能力　　中部浄化センター　210㎘/日
　　　　　　　　　　　東部浄化センター　 90㎘/日
　②植木地域処理能力　山鹿浄水センター※121㎘/日
※植木地域のし尿等は、山鹿市の山鹿浄水センターにて処理

（６）し尿　　処理施設
　①旧熊本市処理能力　中部浄化センター210㎘/日
　　　　　　　　　　　東部浄化センター 90㎘/日
　②植木地区処理能力　山鹿衛生処理センター92㎘/日
【追記】

342 資料編 - 16 1 547 修正

参考１　NTT西日本熊本支店　災害対策本部の構成図
 情報統括班
　【副班長】
　　【略】
　　・安全推進担当課長

 お客様対応班
　【副班長】
　　【略】
　　NTTビジネスソリューションズ光ビジネス営業部
　　ビジネス推進部門九州営業担当（熊本）グループ長

参考１　NTT西日本熊本支店　災害対策本部の構成図
 情報統括班
　【副班長】
　　【略】
　　【追加】

 お客様対応班
　【副班長】
　　【略】
　　【追加】

343 資料編 - 16 2 550 修正

第３節　社外機関との協調
２ 防災関係機関との協調
　地方気象台、消防署、自衛隊等防災関係機関とは平常時から協調し、防
災情報の提供、収集等について協定を締結する等、災害時における相互連
携体制を整備しておく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 /

第３節　社外機関との協調
２ 防災関係機関との協調
　地方気象台、消防署、自衛隊等防災関係機関とは平常時から協調し、防
災情報の提供、収集等について協定を締結する等、災害時における相互連
携体制を整備しておく。防災関係機関との対応は別表３のとおりとする。
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別表１
広報班
【九電送配】
　（電力契約本部）
　契約計画担当部長

復旧班
【九州電力】
＜ES事業統括本部火力発電本部＞
火力担当部長
【削除】

別表１
広報班
【九電送配】
　（電力契約本部）
　　契約業務担当部長

復旧班
【九州電力】
＜ES事業統括本部火力発電本部＞
火力担当部長
地熱担当部長

345 資料編 - 16 2 552 修正

別表２
指令伝達及び情報連絡の経路

　　　　対策本部
　　　　　（※）
　　　　対策部
　　　　（※）

（※）
発生事象にあわせて、それぞれの対策組織に「非常災害」「南海トラフ地
震」を付記する。
（例）
非常災害対策総本部
南海トラフ地震対策総本部

別表２
指令伝達及び情報連絡の経路

非常災害対策本部
　　　　　　　　/
非常災害対策部
　　　　　　　/

【追加】

346 資料編 - 17 3 567 修正

第２ 市民税の減免
第３３条　市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち、その必要
　があると認めるものに対し、市民税を減免することができる。
　(1)～(6) 略
　(7) 天災その他これに類する災害により資産につき損失を受けた者
２　前項の規定により　市民税の減免を受けようとする者は、納期限ま
　でに、次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする事由
　を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、
　市長が、当該者が同項各号のいずれかに該当することが明らかであ
　り、かつ、市民税を減免する必要があると認める場合は、この限りで
　ない。
　(1) 年度（法人にあっては法人税額の課税標準の算定期間又は均等割
　　額の算定期間、納期限及び税額）、月別、納期の別及び税額
　(2) 減免を受けようとする事由
３　【略】

第２ 市民税の減免
第３３条　市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち、その必要
　があると認めるものに対し、市民税を減免することができる。
　(1)～(6) 略
　(7) 天災その他これに類する災害により資産につき損失を受けた者
２　前項の規定によって市民税の減免を受けようとする者は、納期限ま
　でに、次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする事由
　を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、
　市長が特に　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　認める場合は、この限りで
　ない。
　(1) 年度（法人にあっては法人税額の課税標準の算定期間又は均等割
　　額の算定期間、納期限及び税額）、月別、納期の別及び税額
　(2) 減免を受けようとする事由
３　【略】
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２　前項の規定により　固定資産税の減免を受けようとする者は、納期
　限までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようと
　する事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。
　ただし、市長が、当該者が所有する固定資産が同項各号のいずれかに
　該当することが明らかであり、かつ、固定資産税を減免する必要があ
　ると認める場合は、この限りでない。
　(1) 納税義務者（所有者以外の使用者が納税義務者である場合におい
　　ては、当該使用者及び所有者の住所及び氏名又は名称）
　(2) 土地にあっては、その所在、地番、地目、地積及び価格
　(3) 家屋にあっては、その所在、家屋番号、種類、構造、床面積及び
　　　価格
　(4) 償却資産にあっては、その所在、種類、数量及び価格
　(5) 減免を受けようとする事由及び前項第３号の固定資産にあって
　　　は、その被害の状況
３　【略】

２　前項の規定によって固定資産税の減免を受けようとする者は、納期
　限までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようと
　する事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。
　ただし、市長が特に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 .
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 .
　　　認める場合は、この限りでない。
　(1) 納税義務者（所有者以外の使用者が納税義務者である場合におい
　　ては、当該使用者及び所有者の住所及び氏名又は名称）
　(2) 土地にあっては、その所在、地番、地目、地積及び価格
　(3) 家屋にあっては、その所在、家屋番号、種類、構造、床面積及び
　　　価格
　(4) 償却資産にあっては、その所在、種類、数量及び価格
　(5) 減免を受けようとする事由及び前項第３号の固定資産にあって
　　　は、その被害の状況
３　【略】

348 資料編 - 17 3 568 修正

第４ 軽自動車税種別割の減免
第６７条　市長は、災害その他特別の事情により特に必要と認める軽自
　動車等に対しては、種別割を減免することができる。ただし、減免す
　べき事由が発生した日前に納期限を経過しているものについては、こ
　の限りでない。
２　前項の規定により　種別割の減免を受けようとする者は、納期限ま
　でに、当該軽自動車等について減免を受けようとする事由その他必要
　な事項を記載した申請書を市長に提出しなければならない。ただし、
　市長が、当該軽自動車等が同項の軽自動車等に該当することが明らか
　であり、かつ、種別割を減免する必要があると認める場合は、この限
　りでない。
３　【略】

第４　軽自動車税種別割の減免
第６７条　市長は、災害その他特別の事情により特に必要と認める軽自
　動車等に対しては、種別割を減免することができる。ただし、減免す
　べき事由が発生した日前に納期限を経過しているものについては、こ
　の限りでない。
２　前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納期限ま
　でに、当該軽自動車等について減免を受けようとする事由その他必要
　な事項を記載した申請書を市長に提出しなければならない。ただし、
　市長が特に　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 　 .
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　認める場合は、この限
　りでない。
３　【略】
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第５　事業所税の減免
第１４４条　市長は、天災その他特別の事情がある場合において事業所
　税の減免を必要とすると認める者その他特別の事情がある者に限り、
　事業所税を減免することができる。
２　前項の規定により　事業所税の減免を受けようとする者は、納期限
　までに、次に掲げる事項を記載した申請書に、その事由を証明する書
　類を添えて、これを市長に申請しなければならない。ただし、市長
　が、当該者が同項に規定する者に該当することが明らかであり、か
　つ、事業所税を減免する必要があると認める場合は、この限りでな
　い。
　(1) 住所及び氏名又は名称
　(2) 事業所等の所在地
　(3) 減免を受けようとする事由
　(4) 前３号に掲げるもののほか、市長において必要があると認める事
　　　項
３　【略】

第５　事業所税の減免
第１４４条　市長は、天災その他特別の事情がある場合において事業所
　税の減免を必要とすると認める者その他特別の事情がある者に限り、
　事業所税を減免することができる。
２　前項の規定によって事業所税の減免を受けようとする者は、納期限
　までに、次に掲げる事項を記載した申請書に、その事由を証明する書
　類を添えて、これを市長に申請しなければならない。ただし、市長
　が特に　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　認める場合は、この限りでな
　い。
　(1) 住所及び氏名又は名称
　(2) 事業所等の所在地
　(3) 減免を受けようとする事由
　(4) 前各号に掲げるもののほか、市長において必要があると認める事
　　　項
３　【略】
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【所管課：熊本市医療対策課】
1 熊本中央病院 南区田井島１丁目５－１ ○ ○ ○

2 御幸病院 南区御幸笛田６丁目７－４０ ○ ○

3 西村内科・脳神経外科病院 中央区南熊本２丁目７－７ ○

4 夢眠ホスピタルくまもと 南区御幸笛田２丁目１５－６ ○ ○

5 悠愛病院 東区画図町下無田１１３９ ○ ○

6 整形外科　井上病院 中央区本荘町６４４ ○

7 あきた病院 南区会富町１１２０ ○ ○ ○ ○ ○

8 嶋田病院 中央区練兵町２４番地 ○ ○ ○

9 済生会熊本病院 南区近見５丁目３－１ ○ ○

10 川野病院 中央区大江６丁目２５－１ ○ ○ ○

11 陣内病院 中央区九品寺６丁目２－３ ○

12 本庄内科病院 東区新外３丁目９番１号 ○

13 熊本泌尿器科病院 中央区新町４丁目７－２２ ○ ○ ○

14 田上心臓リハビリテーション病院 中央区南千反畑町１０－３ ○

15 熊本大学病院 中央区本荘１丁目１－１ ○

16 くまもと江津湖療育医療センター 東区画図町大字重富５７５ ○ ○

17 くまもと在宅支援病院 東区三郎１丁目１２－２５ ○

18 自衛隊熊本病院 東区東本町１５－１ ○

19 熊本赤十字病院 東区長嶺南２丁目１－１ ○

20 熊本内科病院 中央区手取本町７－１ ○

21 江南病院 中央区渡鹿５丁目１－３７ ○

22 くまもと青明病院 中央区渡鹿５丁目１－３７ ○

23 九州記念病院 中央区水前寺公園３－３８ ○ ○ ○

24 杉村病院 中央区本荘３丁目７－１８ ○

25 南熊本病院 中央区南熊本３丁目７－２７ ○

26 一般社団法人 熊本市医師会 熊本地域医療センター 中央区本荘５丁目１６-１０ ○

27 桜十字病院 南区御幸木部１丁目１－１ ○ ○

28 ニキ　ハーティー　ホスピタル 東区月出４丁目６－１００ ○

29 日隈病院 中央区萩原町９－３０ ○

30 比企病院 東区尾ノ上３丁目１－３４ ○

31 成尾整形外科病院 中央区岡田町１２－２４ ○ ○

32 イエズスの聖心病院 西区上熊本２丁目１１-２４ ○ ○ ○

33 表参道 吉田病院 中央区北千反畑町２－５ ○

34 龍田病院 中央区黒髪６丁目１２番５１号 ○

35 独立行政法人国立病院機構　熊本医療センター 中央区二の丸１番５号 ○

36 城山病院 西区上代９丁目２－２０ ○ ○ ○ ○

37 医療法人　金澤会　青磁野リハビリテーション病院 西区島崎２丁目２２番１５号 ○ ○

38 熊本第一病院 南区田迎町田井島２２４ ○ ○ ○

39 山口病院 西区田崎３丁目１－１７ ○ ○ ○

40 上代成城病院 西区上代２丁目２番２５号 ○ ○ ○

41 くまもと成城病院 北区室園町１０－１７ ○ ○

42 医療法人　聖粒会　慈恵病院 西区島崎６丁目１番２７号 ○ ○

43 朝日野総合病院 北区室園町１２番１０号 ○ ○

44 出田眼科病院 中央区西唐人町３９番地 ○ ○ ○

45 社会医療法人　愛育会　福田病院 中央区新町２丁目２－６ ○ ○ ○

46 くまもと乳腺外科病院 中央区南熊本４丁目３-５ ○

47 サキサカ病院 中央区新町２丁目１０番２７号 ○ ○ ○

48 熊本県立こころの医療センター 南区富合町平原３９１ ○ ○ ○ ○

49 十善病院 中央区南熊本３丁目６－３４ ○

50 伊東歯科口腔病院 中央区子飼本町４番１４号 ○

51 小林病院 南区城南町隈庄５７４ ○ ○

52 熊本整形外科病院 中央区新屋敷１丁目１７番１号 ○

53 熊本市立熊本市民病院 東区東町４丁目１番６０号 ○

54 熊本脳神経外科病院 中央区本荘６丁目１－２１ ○

55 平成とうや病院 南区出仲間８丁目２－１５ ○

56 医療法人　憲和会　南部中央病院 南区南高江６丁目２番２４号 ○ ○ ○

57 熊本託麻台リハビリテーション病院 中央区帯山８丁目２-１ ○

58 森病院 南区近見１丁目１６番１６号 ○

59 にしくまもと病院 南区富合町古閑１０１２番地 ○ ○ ○ ○

60 ウィメンズクリニック　グリーンヒル 東区戸島西３丁目１番１００号 ○

61 ソフィアレディースクリニック水道町 中央区水道町９番５－１ ○

62 松元整形・外科 北区飛田４丁目１０－１０ ○

63 水本整形外科・内科クリニック 中央区国府２丁目１７－３４ ○ ○ ○

64 田嶋外科内科医院 西区田崎２丁目２－４８ ○ ○ ○

65 大隈整形外科医院 南区城南町千町２０５２－２ ○

66 あけぼのクリニック 南区白藤５丁目１－１ ○ ○

67 水前寺大腸肛門科医院 中央区水前寺３－５－１１ ○ ○ ○

68 天神内科医院 中央区大江６－２２－２２ ○

69 日本赤十字社熊本健康管理センター 東区長嶺南２－１－１ ○

70 桑原クリニック 中央区南熊本２－１１－２７ ○

71 石川整形外科リウマチ科 南区田井島２丁目３-４７ ○

72 蛇島肛門科外科 中央区出水１－６－１３ ○ ○ ○

73 鳥谷医院 中央区九品寺５－７－１２ ○

74 熊本眼科医院 中央区九品寺２－２－１ ○

75 石原・伊牟田内科 中央区水前寺２－１９－８ ○

76 仁誠会クリニック新屋敷 中央区新屋敷１丁目１４－２ ○

77 六反田内科・循環器科 南区島町４丁目１４－３０ ○

78 柴田内科・柴田整形外科 中央区内坪井町２番５号 ○ ○

79 服部胃腸科 中央区新町２丁目１２－３５ ○ ○ ○

80 宮本内科小児科医院 中央区細工町４丁目２１番地 ○ ○ ○
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81 小堀胃腸科外科 中央区黒髪２丁目３２番３号 ○

82 稲葉内科医院 西区花園１丁目２０番６０号 ○ ○ ○

83 上熊本内科 西区上熊本１丁目３－４ ○ ○ ○

84 堀尾内科医院 西区河内町船津２９４５－１ ○ ○

85 東熊クリニック 東区戸島西三丁目７番１５号 ○

86 しみず整形外科内科クリニック 南区出仲間６丁目１１番１号 ○ ○

87 えず総合診療所 東区画図町重富５１０番１号 ○ ○

88 外科内科　池田医院 中央区八王寺町１２－３１ ○

89 熊本田崎クリニック 西区田崎２丁目５―３０ ○ ○ ○

90 仁誠会クリニックながみね 東区戸島西２丁目３－１０ ○

91 大宮整形外科医院 南区南高江７－９－５２ ○ ○ ○

92 アラキ整形外科 西区春日３丁目１番２０号 ○

93 田代産婦人科医院 中央区大江４丁目５－５ ○

94 仁誠会クリニック黒髪 中央区黒髪６丁目２９－３７ ○

95 森永上野胃・腸・肛門科 中央区坪井６丁目２２-１ ○ ○

96 外間整形外科医院 西区上熊本２丁目１３－１２ ○ ○ ○

97 越山眼科医院 東区錦ヶ丘３２－２５ ○

98 上野クリニック 中央区本荘町６７１－１ ○

99 村上クリニック 中央区迎町１丁目１－１３ ○

100 魚返クリニック 東区三郎２丁目１－１７ ○

101 ＡＲＴ女性クリニック 東区神水本町２５番１８号 ○

102 福永耳鼻咽喉科医院 中央区新屋敷１－２１－７ ○

103 中嶋内科 北区硯川町１１３４ ○

104 くまもと令和クリニック 中央区新市街７－１７ ○

105 阿部内科医院 中央区本荘６丁目１２－１４ ○

106 八木産婦人科医院 中央区水前寺１－１９－５ ○ ○ ○

107 渡辺医院 東区画図町下無田１４６５－１ ○ ○ ○

108 陸上自衛隊健軍駐とん地医務室 東区東町１－１－１ ○

109 鶴田胃腸科内科医院 中央区坪井１丁目９－２６ ○ ○

110 良町ふくしまクリニック 南区良町４丁目１番８０号 ○ ○

111 森川レディースクリニック 中央区水前寺６丁目３１－１ ○

112 ゆのはら産婦人科医院 中央区南熊本５－９－３ ○

113 末次内科 西区上高橋２丁目１３－６ ○ ○ ○ ○

114 うちの産婦人科 南区八幡５丁目１０－１２ ○ ○

115 よしむら産婦人科皮ふ科クリニック 中央区子飼本町６－２０ ○

116 うらさき檸檬助産院 東区江津１丁目１２-８ ○ ○ ○

【所管課：熊本市教育政策課】
1 壺川小学校 中央区壺川１丁目４番５号 ○ ○

2 碩台小学校 中央区井川淵町４番８号 ○

3 白川小学校 中央区新屋敷１丁目７番１３号 ○

4 城東小学校 中央区千葉城町５番１号 ○ ○

5 慶徳小学校 中央区山崎町７２番地 ○ ○ ○

6 一新小学校 中央区新町３丁目１０番４５号 ○ ○ ○

7 五福小学校 中央区細工町２丁目２５番地 ○ ○ ○

8 向山小学校 中央区本山４丁目５番１１号 ○

9 黒髪小学校 中央区黒髪２丁目２番１号 ○

10 本荘小学校 中央区本荘６丁目５番４７号 ○

11 春竹小学校 中央区琴平１丁目９番４３号 ○

12 古町小学校 西区二本木４丁目９番６５号 ○ ○ ○

13 春日小学校 西区春日５丁目３番５号 ○ ○ ○ ○

14 花園小学校 西区花園６丁目９番１５号 ○

15 池田小学校 西区池田１丁目２８番５号 ○

16 出水小学校 中央区出水１丁目１番７５号 ○ ○ ○

17 白坪小学校 西区蓮台寺４丁目４番１号 ○ ○ ○

18 画図小学校 東区下江津８丁目１番６号 ○ ○ ○

19 日吉小学校 南区近見１丁目９番３０号 ○

20 川尻小学校 南区川尻４丁目１番１号 ○ ○

21 力合小学校 南区刈草２丁目１０番１号 ○ ○

22 御幸小学校 南区御幸笛田７丁目１６番１号 ○ ○

23 田迎小学校 南区出仲間８丁目３番３０号 ○ ○

24 高橋小学校 西区高橋町１丁目６番１号 ○ ○ ○

25 池上小学校 西区池上町８５０番地 ○ ○ ○

26 城山小学校 西区城山大塘１丁目２３番１号 ○ ○ ○

27 秋津小学校 東区秋津３丁目９番２０号 ○

28 小島小学校 西区小島７丁目９番１号 ○ ○ ○

29 中島小学校 西区中島町５３８番地 ○ ○ ○ ○ ○

30 白山小学校 中央区菅原町９番１号 ○ ○

31 尾ノ上小学校 東区尾ノ上２丁目８番１号 ○

32 月出小学校 東区月出６丁目２番４０号 ○

33 出水南小学校 中央区出水４丁目１番１号 ○ ○ ○

34 健軍東小学校 東区東町４丁目１５番２号 ○

35 城南小学校 南区南高江４丁目２番７０号 ○ ○ ○

36 田迎南小学校 南区田井島３丁目１２番１号 ○ ○

37 西里小学校 北区下硯川町１７８４番地 ○

38 芳野小学校 西区河内町野出１４１９番地 ○

39 河内小学校 西区河内町船津２５０５番地２ ○ ○

40 飽田東小学校 南区砂原町１１５番地 ○

41 飽田南小学校 南区護藤町９９９番地 ○ ○

42 飽田西小学校 南区並建町１００５番地 ○ ○ ○ ○ ○

43 中緑小学校 南区美登里町８００番地 ○ ○ ○ ○
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44 銭塘小学校 南区銭塘町９９０番地 ○ ○ ○ ○

45 奥古閑小学校 南区奥古閑町４０７２番地 ○ ○ ○ ○

46 川口小学校 南区川口町３０４５番地 ○ ○ ○ ○

47 長嶺小学校 東区長嶺南７丁目２２番１号 ○

48 日吉東小学校 南区近見５丁目１番１号 ○ ○

49 富合小学校 南区富合町清藤４７２番地 ○ ○ ○ ○

50 杉上小学校 南区城南町永５０５番地１ ○

51 菱形小学校 北区植木町円台寺１２４番地 ○

52 田迎西小学校 南区馬渡２丁目５番１号 ○ ○

53 力合西小学校 南区荒尾１丁目１１番１号 ○

54 出水中学校 中央区出水５丁目３番１号 ○

55 白川中学校 中央区大江３丁目１番１２号 ○

56 藤園中学校 中央区千葉城町５番２号 ○ ○

57 花陵中学校 西区八島２丁目１４番１号 ○ ○ ○

58 城南中学校 南区八幡８丁目１番１号 ○ ○

59 京陵中学校清水が丘分校 北区打越町３８番１号 ○

60 西山中学校 中央区島崎１丁目２７番１号 ○ ○ ○

61 江南中学校 中央区本山町７５番地 ○

62 江原中学校 中央区琴平２丁目９番５９号 ○

63 竜南中学校 中央区坪井４丁目１６番１号 ○ ○

64 託麻中学校 南区出仲間６丁目４番１号 ○ ○

65 三和中学校 西区上高橋１丁目４番１号 ○ ○ ○ ○

66 城西中学校 西区小島８丁目１７番１号 ○ ○ ○ ○

67 東野中学校 東区東野３丁目６番５０号 ○

68 東町中学校 東区東町４丁目１５番１号 ○

69 出水南中学校 中央区出水７丁目８６番１号 ○ ○ ○

70 井芹中学校 西区上熊本３丁目２７番１号 ○ ○ ○

71 河内中学校 西区河内町船津２４７０番地１ ○ ○

72 飽田中学校 南区孫代町７２番地 ○

73 天明中学校 南区奥古閑町２１４６番地１ ○ ○ ○ ○

74 長嶺中学校 東区長嶺南７丁目２１番４０号 ○

75 力合中学校 南区島町５丁目８番１号 ○ ○

76 龍田中学校 北区龍田７丁目８番１号 ○

77 日吉中学校 南区近見５丁目５番１号 ○ ○

78 富合中学校 南区富合町平原５６番地 ○ ○ ○ ○

79 下益城城南中学校 南区城南町宮地１０２０番地１ ○

80 植木北中学校 北区植木町舟島４５５番地１ ○ ○ ○ ○

81 必由館高等学校 中央区坪井４丁目１５番１号 ○ ○

82 千原台高等学校 西区島崎２丁目３７番１号 ○ ○

83 碩台幼稚園 中央区南千反畑町１５番２３号 ○

84 一新幼稚園 中央区新町１丁目１０番３８号 ○ ○ ○

85 向山幼稚園 中央区本山４丁目５番２号 ○

86 古町幼稚園 西区二本木４丁目４番１３号 ○ ○ ○

87 川尻幼稚園 南区川尻４丁目１番７０号 ○ ○

88 隈庄幼稚園 南区城南町宮地１００９番地 ○ ○

89 平成さくら支援学校 南区平成２丁目２０番１号 ○

90 あおば支援学校 中央区千葉城町５番３号 ○ ○

91 総合ビジネス専門学校 西区上熊本３丁目２５番５号 ○ ○ ○

【所管課：熊本市健康福祉政策課】
1 熊本市南部在宅福祉センター 南区日吉１丁目４−１５ ○ ○

【所管課：熊本市介護事業指導課】
1 ヴィラ・ながみね 東区長嶺南四丁目１２番６５号 ○

2 こぼり苑デイサービスセンター 南区護藤町１５８６番地 ○ ○

3
社会福祉法人  聖母会  聖母の丘指定通所介護事業
所

西区島崎六丁目１番２７号 ○ ○

4 三和荘通所介護事業所 西区城山大塘四丁目１番１５号 ○ ○ ○

5 リバーサイド熊本通所介護 西区河内町野出１９３６番地１ ○ ○

6 シルバー日吉デイサービスセンター 南区平成二丁目６番９号 ○

7 花みずき通所介護事業所 中央区出水七丁目９０番１号 ○ ○

8 みゆき園デイサービスセンター通所介護事業所 南区御幸笛田六丁目６番７１号 ○ ○

9 ユーカリ苑デイサービスセンター 中央区黒髪五丁目２３番１号 ○

10 デイサービスセンターハーモニー 東区秋津町秋田１７１番地３ ○

11 デイサービスセンターなかよし 東区尾ノ上三丁目３番１号 ○

12 デイサービスセンターなのはな 南区会富町１１２０番地 ○ ○

13 天寿園デイサービスセンター 南区奥古閑町４３７５番地１ ○ ○ ○ ○

14 長寿の里デイサービスセンター 西区城山薬師二丁目１０番１０号 ○ ○

15 秋津デイサービスセンター 東区秋津三丁目１７番１７号 ○

16 中央デイサービスセンター 中央区壺川二丁目３番８５号 ○ ○

17 くまもとケアセンターそよ風 東区山ノ内三丁目９番２７号 ○

18 デイサービスセンターヴィーヴルへいせい 南区田迎一丁目７番９号 ○

19 生活リハビリ館 西区上代一丁目１９番１０号 ○ ○ ○

20 デイサービスセンター すずめ 東区画図東一丁目８番４８号 ○ ○ ○

21 インターケアデイサービスセンター 西区谷尾崎町９８５番地６ ○ ○ ○

22 ヴィラ・九品寺 中央区九品寺三丁目９番３８号 ○

23 デイサービスさんくす 南区南高江５丁目１-５６ ○ ○ ○

24 リハビリケアセンター 中央区紺屋町二丁目２８番地 ○

25 デイサービスセンターテラス江津湖 東区広木町６番１号 ○

26 三和苑デイサービスセンター 西区城山下代三丁目６番５号 ○ ○

27 デイサービス刈草３丁目 南区刈草３丁目３番１５号 ○ ○

28 デイサービス　ぽぽろ 中央区新大江一丁目９番２７号 ○

29 ケアサポート　メロン 南区日吉二丁目３番地８４号 ○ ○
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【別添】災害危険区域内の要配慮者利用施設一覧 別冊２

30 ヒューマンライフケア細工町の湯
中央区細工町三丁目７番２号細工町ハ
イツ１階

○ ○ ○

31 ケアライフ春日デイサービスセンター 西区春日七丁目１６番１２号 ○ ○ ○

32 黒髪しょうぶ苑デイサービスセンター 中央区黒髪五丁目４番３０号 ○

33 デイサービスセンターみのりのさと 南区城南町六田５３５番地 ○ ○ ○

34 笑みの樹デイサービスセンター 南区御幸笛田五丁目２番８号 ○ ○

35 デイサービスおはな 中央区白山二丁目１１番１６号 ○ ○

36
リハビリテーション重視型デイサービスリハケアく
まもと

南区幸田二丁目１番３２号 ○ ○

37 マノリアル本荘通所介護 中央区本荘五丁目１０番２３号 ○

38 ケアサポートメロン３Ｒ 南区日吉二丁目３番８１号 ○ ○

39 宮原温泉デイサービスだいち 北区植木町宮原３０６番地５ ○ ○

40 セントケア熊本せいら 東区下江津八丁目１０番１４号 ○ ○ ○

41 リハビリデイみなみ 南区川尻四丁目４番２２号 ○ ○

42 デイサービス　ヒルサイドガーデン大樹 南区城南町今吉野９８９番地 ○

43 リハビリテーション・スタジオ　ａｒｕｃｏ 東区新南部一丁目１番６１号 ○ ○

44 リハセンターみどりの樹　琴平 中央区琴平二丁目１番７号 ○

45 パピルス 西区横手五丁目４番１１号 ○ ○

46 歩行リハビリセンター　ＨＯＫＯＲＵ　琴平 中央区琴平二丁目６番４４号 ○

47 リハスタジオ　Ａｓｍｏ 北区龍田町弓削６丁目２６番１号 ○

48 デイサービス　陽向　城南事業所 南区城南町下宮地９１８－２ ○ ○ ○

49 デイサービスセンター　みかんの花 西区池上町７７４番地 ○ ○

50 デイサービスセンター昭和苑 北区植木町田底３３３ ○ ○

51 デイサービス　アルク 西区上代３丁目２番４５号 ○ ○ ○

52 ヒルズ成城遊水公園デイサービスセンター 北区打越町４０番４６号 ○ ○ ○

53 デイサービスひこ 東区三郎二丁目２２番８号（１Ｆ） ○

54
パナソニック　エイジフリーケアセンター上熊本・
デイサービス

西区花園１丁目４番２号 ○ ○ ○

55 デイサービスぽぽろ八王寺 中央区八王寺町１２番３７号 ○

56 ウェルフェア熊本　江津湖店 東区江津１丁目３０-１６ ○ ○ ○

57 デイサービスセンター　みかんの木 西区池上町５１６-１ ○ ○

58 エルダージム横手 西区横手４丁目１０-３３ ○ ○ ○

59 Let’s リハ！近見店 南区日吉１-１-７ ○ ○

60 デイサービスこころ 東区江津３丁目７-２９ ○ ○

61 江津しょうぶ苑デイサービスセンター 東区画図町所島１０２３-１ ○ ○ ○

62 つばき園デイサービスセンター 中央区本山３丁目５-１５ ○

63 デイサービスセンターりんどう 中央区妙体寺町６番６号 ○

64 デイサービス５ 南区白藤２丁目５番１号 ○ ○

65 ツクイ熊本坪井 中央区坪井６丁目３３－２０ ○ ○

66 ツクイ熊本田井島 南区田井島２丁目１番６号 ○ ○

67 機能デイトレ 北区山室６丁目８－１ ○

68
リハビリテーション特化型デイサービス　Ｓｏｗａ
ｋａ

東区月出２丁目４－４２ ○

69 フィットネスデイサービス流れ星 南区並建町５４９番地１ 〇 ○ ○ ○

70 デイサービス　ちひろ 南区良町５丁目１５番地２３号 ○ ○

71 ケアサポートメロンＤＥＫＩＲＵ 南区日吉２丁目１４-１０ ○ ○

72
生活リハビリテーション重視型デイサービス　四季
彩

南区富合町南田尻４７１ ○ ○ ○ ○

73 Ｌｅｔ’ｓヴォルリハ！熊本駅店
西区春日３丁目２４－１JR熊本春日北
ビル２階

〇 〇

74 デイサービスセンター  ゆうとぴあ 南区富合町古閑９９４番地１ ○ ○ ○ ○

75 祥麟館デイサービスセンター 南区城南町沈目１５１３番地 ○ ○

76 デイサービスセンターわらべ 南区富合町木原１４６０番地２ ○ ○ ○ ○

77 デイサービス水前寺 中央区水前寺二丁目１９番８号 ○

78 水前寺しょうぶ苑 中央区水前寺三丁目１３番１０号 ○

79 デイサービスセンター出水 中央区国府二丁目６番９１号 ○ ○ ○

80 デイサービスあやめの里 中央区渡鹿五丁目１７番２６号 ○

81 力合つくし庵デイサービスセンター 南区合志四丁目３番５０号 ○ ○

82 デイサービスセンター創幸
中央区九品寺三丁目１７番２４号九品
寺Ｍ・Ⅱビル１階

○

83 デイサービスこ・こ（Ｃo・Ｃo） 中央区坪井三丁目９番２７号 ○ ○

84 赤い実 中央区水前寺二丁目１８番１２号 ○

85 おとなの学校　花園校 西区花園２丁目１０番１６号 ○

86 てとて 北区西梶尾町３５１番地 ○

87 ほうむ熊本西 中央区島崎５丁目４-３２ ○ ○ ○

88 樹楽団らんの家白石 南区白石町６９８番地 ○ ○

89 デイサービスセンター太陽 南区浜口町７６５番地３ ○ ○ ○

90 デイサービス亀石別荘 西区池亀町１８番２４号 ○

91 デイサービスセンターファインテラス 西区島崎二丁目１１番１３号 ○ ○

92 デイサービスセンターゆるりの家・アクア 南区島町二丁目１３番６号 ○

93 デイサービスセンター　和ごころ 西区八島２丁目４番１８号 ○ ○ ○

94 デイサービス　フォーマルケア夢 南区御幸笛田２丁目２０番５６号 ○ ○

95 デイサービス吾亦紅 南区良町５丁目１２番２８号 ○ ○

96 上通りデイサービス
中央区南坪井町１番２９号高千穂荘１
階

○ ○

97 デイサービス　あい工房木村屋　新町店
中央区新町三丁目４番２号兵庫屋ビル
２階（２０３・２０５号室）

○ ○ ○

98 デイサービス　グッドライフ熊本駅前 西区春日二丁目１番２４号 ○ ○ ○

99 デイサービス　サペリア
中央区大江本町７番地９ビクトリアビ
ル

○

100 デイサービス　サンフラワー 南区城南町隈庄４２２番地 ○ ○ ○

101 エミタスデイサービス薬園町 中央区薬園町３番３２号 ○ ○

102 デイハウス　まきの木 南区城南町宮地１０４０番地 ○

103 デイサービス花スミレ 南区砂原町４４０番地４ ○

104 デイサービス土河原 南区土河原町１９９－１ ○
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【別添】災害危険区域内の要配慮者利用施設一覧 別冊２

105 デイサービスセンター流泳館 西区城山半田四丁目６番１８号 ○ ○

106 小規模デイサービス　フクシア 南区良町五丁目１１番１２号 ○ ○

107 デイサービスななみ 南区富合町杉島１１２７番地 ○ ○ ○ ○

108 デイサービスらくらく尾ノ上 東区尾ノ上１丁目８-１ ○

109 デイサービスかみくま 西区上熊本２丁目１５番２４号 ○ ○ ○

110 あじさいのもり九州 南区砂原町２００番地１ ○

111 リハプライド・平成けやき通り 南区田迎５丁目１０－５ ○ ○

112
リハビリテーション強化型　デイサービスセンター
あ・ふる～る

南区田井島３丁目３－１００ ○ ○

113 デイサービスセンター元気もりもり 南区会富町８６－３ ○ ○

114 デイサービス　あいランド 中央区小沢町３８番地パティナ小沢町 ○ ○ ○

115 つなぐデイサービス 中央区出水７丁目５６－１２ ○ ○

116 あさひデイサービスセンター御幸 南区御幸西一丁目１４番２３号 ○ ○

117 Ｌｅｔ’ｓリハ！Iｎ ｔｈｅ ｍａｌｌ はません店
南区田井島１丁目２－１　ゆめタウン
はません店

○ ○ ○

118 指定地域密着型通所介護　昭孝園 中央区薬園町１０-１７ ○

119 新町フィットネスデイ 中央区新町３丁目８番１８号 ○ ○ ○

120 ゆほびか　デイサービスセンター 中央区国府１丁目３－１０ ○ ○ ○

121 早稲田イーライフ江津湖 中央区出水４－１５－２７ ○ ○ ○

122 Let´s　リハ！富合店 南区富合町清藤３８９ ○ ○ ○ ○

123 ヒューマンライフケアあきつ
東区若葉２丁目１５番２５号モナーク
秋津１階

○

124 Let´ｓリハ！神水店 東区健軍２-２-５ ○

125 デイサービスセンターCocoa 東区新外２丁目１番１５号 ○

126 特養デイサービス琴平本町 中央区琴平本町１０-３２ ○

127 おとなの学校　三郎校 中央区三郎１丁目１番８０号 ○

128 デイサービスセンターまるもり 東区長嶺南四丁目１２－５ ○

129 リハライフ水前寺 中央区水前寺三丁目１２番１７号 ○

130 熊本県身体障害者能力開発センター 東区長嶺南二丁目３番２号 ○

131 デイサービス昭和クラブ 南区城南町下宮地４２９-１ ○

132 デイリハ　おもやい 南区南高江７丁目３番 ○ ○

133 風流街もやい館　デイサービスセンター　五福 中央区細工町４-３４-１ ○ ○ ○

134 デイサービス　からいもさん 北区津浦町３０番５４号 ○

135 海辺を歩けるデイサービス　ホームライフ 西区小島下町４５８９-１ ○ ○

136 永の郷デイサービスセンター 南区城南町永１２０９ ○ ○

137 ディサービスくれよん 南区田井島２-２-１１６ 〇

138 つなぐデイサービス渡瀬 中央区水前寺４丁目７－４０ 〇

139 ユーカリ苑デイサービスセンター 中央区黒髪五丁目２３番１号 ○

140 デイサービスあやめの里 中央区渡鹿五丁目１７番２６号 ○

141 デイハウス　ほのか 中央区東京塚町５番４２－１号 ○

142 江津しょうぶ苑 東区画図町所島１０４０ ○ ○ ○

143 デイサービスしんち 南区八分字町２９１８-１ ○

144 デイサービスセンターなかよしパートⅡ 東区尾ノ上三丁目３番１号 ○

145 青翔苑デイサービスセンター 西区島崎２丁目２１-１０ ○ ○

146 認知症デイサービスセンター　青明 中央区渡鹿五丁目１番３７号 ○

147 デイサービス　あん堵 西区池上町１１３９番地４ ○ ○

148
江津しょうぶ苑　グループホーム　認知症デイサー
ビス

東区画図町所島１０４０番地 ○ ○ ○

149 ケアサポート　メロン 南区日吉二丁目３番８４号 ○ ○

150 デイサービス今町ホーム 南区今町６７９番地１ ○ ○ ○

151 ケアサポート　メロン３Ｒ 南区日吉二丁目３番８１号 ○ ○

152 黒髪しょうぶ苑 中央区黒髪五丁目４番３０号 ○

153
グッドスマイル　いずみの里　デイサービスセン
ター

中央区出水五丁目１１番３８号出水
ガーデンハイツ２棟１階

○ ○ ○

154 グループホーム　ヒューマンケア富合 南区富合町廻江８２９番地１ ○ ○ ○ ○

155 デイサービスセンター　昭和 東区尾ノ上三丁目３番１０７号 ○

156 デイサービス　オハナ 西区松尾２丁目２６－３３ ○ ○ ○

157 そよ風エミテラス　くまもと 東区山ノ内３丁目９番２７号 ○

158 グループホーム  三和の邑 西区城山大塘町四丁目１番１５号 ○ ○ ○

159 グループホーム  あおばの家 西区島崎２－２９－５ ○ ○

160 くまもとケアセンターそよ風 東区山ノ内三丁目９番２７号 ○

161 グループホーム萌 南区会富町１１２０番地 ○ ○ ○ ○ ○

162 グループホーム出水 中央区国府２丁目６番９１号 ○ ○ ○

163 たんぽぽ 北区植木町宮原１７７番地 ○ ○

164 グループホーム　ほたる家 西区河内町野出１９３６番地１ ○ ○

165 グループホーム　虹の家 南区奥古閑町４２９６番地１ ○ ○ ○ ○ ○

166 江津しょうぶ苑グループホーム 東区画図町大字所島１０４０番地 ○ ○ ○

167 グループホーム　ヴィーヴル 南区田迎１－７－２０ ○

168 グループホーム　こ・こ（Ｃｏ･Ｃｏ） 中央区坪井３丁目９番２７号 ○ ○

169 グループホーム　ひばり 南区南高江一丁目３番４６号 ○ ○

170 はなぞのケアセンター　グループホーム 西区花園７丁目２５番２３号 ○ ○

171 鈴の音 中央区国府１丁目３番１５号 ○ ○ ○

172 グループホーム響き 北区室園町１０番６７号 ○ ○

173 グループホームレクエルド　のなか 西区野中三丁目７番２７号 ○ ○ ○

174 グループホームほがらか 南区御幸笛田六丁目６番８８号 ○ ○

175 黒髪しょうぶ苑グループホーム 中央区黒髪五丁目４番３０号 ○

176 グループホーム　こせん 中央区壺川二丁目３番７０号 ○ ○

177 ほのぼの 西区河内町白浜イ２２３８番地 ○

178 グループホーム　はけのみや 北区山室四丁目９番３０号 ○ ○

179 グループホーム昭和 東区尾ノ上三丁目３番１０７号 ○

180 グループホーム　ヒューマンケア富合 南区富合町廻江８２９番地１ ○ ○ ○ ○

181 グループホーム城南スマイル 南区城南町下宮地３９７番地２ ○ ○

182 グループホーム　グッドライフ熊本駅前 西区春日二丁目１番２４号 ○ ○ ○
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183 グループホーム　おりがえ 南区合志四丁目３番６０号 ○ ○

184 認知症高齢者グループホーム　アクア 南区八分字町２２番地１ ○

185 グループホーム聖母の丘 西区島崎六丁目１番２７号 ○ ○

186 グループホームハーモニー 東区秋津町秋田１７１番地２ ○

187 グループホーム画図こもれび 東区画図町所島２０５番地６ ○ ○ ○

188 グループホーム　聖徳苑 西区中原町５０４番地３ ○

189 グループホーム八景水谷 北区八景水谷一丁目５番１号 ○

190
（介護予防）認知症対応型共同生活介護　ステラの
風

南区並建町７５８ ○ ○ ○ ○

191 グループホーム　響き　上代 西区城山上代町６０－１ ○ ○ ○

192 グループホーム　クオン 西区二本木５丁目２番１０号 ○ ○ ○

193 グループホームもねろ 南区富合町菰江２４６番地１ ○ ○ ○

194 グッドスマイル　イズミノソラ　グループホーム 中央区出水七丁目９４番２０号 ○ ○ ○

195 グループホーム　潤 西区戸坂町２３番３１号 ○ ○ ○

196 グループホーム　夢眠くまもとにし 西区城山下代三丁目２番６号 ○ ○

197 認知症高齢者グループホーム　銭塘アクア 南区銭塘町１１７０ ○ ○ ○ ○ ○

198 風流街もやい館　グループホーム　五福 中央区細工町４-３４-１ ○ ○ ○

199 グループホーム永の郷 南区城南町永１２０９ ○ ○

200 グループホーム　道標 南区中無田町６４９番地５ 〇 〇 〇

201 特別養護老人ホーム  みゆき園 南区御幸笛田６－６－７１ ○ ○

202 特別養護老人ホーム  天寿園 南区奥古閑町４３７５－１ ○ ○ ○ ○

203
小規模型ユニット型介護老人福祉施設  リデルホー
ム黒髪

中央区黒髪５丁目２３番１号 ○

204 特別養護老人ホーム  シルバー日吉 南区平成２－６－９ ○

205 特別養護老人ホーム  三和荘 西区城山大塘４丁目１番１５号 ○ ○

206 特別養護老人ホーム  リバーサイド熊本 西区河内町野出１９３６－１ ○ ○

207 特別養護老人ホーム  聖母の丘 西区島崎６－１－２７ ○ ○

208 特別養護老人ホーム  ヴィラ・ながみね 東区長嶺南四丁目１２番６５号 ○

209 特別養護老人ホーム  こぼり苑 南区護藤町１５８６ ○ ○

210 特別養護老人ホーム  花みずき 中央区出水７丁目９０番１号 ○ ○ ○

211 特別養護老人ホーム  ハーモニー 東区秋津町秋田１７１－３ ○

212 特別養護老人ホーム力合つくし庵 南区合志４丁目３番５０号 ○ ○

213 特別養護老人ホーム　川尻ヒルズ 南区南高江７丁目３番 ○ ○

214 特別養護老人ホーム　グッドライフ熊本駅前 西区春日２丁目１番２４号 ○ ○ ○

215 特別養護老人ホーム　輝祥苑 西区戸坂町２３番３５号 ○ ○ ○

216 特別養護老人ホーム　画図重富苑 東区画図町重富９６８番 ○ ○

217 特別養護老人ホーム　琴平本町 中央区琴平本町１０番３２号 ○

218 特別養護老人ホーム  祥麟館 南区城南町沈目１５１３ ○ ○

219 特別養護老人ホーム  ゆうとぴあ 南区富合町古閑９９４－１ ○ ○ ○ ○

220 おとなの学校　八角堂校 西区花園２丁目１０番１６号 ○

221 向山つくし庵 中央区本山１丁目６番１７号 ○

222 特別養護老人ホーム　上熊本苑 西区上熊本３丁目１２番２４号 ○ ○ ○ ○

223 特別養護老人ホーム　みゆき東館 南区御幸笛田６丁目６番７１号 ○ ○

224
地域密着型特別養護老人ホームリバーサイド熊本ユ
ニットホーム

西区河内町野出１９３６-１ ○ ○

225 特別養護老人ホーム　天寿園　青葉 南区奥古閑町４３７５番１ ○ ○ ○ ○

226 地域密着型特別養護老人ホーム　天寿園ＮｅＯ 南区奥古閑町４３４５番地 ○ ○ ○ ○

227 地域密着型特別養護老人ホーム　かわしり御蔵 南区南高江７丁目３番 ○ ○ ○

228 特別養護老人ホーム　小島苑 西区小島５丁目１５番４５号 ○ ○ ○

229 指定短期入所生活介護事業所　ヴィラ・ながみね 東区長嶺南四丁目１２番６５号 ○

230 リバーサイド熊本短期入所生活介護 西区河内町野出１９３６番地１ ○ ○

231 こぼり苑短期入所生活介護事業所 南区護藤町１５８６番地 ○ ○

232 ショートステイハーモニー 東区秋津町秋田１７１番地３ ○

233 みゆき園短期入所生活介護事業所 南区御幸笛田六丁目６番７１号 ○ ○

234 介護付き有料老人ホーム　ローズヴィラマツモト 南区野田二丁目３１番６号 ○ ○

235 天寿園ショートステイ「ふれんど」 南区奥古閑町４３７５番１ ○ ○ ○ ○

236 シルバー日吉ショートステイサービス 南区平成二丁目６番９号 ○

237 花みずき短期入所生活介護事業所 中央区出水七丁目９０番１号 ○ ○

238 三和荘短期入所生活介護事業所 西区城山大塘四丁目１番１５号 ○ ○ ○

239
社会福祉法人聖母会聖母の丘指定短期入所生活介護
事業所

西区島崎六丁目１番２７号 ○ ○

240 力合つくし庵 南区合志４丁目３番５０号 ○ ○

241 おとなの学校　八角堂校 西区花園２丁目１０番１６号 ○

242 向山つくし庵 中央区本山１丁目６番１７号 ○

243 短期入所生活介護事業所　上熊本苑 西区上熊本３丁目１２番２４号 ○ ○ ○ ○

244 みゆき東館　短期入所生活介護事業所 南区御幸笛田６丁目６番７１号 ○ ○

245 短期入所生活介護　川尻ヒルズ 南区南高江７丁目３番 ○ ○

246 ショートステイ　グッドライフ熊本駅前 西区春日２丁目１番２４号 ○ ○ ○

247
リバーサイド熊本　ユニットホーム　短期入所生活
介護

西区河内町野出１９３６-１ ○ ○

248 くまもと龍田翔裕園 北区弓削６丁目６番３１号 ○ ○

249 短期入所生活介護事業所　輝祥苑 西区戸坂町２３番３５号 ○ ○ ○

250 画図重富苑ショートステイ 東区画図町重富９６８番 ○ ○

251 短期入所生活介護　かわしり御蔵 南区南高江７丁目３番 ○ ○ ○

252 短期入所生活介護事業所　小島苑 西区小島５丁目１５番４５号 ○ ○ ○

253 祥麟館ショートステイ 南区城南町沈目１５１３番地 ○ ○

254 ショートステイゆうとぴあ 南区富合町古閑９９４番地１ ○ ○ ○ ○

255 ファインテラスせいじの 西区島崎２丁目１１-１３ ○ ○

256 ココファン神水 中央区神水本町１３－１ ○

257 はっぴぃはうす弐番館 東区尾ノ上４丁目１１番８３号 ○

258 高齢者複合支援施設　八景水谷昭和館 北区山室４丁目９-３０ ○ ○

259 サービス付き高齢者向け住宅　ブロッサムはません 南区田迎４丁目９-１６ ○ ○

260 サンセリテ月出 東区月出２丁目４-２３ ○
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261 ヒルサイドガーデン大樹 南区城南町今吉野９８９番地 ○

262 愛莉園・力合 南区刈草３丁目３番１５号 ○ ○

263 西山の里　和 西区島崎２丁目１８番６４号 ○ ○

264 あんのんらく 西区横手５丁目４-１５ ○ ○

265 寿楽の里　輝 西区横手５丁目４-１３ ○ ○

266 夢眠くまもとにし 西区城山大塘１丁目２４-８ ○ ○ ○

267 吉祥苑　新外 東区新外２丁目１-１５ ○

268 ココファン水前寺 中央区出水１丁目８-２０ ○ ○

269 サービス付き高齢者住宅　杉上 南区城南町高１０９９-３ ○ ○

270 生活リハビリ村 西区上代１丁目１９番１５号 ○ ○ ○

271 サービス付き高齢者向け住宅　福朗 中央区新町１丁目７番９-１ ○ ○ ○

272 パピルス横手 西区横手５丁目４番１１号 ○ ○

273
サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）ホスピタウンハ
ウス

南区富合町古閑１０１２番地
○ ○ ○ ○

274 サンシティハウス 南区御幸笛田３丁目１７-１０ ○ ○ ○

275 ココファン尾ノ上 東区尾ノ上１丁目２５-３０ ○

276 ほくと 西区八島２丁目１３番３９号 ○ ○ ○

277 八王寺の杜 中央区国府３丁目１９-４２ ○ ○

278 なでしこガーデン上熊本 西区上熊本２丁目１５-２４ ○ ○ ○

279 ココファン水前寺公園 中央区水前寺１丁目２４-１ ○ ○

280 ココファン新町 中央区新町１丁目１０-３０ ○ ○ ○

281 ゆほびか水前寺 中央区国府１丁目３-１０ ○ ○ ○

282 サービス付き高齢者向け住宅　くまのしょう 南区城南町下宮地７２２-６ ○ ○

283 ぽぽろハウス 中央区八王寺町１２番３７号 ○

284 水前寺しょうぶ苑 中央区水前寺３丁目１２番１７号 ○

285 ココファン藤崎の杜 中央区井川淵町２-１２ ○

286 サン　あさひの 北区室園町８番１０号 ○ ○

287 サービス付き高齢者住宅・ハピネス 西区島崎２丁目１５-５ ○ ○

288
シニアマンション
ユートピア熊本

東区秋津１丁目１-８ ○

289 ローズヴィラマツモト 南区野田２丁目３１-６ ○ ○

290 グランガーデン熊本 中央区城東町４-７ ○ ○

291 特定施設入居者生活介護　すずめ 東区画図東１丁目８-４８ ○ ○ ○

292 有料老人ホーム　ヴィーヴル 南区田迎１-７-２０ ○

293
住宅型有料老人ホーム
シルバーハウス爽苑

東区画図町重富２０４ ○ ○

294 清祥庵 中央区萩原町９-５２ ○

295 ケアホーム創幸
中央区九品寺３丁目１７-２４九品寺
Ｍ・Ⅱビル２階

○

296 水前寺有料老人ホーム 中央区国府１丁目３-１５（３階部分） ○ ○ ○

297 ホームホスピスあん堵 西区池上町１１３９-４ ○ ○

298 ホスピタルメントさくら西館 南区御幸木部１丁目１番１号 ○ ○

299 山みずき 南区富合町木原１４６１番地１ ○ ○ ○ ○

300 彩（地域密着特定） 南区富合町廻江５９９-１ ○ ○ ○ ○

301 青い鳥・ミチルの家 南区御幸笛田１丁目２-１７ ○ ○

302 インターケア・シニアレジデンス上松尾 西区松尾１丁目７-３２ ○ ○ ○

303 有料老人ホームケアライフ春日 西区春日７丁目１６-１２ ○ ○ ○

304 黒髪しょうぶ苑介護付有料老人ホーム 中央区黒髪５丁目４番３０号 ○

305 介護付有料老人ホーム　稔の里 南区城南町六田５３５番地 ○ ○ ○

306 介護付有料老人ホーム　のどか園 南区富合町榎津４９２番地１ ○ ○ ○ ○

307 有料老人ホーム　江南の杜 中央区本山１丁目５番２０号 ○

308 住宅型有料老人ホーム　おはな 中央区白山２丁目１１番１６号 ○

309 介護付有料老人ホーム　ヒルサイドガーデン　山吹 南区城南町今吉野９８９番地 ○

310 ケアホーム　みやび苑 南区八幡８丁目４-２０ ○ ○

311 有料老人ホーム　はふじ 南区八分字町２９１８-１ ○

312 江津しょうぶ苑介護付有料老人ホーム 東区画図町所島１０３９番地 ○ ○ ○

313 ループたつだ 北区龍田１丁目２番１０号 ○

314 有料老人ホーム高齢者住宅ひかり花園館 西区花園５丁目１１-１６ ○ ○

315 住宅型有料老人ホームマノリアル本荘 中央区本荘五丁目１０番２３号 ○

316 ニチイケアセンター熊本飽田東 南区八分字町４９-１ ○

317 ホスピタルメント桜十字 南区御幸笛田７丁目１３番２１号 ○ ○

318 フォーマルケア　夢 南区御幸笛田２丁目２０番５６号 ○ ○

319 ケアサポートメロン３R 南区日吉２丁目３番８１号 ○ ○

320 ルームス・富合 南区富合町新４２７番地２ ○ ○ ○ ○

321 ルームス・鶴羽田 北区鶴羽田町１０４０番地 ○

322 むつみ・近見 南区近見８丁目１３番８８号 ○ ○ ○

323 ホスピタルメントさくら東館 南区御幸笛田７丁目１５番３号 ○ ○

324 湧水の郷　壱番館 東区江津３丁目７番２９号 ○ ○ ○

325 住宅型有料老人ホーム　ハーベストライフ 南区城南町六田５３９番地１ ○ ○

326 介護付有料老人ホーム　ヴィラ・九品寺 中央区九品寺３丁目９番３号 ○

327 陽向のおうち 南区城南町下宮地９１８-１ ○ ○ ○

328 幸ハウス野中 西区野中３丁目３番２０号 ○ ○ ○

329
介護付き有料老人ホーム
川尻ヒルズ

南区南高江７丁目３番 ○ ○

330 有料老人ホーム　東宮 東区尾ノ上３丁目１番３４号 ○

331 有料老人ホーム　メディケアホーム　ヒルズ成城 北区飛田４丁目５-２０ ○

332 木彩（きいろ） 西区松尾２丁目２２番３４号 ○ ○ ○

333 エミタスガーデン　薬園町 中央区薬園町３－３３ ○

334 レジデンス北熊本 北区飛田四丁目３番８１号 ○

335 住宅型有料老人ホーム　ななみ 南区富合町杉島１１２７番地 ○ ○

336 ケアホーム蓮台寺 西区蓮台寺３丁目４番５号 ○

337 有料老人ホーム　ひかり 西区池上町７７４番地 ○ ○

338 住宅型有料老人ホーム　ケアホーム三郎一丁目 東区三郎１丁目１０番１８号 ○
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【別添】災害危険区域内の要配慮者利用施設一覧 別冊２

339 有料老人ホームてる照２ 南区八分字町２６５６ ○

340 有料老人ホーム赤とんぼ長嶺 東区長嶺南６丁目２５-９７ ○

341 住宅型有料老人ホーム　大瑠璃 東区画図東１丁目１１番１５号 ○ ○ ○

342 住宅型有料老人ホーム　ケアホーム暖家～花梨館 西区二本木２丁目６-６ ○ ○ ○

343
有料老人ホーム　メディケアホーム　ヒルズ成城
遊水公園

北区打越４０-４６番地 ○ ○ ○

344 住宅型有料老人ホーム　ピュアート良町 南区良町５丁目１５番２２号 ○ ○

345 有料老人ホーム　樹希 南区富合町清藤４２４－１ ○ ○ ○ ○

346 有料老人ホーム　ぷらす御幸笛田 南区御幸笛田１丁目２－１４６ ○ ○

347 メディケアホーム　ヒルズ成城　上代 西区城山上代町６０番１ ○ ○ ○

348 有料老人ホーム　リユニオン田崎 西区田崎２丁目５番３１号 ○ ○ ○

349 福寿庵 南区田迎２丁目１４番１号 ○

350 有料老人ホームつばき園 中央区本山３丁目５番１５号 ○

351 セカンドライフななみ 南区富合町杉島１１５２-１ ○ ○

352
メディケアホーム
ヒルズ成城α　室園

北区室園町１０番１４号 ○ ○

353
住宅型有料老人ホーム
リビングケアあきたの杜

南区砂原町４６１番地 ○

354
住宅型有料老人ホーム
湧水の郷　弐番館

東区江津３丁目７番３０号 ○ ○ ○

355 城南陽気ホーム 南区城南町下宮地５９２－１ ○ ○

356
住宅型有料老人ホーム
桜テラス

南区南高江５丁目
１－５６

○ ○ ○

357 住宅型有料老人ホームてる照 南区富合町小岩瀬字天神免２１６－１ ○ ○ ○

358 有料老人ホーム　りんどう 中央区妙体寺町６番６号 ○

359 介護付有料老人ホーム　夢眠くまもとみなみ 南区御幸西３丁目９番３６号 ○ ○ ○

360 有料老人ホーム　メディケア癒やしDX京町台 西区津浦町４番１３号 ○

361 高齢者介護施設　ケアホーム八王寺通り 中央区国府三丁目２７番３０号 ○

362 介護付き有料老人ホーム　和らく 南区御幸笛田町１２０２番地 ○ ○

363 はっぴぃはうす 東区三郎１丁目１１番１１号 ○

364 有料老人ホーム　木春熊本東 中央区三郎一丁目６－１３ ○

365 ケアサポートメロンほーむ 南区日吉二丁目１４番１０号 ○ ○

366 住宅型有料老人ホーム　湧水の郷　参番館 東区江津三丁目７－３３ ○ ○ ○

367 小春ケアパークそよ風 南区島町２丁目１８番３６号 ○

368 有料老人ホームみのりの家 南区城南町永１２００ ○ ○

369 夢眠くまもとにし２号館おしま 西区小島９丁目１番４０号 ○ ○ ○ ○

370 夢眠くまもとにし２号館 西区小島９丁目１番５０号 ○ ○ ○ ○

371 住宅型有料老人ホーム　愛の郷 南区城南町東阿高１６４４番地 〇

372 メディケア癒やし花園 西区花園一丁目１２番８号 〇 〇 〇

373 メディケア癒やしDX長嶺 東区長嶺東２丁目１４－３８ 〇

374 プライマリケアホームひゅうが熊本はません 南区田迎３丁目１１番１８号 〇

375 メディカル・リハビリホームグランダ水前寺 中央区白山１丁目１番１１号 〇 〇 〇

【所管課：熊本市介護事業指導課】
1 介護医療院　心ほか 東区新外３丁目９番１号 ○

2 介護医療院　ゆずりは 南区城南町高１０９９番地 ○ ○

3 悠愛病院　介護医療院 東区画図町下無田１１３９番地 ○ ○

4 介護医療院　あきた 南区会富町１１２０ ○ ○ ○ ○ ○

5 末次介護医療院 西区上高橋２丁目１３番６号 ○ ○ ○ ○

6 介護医療院せいじの 西区島崎２丁目２２－１５ ○ ○

7 小林病院　介護医療院 南区城南町隈庄５７４番地 ○ ○

8 みこころ介護医療院 西区上熊本２－１１－２４ ○ ○ ○

9 表参道吉田病院介護医療院 中央区北千反畑町２番５号 ○

10 くまもと成城介護医療院 北区室園町１０番１７号 ○ ○

11 九州記念病院　介護医療院 中央区水前寺公園３番３８号 ○ ○ ○

12 介護老人保健施設  ケアセンター赤とんぼ 東区戸島西二丁目３番１０号 ○

13 介護老人保健施設  清雅苑 北区山室６－８－１ ○

14 介護老人保健施設  青翔苑 西区島崎２－２１－１０ ○ ○

15 介護老人保健施設  南楓苑 中央区南熊本二丁目１１番１号 ○

16 介護老人保健施設  湧心苑 中央区出水４－１５－３０ ○ ○ ○

17 介護老人保健施設  ぼたん園 南区御幸笛田六丁目８番１号 ○ ○

18 介護老人保健施設  白藤苑 南区白藤白藤５丁目１番１号 ○ ○

19 介護老人保健施設  のぞみ 中央区本荘３－７－１８ ○

20 老人保健施設  フォレスト熊本 中央区渡鹿五丁目１番３７号 ○

21 介護老人保健施設  なすび園 西区沖新町３３５３ ○ ○ ○ ○ ○

22 介護老人保健施設 なでしこ 中央区北千反畑町２番５号 ○

23
介護老人保健施設　高齢者支援センター　コスモピ
ア熊本

東区尾ノ上１丁目３番１２号 ○

24
介護老人保健施設　総合ケアセンター　第二コスモ
ピア熊本

東区尾ノ上１丁目８番８号 ○

25 介護老人保健施設　レ・ハビリス桜十字熊本東 東区三郎１丁目１２番３０号 ○

26 介護老人保健施設  光乃里 南区城南町今吉野１０２０ ○

27 江津しょうぶ苑　小規模多機能ホーム 東区画図町所島１０４０番地 ○ ○ ○

28 小規模多機能ハウス　ほがらか 南区御幸笛田６丁目６番８８号 ○ ○

29 セントケア熊本おぜき 東区新南部１丁目２番１２号 ○ ○

30 はなぞのケアセンター　小規模多機能ホーム 西区花園７丁目２５番２３号 ○ ○

31 黒髪しょうぶ苑小規模多機能ホーム 中央区黒髪５丁目４-３０ ○

32 小規模多機能ホーム　はけのみや 北区山室４丁目９番３０号 ○ ○

33
小規模多機能型居宅介護事業所　ヒルサイドガーデ
ン　ひなぎく

南区城南町今吉野９８９番地 ○

34 小規模多機能ホーム　おひさま 中央区世安町３９７－２ ○

35 小規模多機能型居宅介護事業所　上熊本苑 西区上熊本３丁目１２番２３号 ○ ○ ○ ○

36 小規模多機能型居宅介護事業所　水前寺きらら 中央区水前寺１丁目１１番２２号 ○ ○

37 小規模多機能型居宅介護事業所　ヴィラ・九品寺 中央区九品寺３丁目９番５号 ○

38 小規模多機能型居宅介護施設　もねろ 南区富合町菰江２４５番地 ○ ○ ○
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【別添】災害危険区域内の要配慮者利用施設一覧 別冊２

39 銀座通りハウス 中央区中央街５番３ ○

40 小規模多機能ホーム　アクア 南区八分字町１９番地 ○

41 小規模多機能型居宅介護事業所　楽しい家飽田南 南区護藤町１５９９ ○ ○

42 小規模多機能ホーム赤とんぼ長嶺 東区長嶺南６丁目２５-９７ ○

43 小規模多機能型居宅介護事業所　かがやき 西区戸坂町２３番３５号 ○ ○ ○

44 小規模多機能型居宅介護　くまのしょう 南区城南町下宮地７２２番地６ ○ ○

45 小規模多機能型居宅介護事業所ゆう 中央区黒髪６丁目７番７号 ○

46 小規模多機能型居宅介護事業所　道標 南区中無田町御供田６４９－１ ○ ○ ○

47 小規模多機能型居宅介護　夢眠くまもとにし 西区城山大塘１丁目２２番１１号 ○ ○ ○

48 小規模多機能型居宅介護よかひより 南区富合町廻江５９９－１ ○ ○ ○ ○

49 看護小規模多機能型居宅介護事業所　とりい 南区薄場１丁目１０番２８号 ○

50 看護小規模多機能型居宅介護事業所　八王寺の杜 中央区国府３丁目１９－４２ ○ ○

【所管課：熊本市こども支援課】
1 西原公園児童館 熊本市中央区九品寺4丁目24-4 ○

2 秋津児童館
熊本市東区秋津3丁目15-1
（秋津まちづくりセンター内）

○

3 西部児童館
熊本市西区小島2丁目7-1
（西区役所内）

○ ○

4 花園児童館
熊本市西区花園5丁目8-3
（花園まちづくりセンター内）

○ ○

5 幸田児童館
熊本市南区幸田2丁目4-1
（幸田まちづくりセンター内）

○ ○

6 南部児童館
熊本市南区南高江6丁目7-35
（南部まちづくりセンター内）

○ ○ ○

7 清水児童館
熊本市北区清水亀井町14-7
（清水まちづくりセンター内）

○ ○

【所管課：熊本市こども家庭福祉課】
1 菊水学園 中央区渡鹿５丁目９－１２ ○

2 熊本乳児院 中央区本荘２-３-８ ○

3 はばたきホーム 中央区壺川２丁目１-５７ ○ ○ ○

4 きらきら星レジデンス 東区尾ノ上４丁目１１-６０ ○

5 みずほ 中央区新町３丁目９-２０ 〇 〇 〇

6 熊本市民病院 東区東町４-１-６０ ○

7 慈恵病院 西区島崎６-１-２７ ○ ○

8 福田病院 中央区新町２-２-６ ○ ○ ○

10
りんどうホーム（子育て短期支援事業の用に供する
施設）

北区龍田陳内１丁目１３-３１ 〇

【所管課：熊本市児童相談所】
1 児童相談所 中央区大江５丁目１番５０号 ○

2 里親支援センター　アグリ 中央区本荘2丁目3番8号 〇

【所管課：熊本市障がい福祉課】
1 熊本市障がい者福祉センター希望荘 熊本市中央区大江5丁目1番15号 ○

【所管課：熊本市保育幼稚園課】
1 画図幼稚園 中央区出水８丁目７－４０ ○ ○ ○

2 白山幼稚園 中央区菅原町６－１１ ○ ○

3 暁幼稚園 西区島崎５丁目４７－４１ ○

4 YMCA熊本五福幼稚園 中央区魚屋町１丁目９ ○

5 熊本聖母愛児幼稚園 西区島崎６丁目１－１８ ○ ○

6 YMCA水前寺幼稚園 中央区出水３丁目１２番１号 ○ ○ ○

7 熊本音楽幼稚園 南区出仲間６丁目１４番４０号 ○ ○

8 王栄幼稚園 中央区九品寺２丁目２番４４号 ○

9 坪井幼稚園 中央区内坪井町４－１９ ○ ○

10 ルンビニー幼稚園 南区近見２丁目７－２ ○ ○

11 幼保連携型認定こども園九州学院みどり幼稚園 中央区大江５丁目３－３６ ○

12 第一幼稚園 中央区坪井４丁目２０－２２ ○ ○

13 幼保連携型認定こども園西部音楽幼稚園 西区中原町６８６ ○

14 城山幼稚園 西区城山大塘１丁目２１－１ ○ ○ ○

15 幼保連携型認定こども園城山保育園 西区上代６丁目９－１ ○ ○

16 田迎こども園 南区良町１丁目２２－１ ○ ○

17 芳野保育園 西区河内町岳８８０ ○

18 幼保連携型認定こども園恵水幼稚園 南区御幸笛田３－１３－１２ ○ ○

19 出水幼稚園 中央区国府２－１０－３９ ○ ○ ○

20 認定こども園わかくさ幼稚園 南区南高江７－９－３６ ○ ○ ○

21 寺原保育園 中央区坪井５丁目１３－６ ○ ○

22 幼保連携型認定こども園シオン 中央区新町４丁目７－３５ ○ ○ ○

23 幼保連携型認定こども園くほんじこども園 中央区八王寺町５１－３５ ○ ○

24 なぎさこども園 東区江津１丁目７－２５ ○ ○ ○

25 幼保連携型認定こども園こずえ保育園 西区新土河原１丁目７－２０ ○ ○ ○

26 かおるこども園 西区中島町２０５６－２ ○ ○ ○ ○

27 仁愛幼育園 南区薄場１丁目１４－１０ ○

28 幼保連携型認定こども園力合さくら子ども園 南区合志３丁目６－２６ ○ ○

29 幼保連携型認定こども園こじか園 南区南高江７丁目９－３０ ○ ○ ○

30 幼保連携型認定こども園モロナイ保育園 南区八分字町６１８ ○ ○

31 高平幼稚園 北区高平２丁目２０－３２ ○ ○

32 ゆたか幼稚園 南区今町１６１－１ ○ ○ ○

33 きよめこども園 中央区国府２丁目６－３１ ○ ○ ○

34 幼保連携型認定こども園誠櫻幼愛園 西区春日６丁目２２－１ ○

35 認定こども園第一幼育園 南区富合町新２５６－１ ○ ○ ○ ○

36 そよかぜこども園 南区南高江１丁目１１－１２６ ○ ○

37 こぐまこども園 北区四方寄町３９－１ ○

38 力合幼稚園 南区白藤１丁目２２番７号 ○ ○

39 幼保連携型認定こども園城高保育園 西区城山大塘２丁目１－２４ ○ ○ ○

40 出仲間こども園 南区出仲間３丁目１－１１ ○ ○
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【別添】災害危険区域内の要配慮者利用施設一覧 別冊２

41 かわしりこども園 南区川尻５丁目４－２４ ○ ○

42 済生会しらふじ子ども園 南区白藤３丁目２－７０ ○ ○

43 幼保連携型認定こども園第二桜ヶ丘こども園 中央区世安３丁目１０番７号 ○

44 幼保連携型認定こども園愛保育園 南区近見３－１３－３０ ○ ○

45 幼保連携型認定こども園たから子ども園 南区富合町小岩瀬６８６ ○ ○ ○

46 古町幼稚園 西区二本木４丁目４－１３ ○ ○ ○

47 幼保連携型認定こども園青いほしこども園 南区近見７丁目１２番３３号 ○ ○ ○

48 幼保連携型認定こども園千草保育園 中央区平成３丁目２番１２号 ○

49 幼稚園型認定こども園ときわ幼稚園 中央区本荘町６８３番地２ ○

50 認定こども園九州音楽京塚幼稚園 東区尾ノ上１丁目４７番９号 ○

51 幼保連携型認定こども園出水みなみこども園 中央区出水８丁目４３－５ ○ ○ ○

52 鳳鳴こども園 中央区世安町３９３番地２ ○

53 幼保連携型認定こども園御幸こばと保育園 南区御幸笛田７丁目１５－３０ ○ ○

54 なないろこども園 南区荒尾１丁目１７－１５ ○

55 さくらまちこども園 中央区新市街１３－１９ ○

56 からたちこどもえん 西区河内町河内２９４６ ○ ○

57 認定こども園　えずほいくえん 東区下江津２丁目２－１ ○ ○ ○

58 カトレア保育園 東区若葉６丁目１３－５２ ○ ○

59 幼保連携型認定こども園　なかよしこども園 南区幸田２丁目１－８０ ○ ○

60 幼保連携型認定こども園　おびほ 東区月出２丁目４－２７ ○

61 まつおこども園 西区西松尾町４９７１ ○

62 幼保連携型認定こども園　日吉保育園 南区十禅寺２丁目９－１ ○

63 幼保連携型認定こども園　和光こども園 南区城南町隈庄７３６ ○ ○

64 黒髪幼愛園 中央区黒髪２丁目９－２０ ○

65 みのり保育園 中央区本荘３丁目６－１９ ○

66 双葉保育園 中央区本荘２丁目３－１５ ○

67 友愛会保育園 中央区壺川２丁目１－５７ ○ ○ ○

68 のぞみ保育園 東区若葉２丁目１２－１ ○

69 ひかり幼児園 中央区大江２丁目３－２ ○

70 旭保育園 南区近見６丁目１１－１１ ○ ○

71 ひまわり保育園 中央区新大江１丁目７－３９ ○

72 若葉幼愛園 西区上代１丁目１１－２ ○ ○ ○

73 有明保育園 西区小島下町４２２３ ○ ○

74 つぼみ保育園 中央区国府本町１２－７３ ○

75 KASUGAよんちょうめ保育園 西区春日４丁目３０－１１ ○ ○ ○

76 すぎのこ保育園 西区二本木４丁目２２－２５ ○ ○

77 大光保育園 東区画図町所島７５５－３ ○ ○ ○

78 光輪保育園 東区沼山津４丁目８－２９ ○

79 つくし保育園 西区花園５丁目２－１１ ○ ○

80 やまびこ保育園 東区尾ﾉ上２丁目２５－１８ ○

81 熊本すみれ保育園 西区池亀町２０－４１ ○ ○ ○

82 リズム幼育園 南区御幸笛田３丁目１２－１ ○ ○

83 月出保育園 東区月出６丁目３－５ ○

84 畠口みのり保育園 南区畠口町２１３７－２ ○ ○ ○ ○ ○ ○

85 熊本藤富保育園 南区護藤町９７３ ○ ○

86 リリー保育園 南区並建町８３９－１ ○ ○ ○ ○ ○

87 中緑保育園 南区美登里町４５４ ○ ○ ○ ○

88 銭塘保育園 南区銭塘町９７６－２ ○ ○ ○

89 奥古閑保育園 南区奥古閑町１５６２－２ ○ ○ ○ ○

90 海路口保育園 南区海路口町６１７ ○ ○ ○ ○

91 川口保育園 南区川口町１０９９－２ ○ ○ ○ ○

92 さくらんぼ保育園 東区広木町２９－３５ ○

93 出水南保育園 中央区出水６丁目１５－２１ ○ ○

94 雁回まこと保育園 南区富合町木原１４１０－１ ○ ○ ○ ○ ○

95 城南慈光保育園 南区城南町坂野２０９０－１ ○

96 城南ふたば保育園 南区城南町丹生宮６６７ ○ ○ ○

97 くすのき保育園 南区城南町六田４７５－２ ○ ○ ○

98 美心幼愛園 西区中島町５６０ ○

99 くろかみ保育園 中央区黒髪２－３６－３３ ○

100 本荘保育園 中央区本荘６丁目１６－２４ ○

101 横手保育園 中央区横手２丁目１－１１ ○ ○ ○

102 白山保育園 中央区白山２丁目１２－３ ○ ○ ○

103 京塚保育園 東区尾ノ上３丁目１３－２６ ○

104 城東保育園 中央区九品寺１丁目１３－２０ ○

105 池上保育園 西区池上町１２２６－１ ○ ○

106 小島保育園 西区小島７丁目６－７ ○ ○ ○

107 春日保育園 西区春日３丁目１１－１ ○ ○ ○

108 中島保育園 西区沖新町６７５ ○ ○ ○ ○ ○

109 幸田保育園 南区良町２丁目５－１ ○ ○

110 西里保育園 北区硯川町１１３３ ○

111 ハッピー保育園 南区田迎６丁目１１－１ ○ ○

112 平成さくら保育園
南区江越１丁目１７－１２
フローラル江越１０３

○ ○

113 力合・ひまわり保育園 南区刈草３丁目２－４０　Sビル１F ○ ○

114 ことな保育園 南区富合町清藤３８３－１ ○ ○ ○ ○

115 からしま保育舎　ぴーかーぶー
中央区辛島町６－２
ペアレントビル２F

○ ○

116 保育所　きっず・ひろば 中央区本荘６－４－１ ○

117 みらい保育園 南区城南町下宮地４２９－１ ○ ○

118 はれのひ保育園 中央区新大江３丁目７番９号 ○

119 あーす保育園力合西 南区野口３－１９－４６ ○
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120 ムジカ保育園 中央区本荘６－７－１８ ○

121 夢ママ保育園 東区尾ノ上４－２０－１－２ ○

122 立町・におうさん通り保育園 中央区坪井４－１－１ ○ ○

123 つばさ保育園 中央区大江１－１１－１０ ○

124 とろく保育舎　ぴーかーぶー 中央区渡鹿７－８－５３ ○

125 ニチイキッズおのうえ保育園 東区尾ノ上３－６－２－１０２ ○

126 小規模保育所ふわにっこ 東区昭和町６－９ ○

127 古町げんきの森保育園 西区二本木２－７－２０ ○ ○ ○

128 白坪・ひまわり保育園
西区田崎１－５－１１５　ホワイト
キャッスル田崎１０１

○ ○ ○

129 かみのごう保育園プチ 南区近見２－２－１ ○

130 にじいろ保育園 南区近見２－１６－６ ○ ○

131 とことこ保育園 南区近見６－１９－１１ ○ ○

132 けやき通り　みそら保育園
南区出仲間１－３－１　ウッディマン
ションけやき通り１０３－A

○ ○

133 世安・ひまわり保育園
中央区世安町３６１－２　エステージ
ア世安１F－１０１

○

134 第二平成さくら保育園 南区江越１丁目２－１０ ○ ○

135 みいな保育園 南区江越１丁目８－２０ ○

136 メイプル保育園 南区日吉２丁目１１－６８ ○ ○

137 ドレミ保育園 東区秋津３丁目１４－４８ ○

138 つっぴー 東区長嶺南７丁目７－２０ ○

139 ブルービーの森 南区田迎６丁目６－４０ ○ ○

140 わくわく家庭保育室　唐人町
中央区上鍛冶屋町８－２
（湖東カレッジ唐人町校内）

○ ○ ○

141 えづこスマイルキッズ 東区画図町重富５６８－２ ○ ○

142 鶴屋保育園スマイリア 中央区手取本町６－１ ○

143 西方ハロー保育園 東区東本町１５－１ ○

【所管課：熊本市保護管理援護課】
1 熊本授産場 中央区本荘２丁目３番８号 ○

2 友愛会銀杏寮 西区春日５－１７－３６ ○ ○ ○

【所管課：熊本県学校安全・安心推進課】
1 第二高等学校 東区東町3丁目13番1号 ○

2 熊本農業高等学校 南区元三町5丁目1番1号 ○ ○ ○

3 熊本西高等学校 西区城山大塘5丁目5番15号 ○ ○ ○

4 湧心館高等学校 中央区出水4丁目1番2号 ○ ○ ○

5 盲学校 東区東町3丁目14番1号 ○

6 熊本支援学校 中央区出水5丁目5番16号 ○ ○ ○

【所管課：熊本県健康福祉政策課】
1 熊本県福祉総合相談所 東区長嶺南２丁目３－３ ○

【所管課：熊本県私学振興課】
1 尚絅高等学校・中学校 中央区九品寺２－６－７８ ○

2 熊本信愛女学院高等学校・中学校 中央区上林町３－１８ ○ ○

3 熊本中央高等学校 中央区内坪井町４－８ ○ ○

4 鎮西高等学校 中央区九品寺３－１－１ ○

5 真和高等学校・中学校 中央区九品寺３－１－１ ○

6 九州学院高等学校・中学校 中央区大江５－２－１ ○

7 慶誠高等学校 中央区大江４－９－５８ ○

8 熊本国府高等学校 中央区国府２－１５－１ ○ ○ ○

9 勇志国際高等学校（通信）熊本学習センター 中央区九品寺１－２－２０ ○

10 九州工科自動車専門学校 中央区本荘町６５７ ○

11 専修学校熊本ＹＭＣＡ学院 中央区段山本町４－１ ○ ○ ○

12 専門学校湖東カレッジ 東区湖東１－１２－２６ ○

13 熊本電子ビジネス専門学校 中央区九品寺２－２－３８ ○

14 九州技術教育専門学校(熊本校) 中央区細工町５－３５－１ ○ ○ ○

15 熊本デザイン専門学校 中央区大江本町２－５ ○

16 熊本看護専門学校 西区上熊本１－１０－８ ○ ○ ○

17 熊本歯科技術専門学校 中央区本荘３－１－６ ○

18 熊本市医師会看護専門学校 中央区本荘３－３－３ ○

19 熊本歯科衛生士専門学院 中央区坪井２－３－６ ○

20 九州中央リハビリテーション学院 中央区本山３－３－８４ ○

21 熊本駅前看護リハビリテーション学院 西区春日２－１－１５ ○ ○ ○

22 シェフパティシエ学院 中央区春竹町４８１番地 ○

23 九州美容専門学校 中央区南坪井町１０－２８ ○

24 熊本ベルェベル美容専門学校 中央区紺屋今町２－１８ ○

25 熊本高等理容学校 中央区白山２－１３－２０ ○ ○ ○

26 専修学校モア・ヘアメイクカレッジ 中央区本山４－１－４６ ○

27 専門学校湖東カレッジ唐人町校 中央区上鍛冶屋町８－２ ○ ○ ○

28 熊本保育医療スポーツ専門学校 西区春日２－２－３５ ○ ○ ○

29 専門学校東京ＣＰＡ会計学院熊本校 西区春日２－４－５ ○ ○ ○

30 大原ビジネス公務員専門学校熊本校 西区春日２－２－３５ ○ ○ ○

31 ヒロ･デザイン専門学校 中央区紺屋今町３－１４ ○

32 和洋学園専門学校 中央区大江６－２９－２１ ○ ○

33 専修学校熊本壺溪塾 中央区内坪井町５－１０ ○ ○

34 熊本外語専門学校 中央区辛島町８－１４ ○

35 専門学校公務員ｾﾞﾐﾅｰﾙ熊本校 西区池亀町５－５ ○ ○ ○

36 北九州予備校熊本校 西区春日２－３－２６ ○ ○ ○

37 九州動物学院 中央区本荘６－１６－３４ ○

38 熊本情報ITクリエイター専門学校 西区春日２－２－３５ ○ ○ ○

39 寺原自動車学校 中央区壺川２－３－７８ ○ ○

【所管課：熊本市放課後児童育成課】
1 春竹小児童育成クラブ 中央区琴平１丁目９－４３ ○
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2 春竹小児童育成クラブ
中央区琴平１丁目９－３９（コミセン
内）

○

3 白坪小児童育成クラブ 西区蓮台寺４丁目４－１ ○ ○ ○

4 黒髪小児童育成クラブ 中央区黒髪２丁目２−１ ○

5 白山小児童育成クラブ 中央区菅原町９－１ ○ ○

6 日吉小児童育成クラブ 南区近見１丁目９－３０ ○

7 日吉小児童育成クラブ
南区近見１丁目９－２０（コミセン
内）

○

8 川尻小児童育成クラブ 南区川尻４丁目１－１ ○ ○

9 本荘小児童育成クラブ
中央区本荘６丁目５－２２（コミセン
内）

○

10 田迎南小児童育成クラブ 南区田井島３丁目１２－１ ○ ○

11 御幸小児童育成クラブ 南区御幸笛田７丁目１６－１ ○ ○

12 御幸小児童育成クラブ
南区御幸笛田７丁目１６－２（コミセ
ン内）

○ ○

13 花園小児童育成クラブ 西区花園６丁目９－１５ ○

14 画図小児童育成クラブ 東区下江津８丁目１－６ ○ ○ ○

15 画図小児童育成クラブ
東区下江津８丁目１－１０（コミセン
内）

○ ○ ○

16 春日小児童育成クラブ 西区春日５丁目３－５ ○ ○ ○ ○

17 出水南小児童育成クラブ 中央区出水４丁目１－１ ○ ○ ○

18 古町小児童育成クラブ
西区二本木４丁目９－６２（コミセン
内）

○ ○ ○

19 力合小児童育成クラブ 南区刈草２丁目１０－１ ○ ○

20 尾ノ上小児童育成クラブ 東区尾ノ上２丁目８－１ ○

21 健軍東小児童育成クラブ 東区東町４丁目１５－２ ○

22 月出小児童育成クラブ 東区月出６丁目２－４０ ○

23 月出小児童育成クラブ
東区月出６丁目２－１４７（コミセン
内）

○

24 田迎小児童育成クラブ 南区出仲間８丁目３－３０ ○ ○

25 秋津小児童育成クラブ 東区秋津３丁目９－２０ ○

26 池上小児童育成クラブ 西区池上町８５０ ○ ○ ○

27 城山小児童育成クラブ 西区城山大塘１丁目２３－１ ○ ○ ○

28 向山小児童育成クラブ 中央区本山４丁目５－１１ ○

29 向山小児童育成クラブ
中央区本山４丁目５－２７（コミセン
内）

○

30 長嶺小児童育成クラブ 東区長嶺南７丁目２２－１ ○

31 白川小児童育成クラブ 中央区新屋敷１丁目７－１３ ○

32 城南小児童育成クラブ 南区南高江４丁目２－７０ ○ ○ ○

33 飽田東小児童育成クラブ 南区砂原町１１５ ○

34 日吉東小児童育成クラブ 南区近見５丁目１－１ ○ ○

35 一新小児童育成クラブ 中央区新町３丁目１０－４５ ○ ○ ○

36 出水小児童育成クラブ 中央区出水１丁目１－７５ ○ ○ ○

37 銭塘小児童育成クラブ 南区銭塘町９９０ ○ ○ ○ ○

38 壺川小児童育成クラブ 中央区壺川１丁目４－５ ○ ○

39 小島小児童育成クラブ 西区小島７丁目９－１ ○ ○ ○

40 河内小児童育成クラブ
西区河内町船津２４７０－１（河内中
学校内）

○ ○

41 碩台小児童育成クラブ 中央区井川淵町４－８ ○

42 城東小児童育成クラブ 中央区千葉城町５－１ ○ ○

43 五福小児童育成クラブ
中央区細工町２丁目２５（まちづくり
交流センター内）

○ ○ ○

44 中島小児童育成クラブ 西区中島町５３８ ○ ○ ○ ○ ○

45 慶徳小児童育成クラブ 中央区山崎町７２ ○ ○ ○

46 奥古閑小児童育成クラブ 南区奥古閑町４０７２ ○ ○ ○ ○

47 高橋小児童育成クラブ 西区高橋１丁目６－１ ○ ○ ○

48 川口小児童育成クラブ 南区川口町３０４５ ○ ○ ○ ○

49 田迎西小児童育成クラブ 南区馬渡２丁目５－１ ○ ○

50 芳野小児童育成クラブ 西区河内町野出１４１９ ○

51 力合西小児童育成クラブ 南区荒尾１丁目１１－１ ○

52 杉上小児童育成クラブ 南区城南町永５０５－１ ○

53 飽田西小児童育成クラブ 南区並建町１００５ ○ ○ ○ ○ ○

54 中緑小児童育成クラブ 南区美登里町８００ ○ ○ ○ ○

55 隈庄校区児童育成クラブ 南区城南町隈庄３３３－１ ○ ○ ○

56 ひしっこクラブ 北区植木町円台寺１２４ ○

【所管課：熊本市高齢福祉課】
1 聖母の丘 西区島崎6-1-27 ○

2 長寿の里 西区城山薬師2-10-10 ○ ○

3 富貴苑 南区御幸笛田６－６－７０ ○ ○

4 三和荘 西区城山大塘4丁目1番15号 ○ ○ ○

5 ピオニーガーデン 南区御幸笛田６－８－２ ○ ○

6 こぼり苑 南区護藤町１５８６ ○ ○

7 花水木 中央区出水７－９０－1 ○ ○

8 ハーモニー 東区秋津町秋田１７１－３ ○

9 まほろば 東区尾ノ上３－３－１ ○

10 ゆいの家 東区尾ノ上４－１１－７０ ○

11 宝光庵 南区奥古閑町４３７５－９ ○ ○ ○ ○

12 ケアハウス下通り 中央区下通２－１－４ ○

13 アメニティ富合 南区富合町古閑９９４番地１ ○ ○ ○ ○

14 北老人福祉センター 北区八景水谷１丁目２－６ ○ ○

15 天明老人福祉センター 南区銭塘町２１７２ ○ ○ ○ ○

16 富合老人福祉センター 南区富合町木原２３１９ ○

17 お達者文化会館 南区馬渡1丁目7-1 ○ ○

18 東部はつらつ交流会館 東区秋津3丁目17-23 ○

19 南部万年青会館 南区八幡6丁目9-25 ○ ○
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【別添】災害危険区域内の要配慮者利用施設一覧 別冊２

20 高齢者技能習得センター 西区島崎4丁目2-95 ○ ○

【所管課：熊本県子ども未来課】
1 花陵幼稚園 熊本市西区田崎3-1-52 ○ ○ ○

2 熊本信愛女学院幼稚園 熊本市中央区上林町2-20 ○ ○

【所管課：熊本大学】
1 熊本大学教育学部附属幼稚園 熊本市中央区城東町５ー９ ○ ○

【所管課：熊本市妊娠内密相談センター】
1 社会福祉法人熊本市社会福祉協会　熊本乳児院 中央区本荘2丁目3番8号 ○

【所管課：熊本市障がいサービス課】
1 森病院 南区近見一丁目３番３２号 ○

2 やまびこ福祉会グループホーム事業 中央区帯山四丁目２３番４５号 ○

3 しょうぶの里　グループホーム事業所 小島九丁目１４番５８号 ○ ○ ○

4 明和学園グループホーム事業所 南区中無田町１００７番地６ ○ ○ ○

5 ゆたか学園グループホーム事業所 西区中島町７５７番２号 ○ ○ ○

6 つばき学園グループホーム事業所 西区花園七丁目５９番１７号 ○ ○ ○

7 グループホームこばと 中央区国府一丁目１８番２５号 ○ ○ ○

8 もみの木ホーム 東区長嶺東五丁目６番１２３号 ○

9 指定共同生活援助事業所　いこい計画 中央区渡鹿一丁目１番１号 ○ ○

10 グループホーム自立応援団 西区池田三丁目４５番２３号 ○ ○

11 「はなのいえ」 西区島崎二丁目２６番４６号 ○ ○

12 熊本県コロニー協会グループホーム 西区二本木三丁目１２番３７号 ○ ○ ○

13 グループホーム　すまいる１ 南区島町一丁目４－３ ○

14 グループホームしんせい 西区沖新町３９９５番地４ ○ ○ ○ ○

15 共同生活援助事業所　グループホームきづな
中央区九品寺六丁目６番７９－４０５
号

○

16 シェアハウス　Gondo 南区護藤町１５８６番地４ ○ ○

17 グループホーム　すまいる２ 南区薄場町二丁目１０番５３号 ○

18 グループホームひなた園 東区花立六丁目３番７号 ○

19 共同生活援助　ここのわ 中央区出水六丁目４１番１４４号 ○ ○

20 めぐみ一号館 中央区国府四丁目１０番８４号　２ ○ ○ ○

21 グループホーム『みらい』 中央区坪井二丁目１番２９号 ○

22 グループホーム　轍 中央区坪井一丁目７番６号 ○ ○

23 エミエル
中央区保田窪一丁目４番３５号１０１
号室

○

24 グループホーム　サニーハウス
中央区黒髪六丁目１番１５号　エレイ
ネ黒髪１０１

○

25 グループホーム　イル・レクト 中央区本山二丁目７番１１号 ○

26 グリーンリーフ
中央区国府二丁目６番９１号　チェ
リーハイツ２０２号

○ ○ ○

27 グループホーム　わっしょい 中央区横手一丁目２番９０号 ○ ○ ○

28 グループホーム　ひまわり縁 中央区出水六丁目４１番１３８号 ○

29 グループホーム☆AQUA 南区荒尾一丁目１６番１６号 ○

30 クライスハイム熊本八幡事業所 南区八幡６－９－４８ ○ ○

31 グループホーム湖南荘 東区下江津５－８－１０ ○ ○

32 詩の郷　熊本駅東 西区二本木二丁目６－１９ ○ ○ ○

33 グループホーム　クラフトケア
中央区国府本町５-４７　国府ハイツ１
０２号

〇

34 熊本県ひばり園 東区長嶺南２丁目３ー２ ○

35 済生会なでしこ園 南区白藤三丁目２－７１ ○ ○

36 すきるらぼアロアロ黒髪 中央区黒髪六丁目２９番４号 〇

37 ひなた事業所　月出 東区月出６丁目５－１０ ○

38 ぶーやん城山 西区城山大塘一丁目１６番１５号 ○ ○ ○

39 すきるらぼアロアロ尾ノ上 東区尾ノ上三丁目３番９７号 ○

40 こども発達支援ステーション　キャンバス 二本木四丁目９番３５号 ○ ○

41 ぽこあぽこ熊本 南区荒尾三丁目２番１号 ○ ○

42 しまさきの森
西区島崎五丁目４６番１０号　北野ハ
イツ

○

43 たんぽぽ江津 東区江津二丁目２０番１号 ○ ○ ○

44 りんごの木　尾ノ上 東区尾ノ上二丁目３番３－２号 ○

45 さくら学院 中央区南熊本五丁目１１番１３号 ○

46 児童発達支援事業所　パレット新屋敷 中央区新屋敷二丁目１５番１２号 ○

47 ＬＳＪ江越 南区江越１丁目６番２７号 ○ ○

48 そらひろ　あさひのいえ
薬園町１２番５号　ライフサポート薬
園１階１００号

○

49 トレサポ 中央区平成３丁目１７番２８号 ○

50 らしっく 西区蓮台寺五丁目３番３３号 ○ ○ ○

51 りんごの木　神水
中央区神水一丁目３３－２２　末永ビ
ル５　１Ｆ

○

52 ＫＯＢウィッシュ
南区江越一丁目１７番１２号　フロー
ラル江越１０１

○ ○

53 子どもケアハウスＰＲＡＢＡ 東区下江津八丁目９番１号 ○ ○ ○

54 放課後等デイサービス　杉島　組曲 南区富合町杉島８８８番地 ○ ○

55 ららゆ 西区蓮台寺一丁目１番２２号 ○ ○

56
運動・学習療育　放課後等デイサービス　ＱＵＩＬ
Ｌ

東区長嶺南三丁目４番１５９号 ○

57 ＬＳＪ　ＫＵＭＡＭＯＴＯ　ＳＩ 南区江越二丁目１３番５号 ○ ○

58 にじいろの木 中央区新町四丁目３番５２号１階 ○ ○ ○

59 まなびの広場ホープ 西区城山下代３丁目６番１号 ○

60 子ども支援通所事業所　つみき 西区新土河原２丁目３番１８号 ○ ○ ○

61 ぽこあぽこ御幸 南区御幸笛田三丁目１－３－１－２Ｆ ○ ○

62 放課後等デイサービスセンターあした 西区二本木三丁目１２番３７号 ○ ○ ○

63 さくら江津 東区江津一丁目２４番１２号 ○ ○ ○

64 子どもセンター
東区健軍二丁目２番地５　ＮＫビル
２階

○

65 放課後等デイサービス　やまと 中央区宮内１番地７ ○ ○ ○
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【別添】災害危険区域内の要配慮者利用施設一覧 別冊２

66 重症児多機能型　あゆみガーデン 中央区帯山三丁目２０番１４号 ○

67 児童発達支援事業所アロット 中央区白山２丁目８ー１２ ○ ○ ○

68 親と子サポートセンター 西区松尾一丁目２番２３号 ○ ○ ○ ○

69 ＹＭＣＡ自由なイルカたち 中央区段山本町４番１号 ○ ○ ○

70 サポートⅡ
中央区内坪井町１番６７号　ホルンハ
イツ１０１

○ ○

71 修明くらぶ 東区長嶺南３丁目８番９７－1号 ○

72 子ども育ちの家「て・い・く」 西区上高橋一丁目６番１９号 ○ ○ ○

73
桜十字の子ども発達支援所Ｌｅｔ’ｓリハ！ジュニ
ア

南区江越二丁目１－９ ○

74 ぴーすクラブ　うすば 南区薄場一丁目１４－２８ ○

75 放課後等デイサービス　いろいろ 南区田井島三丁目１１番１１号 ○ ○

76 児童発達支援　アンダンテ・サポート　ハピネス 南区荒尾一丁目１５番５号 ○

77 Ｌｏｖｅ　ｉｔ 南区近見一丁目2番1号 〇

78 Ｓｍｉｌｅ　ｒｉｎｇ 南区近見一丁目2番2号 〇

79 Ｒｅｎｇｅ～れんげ～ 江越一丁目１４番８号 〇 〇

80 Leaf　～葉～ 馬渡二丁目１３番５号 〇 〇

81 アトリエＫＩＤＳ平成南
南区良町二丁目４番８号　パールハイ
ム３階Ａ

○ ○

82 ぽこあぽこ川尻 南区八幡九丁目１－１２ ○ ○

83 ぱんぷきん 北区山室五丁目３番２０号 ○

84 放課後等デイサービス　のぞみ
中央区大江一丁目１０番２５号　大江
望星ビル２階

○

85 放課後等デイサービス　ライトアップ
中央区黒髪１丁目１２－７　地建ビル
２階

○ ○

86 コネクト 西区横手五丁目１３番２７号 ○ ○

87 マルク
東区若葉三丁目１５番１６号　ビュー
ティ若葉１階

○

88 ここぷらす日赤通り 東区月出七丁目１－１５ ○

89 ふぁみさぽここ日赤通り 東区月出七丁目１－１５ ○

90 こども発達サポートこもれび
東区尾ノ上一丁目１２－３　ファイン
パレス尾ノ上２０１号

○

91 ハナソラ 南区幸田一丁目７番２号 ○ ○

92 児童デイサービスＫｏｉｒｏ 中央区島崎一丁目２２番１９号 ○ ○ ○

93 さくら学院　国府校 中央区国府４丁目１番４０号 ○

94 ふりーだむ　子ども支援センター 中央区神水一丁目２７番５号 ○

95 ＬＳＪ　ＧＬＥＥ 南区江越一丁目１５－７ ○ ○

96 ハッピーテラス尾ノ上教室
東区尾ノ上四丁目１１番４７号　クオ
リア尾ノ上１０１号

○

97 華倶楽部　子ども支援 西区春日七丁目２０－２７ ○ ○ ○

98 子育て支援センター　サンライズ 東区下江津八丁目６番１８　Ｃ号室 ○ ○ ○

99 ＣＯＭＰＡＳＳ発達支援センター熊本西
上熊本一丁目９－４３　コープ野村上
熊本Ｂ棟１Ｆ

〇 〇 〇

100 でぃあきっず 西区城山下代二丁目７番１５号 ○ ○

101 聴覚障がい児支援かいじゅうの森くまもと 東町三丁目１４番２号 ○

102 放課後等デイサービス　ｌａｐｏａｌｅ
出仲間１丁目３－１ウッディマンショ
ンけやき通り１０４号

○ ○

103 かなで 南区島町一丁目８番１１号 ○

104 ＬＳＪ　ｎｉｋｏｒｉ 東区長嶺南四丁目１１番１２６号 ○

105 アトリエＫＩＤＳ平成中央 南区馬渡二丁目１２番２６号 ○ ○

106 ＳＡＩ平田教室 南区平田二丁目２０－５ ○

107
児童発達支援・放課後等ディサービス　ＬＥＧＯ
ｋｏｄｏｍｏ　ＬＡＢＯ

中央区九品寺一丁目５番３号　熊本第
２ビル１階　１０３

○

108 放課後等デイサービス　かなた
中央区大江一丁目１０番２５号大江望
星ビル４階

○

109 児童発達支援　アンダンテ・サポート　スマイル 南区荒尾一丁目１５番５号 ○

110 多機能型支援事業所　たくまだい熊本 中央区帯山八丁目２番１号 ○

111 放課後等デイサービス　ゆめ・はぐ 南区並建町５１８ ○ ○ ○

112 irodori 南区出仲間四丁目２番４６号 ○ ○

113 児童発達支援事業所　さくらんぼ 西区二本木三丁目１１－１８ ○ ○

114 にじいろの木　すみれ 中央区新町四丁目３番３号２階 ○ ○ ○

115 こどもサポート教室「あいあい」熊本新町校 中央区新町二丁目１１－３５ ○ ○ 〇

116 総合育成カレッジ未来館 西区春日七丁目２０－２７ ○ ○ ○

117 ＹＭＣＡりとるすてっぷ 中央区魚屋町１丁目９ ○ ○ ○

118 児童発達支援☆放課後等デイサービス　ＡＱＵＡ 南区荒尾一丁目１６番１６号 ○

119 放課後等デイサービス　アン・サポ　ぷらす 南区荒尾一丁目１５-１０ ○

120 放課後等デイサービス LEGO kodomo LABO 星組
中央区坪井二丁目３番３０号
THE SECOND藤崎宮１階

○

121 e-キッズひろば尾ノ上 東区尾ノ上三丁目６番８号　１階 ○

122 放課後等デイサービスARCH 南区島町三丁目１１番２６号 ○

123 サポートピュア
津浦町３５番１３号　サポートビル２
階

△

124 こどもの発達支援支援センターPAXT
田崎二丁目２－３８アメニティ田崎１
階

〇 〇 〇

125 療育ステーションsol 南区八幡５丁目１-１ 〇 〇

126 放課後等デイサービス　ウィズ・ユー力合 合志二丁目８番４５号 〇 〇

127 nichi nichi 帯山６丁目７－１１８ 〇

128 ことばと子どもの支援室ぷれいず 新土河原一丁目１１番地１ 〇 〇 〇

129 熊本県身体障害者能力開発センター 東区長嶺南２丁目３－２ ○

130 ゆたか学園 西区中島町１８７４番地 ○ ○ ○ ○

131 大江学園　短期入所事業所 東区渡鹿八丁目１６番４６号 ○

132 障害者支援施設　しょうぶの里 西区小島九丁目１４番５８号 ○ ○ ○

133 済生会グループホーム事業所 南区内田町３５５２番地１ ○ ○ ○

134 かぼちゃんクラブ 北区飛田三丁目９番２０号 ○

135 グループホーム心陽 南区富合町木原字新御堂１０１番地 ○

136 のっぽさん 西区上熊本二丁目１０番５号 ○ ○ ○

137 障がい者ホームあゆみ 西区中原町３７０番地１ ○
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【別添】災害危険区域内の要配慮者利用施設一覧 別冊２

138 にじいろの里 西区横手三丁目７番３５号 〇 〇 〇

139
障がい者グループホーム　てる照３　ショートステ
イ

南区富合町小岩瀬３７９-３ 〇 〇 〇

140 短期入所　熊本小島 西区小島八丁目９番６号 〇 〇 〇

141 くまむた荘 熊本市南区城南町沈目１５０２番地 ○ ○

142 ヴィーデリアン島崎 熊本市西区花園三丁目２番５４号 ○

143 就労センター　すずらん 西区上高橋一丁目３番１５号 ○ ○ ○

144 ワークセンターやまびこ 中央区新大江一丁目１２番１５号 ○

145 熊本コロニー作業所 西区二本木三丁目１２番３７号 ○ ○ ○

146 トライハウス 東区画図町下無田１５６２番地１ ○ ○ ○

147 熊本きぼう福祉センター 南区南高江七丁目８－７７ ○ ○ ○

148 デイサービスセンター　紅い華 南区元三町二丁目９番２２号 ○ ○

149 第二ぎんなん作業所 中央区新屋敷三丁目９番７号 ○

150 熊本県あかね荘 東区戸島西三丁目４番１５０号 〇

151 熊本県あかねワークセンター 東区戸島西三丁目４番１５０号 〇

152 なずな工房 南区富合町清藤８８番地２ ○ ○ ○ ○

153 ｅ・ワーク 南区近見九丁目１０番５０号 ○ ○ ○

154 就労支援センター　ピーターパン 西区河内町野出３番地１ ○ ○ ○

155 犬のマック 西区蓮台寺五丁目３番３３号 ○ ○ ○

156 済生会ウイズ 南区内田町３５６１－１ ○ ○ ○ ○ ○

157 熊本福祉工場 西区二本木三丁目１２番３７号 ○ ○ ○

158 ハッピーエコワーク 南区富合町杉島字長江９８３番地１ ○ ○ ○

159 １，２の３ 東区健軍三丁目３０番１５号　１Ｆ ○ ○ ○

160 いちにのさん 東区健軍三丁目３０番１５号　１Ｆ ○ ○ ○

161 明和学園 南区中無田町６４８番地 ○ ○ ○

162 友愛育成園 中央区壺川二丁目１番５７号 ○ ○ ○

163 くまもと江津湖通園センター 東区画図町重富５７５番地 ○ ○

164 カサ・チコ 南区御幸西二丁目６５９番地３ ○ ○ ○

165 ゆうワークス 南区平成二丁目２番８号 ○

166 就労サポートすまいる 西区上高橋一丁目１０番１５号 ○ ○ ○

167 そよ風 南区馬渡二丁目３番２９号 ○ ○

168 旦過園 西区二本木三丁目１２番３７号 ○ ○ ○

169 障がい者ビジネススクール 中央区南坪井町５番２７－１号 ○

170 ささえあいの若葉 東区若葉三丁目１５番８号 ○

171 ワークショップ熊本 中央区本荘二丁目３番８号 ○

172 済生会ほほえみ 南区内田町３５６０－１ ○ ○ ○

173 済生会かがやき 南区内田町３５５５－１ ○ ○

174 平成学園 西区小島九丁目１４番３３号 ○ ○ ○

175 オール　サポート 中央区出水四丁目２３番１号 ○ ○ ○

176
障害者多機能型施設
しんせい学園

西区沖新町３９９４番地１ 〇 〇 〇 〇

177 えづこランド 東区画図町重富５７５番地 ○ ○

178 Ｄ．Ｐワークサービス 中央区八王寺町１４番２－１０３号 ○

179 アグリサポートセンター 西区松尾一丁目２番２３号 ○ ○ ○

180 らぷらんどカフェ 中央区水道町１４番２６号 ○

181 多機能型事業所　ワークサポート未 南区城南町下宮地４９８番３ ○ ○

182 それいゆ　田井島 南区田井島二丁目２－１１６ ○

183 さくらワーク熊本 西区城山半田三丁目３番１号 ○ ○

184 コロロ遥風 東区若葉三丁目１５－１６ ○

185 生活介護支援センターあゆみ 西区中原町３７０－４ ○

186 障害者就労支援センター　虹
中央区大江六丁目７番８－１０１・１
０２・２０２号

○

187 えがお 南区土河原町６７０番１ ○

188 味楽亭 中央区子飼本町３番２３号 ○

189 ファイブシュガー 西区城山上代町１２８番地２ ○ ○ ○

190 就労支援センター　一歩 北区改寄町２３５０番地 ○

191
就労定着支援事業所　ウェルビー熊本水道町セン
ター

中央区水道町８－２　秀匠苑ビル４階 〇

192 ふとりねこ焙煎所 中央区東子飼町８番４３号 ○

193 自立の店ひまわりパン工房・カフェ 中央区国府一丁目１３番８号 ○ ○ ○

194 障害福祉サービス事業所　季の庭 南区護藤町１５８０番地 ○ ○

195 大夢 中央区出水一丁目７番６９号 ○ ○ ○

196 就労継続支援Ａ型事業所　翔 西区野中一丁目４番１号 ○ ○ ○

197 ウェルビー熊本水前寺センター
中央区水前寺一丁目１７番３２号　石
本ビル２階

○ ○ ○

198 みらいねっとワークス 中央区大江四丁目９番１３号 ○

199 サンクスラボ・熊本オフィス
中央区安政町４番１９号　ＴＭ１０ビ
ル４階

○

200 生活介護　ゆめかど 東区小峯二丁目１番７５号 ○

201 ハピネス 南区鳶町二丁目５番１号 ○ ○

202 就労継続支援Ａ型事業所　ここちゃれ 中央区出水七丁目５６－１０ ○

203 ワークステージつばさ　熊本 東区月出二丁目５番６１号 ○

204 トイロハンドワークス 東区若葉一丁目４３番２２号 ○

205 就労支援Ｂ型事業所　シャイニング 南区城南町今吉野６００番地１４ ○

206 就労継続支援Ｂ型事業所なぎさの風 西区池上町２９５６ ○

207 カレッジくまもとＲｉｎ
中央区白山二丁目１１番１５号　ＯＦ
ＦＩＣＥ　Ｍ

○ ○ ○

208 にじいろワーク 中央区新町一丁目６番１８号 ○ ○ ○

209 ディーキャリア熊本オフィス
中央区新屋敷一丁目１４番３５号　６F
－B

○

210 ＫＤＳネクストカレッジ＠熊本駅前
西区春日三丁目２４番２０号　春日三
丁目事務所２階

○ ○

211 クラフトステージ 東区沼山津一丁目２３番２１号 ○

212 ウェルビー熊本駅前センター
西区春日一丁目１４番３号　くまもと
森都心Ｃ棟１階２号室

○ ○ ○
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国 県 国 国 国 県 県 県 県 県 県 国 県 国 県 県 県 県 県 県

白
川

白
川

緑
川

浜
戸
川

加
勢
川

浜
戸
川

天
明
新
川

潤
川

木
山
川

健
軍
川

藻
器
掘
川

菊
池
川

豊
田
川

合
志
川

坪
井
川

井
芹
川

堀
川

除
川

千
間
江
湖

河
内
川

菊
池
川
水
系

坪
井
川
水
系

そ
の
他

番号 施設名称 所在地

土
砂
災
害

白
川
水
系

緑
川
水
系

【別添】災害危険区域内の要配慮者利用施設一覧 別冊２

213 デイサービス昭和クラブ 熊本市南区城南町下宮地４２９番地１ ○

214 コミュニティの学校１００年ボンド 西区花園７丁目５６-４１ ○ ○

215 minori 西区城山大塘一丁目１１番２号 ○ ○ ○

216 就労移行ＩＴスクール熊本水前寺
中央区水前寺一丁目１７番３２号　石
本ビル３階

○ ○ ○

217 リハスワーク熊本東 東区尾ノ上一丁目１０番４号 ○

218 八景水谷テラス 北区八景水谷四丁目７番２１号 ○

219 サック就労移行支援センター 西区池上町１１４９番地 ○ ○ ○

220 LITALICOワークス熊本
中央区水道町８番６号　朝日生命熊本
ビル２階

○

221 生活介護事業所めりい 東区沼山津三丁目１３番２５号 ○

222 SOCIALSQUARE上乃裏
中央区水道町３番５号　上通Ｋビル１
階

○ ○

223 ゆうing 中央区平成三丁目７番１０号 ○

224 山ノ内ベーカリー 東区山ノ内三丁目９番１号 ○

225 ウィルチャレンジ
中央区安政町８番１６号　村瀬海運ビ
ル６０１号

○

226 ティオくまもと新市街
中央区新市街１２番３号　グリーン
ノットビル２階

〇

227 移行支援ステージアップ 西区春日七丁目２０番２７号 〇

228 くまもと江津湖療育医療センター 東区画図町大字重富５７５番地 ○ ○
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